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１．はじめに

土木学会と日本建築学会は共同して、巨大地震の地震動の予測および既存構造物への耐震補強に

関する調査研究を進めるため、平成 16年４月巨大地震対応共同研究連絡会を設置した。この中で、

プレート境界巨大地震による地震動の予測に関して、この連絡会のもとに地震動部会（入倉孝次郎

主査）が設置され、構造物への入力地震動の作成等に関する検討を行っている。平成 17 年度の地

震動部会の構成は附表１に示される。 

 昨年同時期に行われたシンポジウムにひきつづき、本シンポジウムにおいては、平成 17 年度の

地震動部会の活動成果である提供波等について、巨大地震の地震動特性に関する研究成果等を報告

するとともに、建築・土木の構造物部会からの話題提供をしていただき、長周期地震動を含む広帯

域地震動の予測と構造物への影響に関する議論を行う。 

1



主　査 入倉 孝次郎 愛知工業大学　客員教授

副主査 岩田 知孝 京都大学教授　防災研究所地震災害研究部門強震動分野

副主査 川瀬   博 九州大学大学院教授　人間環境学研究院都市・建築学部門

副主査 杉戸 真太 岐阜大学教授　流域圏科学研究センター長

委　員 青井   真 （独）防災科学技術研究所　固体地球研究部門

委　員 市村   強 東京工業大学助教授　理工学研究科土木工学専攻

委　員 大川   出 独立行政法人建築研究所　構造研究グループ主席研究監

委　員 香川 敬生 （財）地域地盤環境研究所　主席研究員

委　員 片岡 正次郎 国土交通省国土技術政策総合研究所
危機管理技術研究センター地震防災研究室主任研究官

委　員 久野 通也 中部電力（株）発電本部　土木建築部　原子力土建グループ　部長

委　員 纐纈 一起 東京大学教授　地震研究所応用地質学部門

委　員 佐藤 俊明 清水建設（株）技術研究所　企画部開発企画グループ　グループ長

委　員 関口 春子 独立行政法人産業技術総合研究所
活断層研究センター地震災害予測研究チーム研究員

委　員 武村 雅之 鹿島建設㈱小堀研究室次長

委　員 年縄   巧 明星大学教授　理工学部建築学科

委　員 野津   厚 独立行政法人港湾空港技術研究所　地盤・構造部

委　員 畑山   健 独立行政法人消防研究所　基盤研究部　主任研究官

委　員 増田   徹 応用地質（株）地震防災部　部長

委　員 翠川 三郎 東京工業大学大学院教授　総合理工学研究科人間環境ｼｽﾃﾑ専攻

委　員 源栄 正人 東北大学大学院教授
災害制御研究センター地震地域災害研究分野

委　員 山中 浩明 東京工業大学大学院助教授　総合理工学研究科環境理工学創造
専攻

地震動部会 　組織・構成
土木学会・日本建築学会巨大地震対応共同研究連絡会

2



２．地震動部会報告１［活動経過報告］

地震動部会活動経過報告
岩田知孝
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地震動部会活動経過報告

岩田 知孝1

1京都大学防災研究所 教授（〒611-0011京都府宇治市五ヶ庄）
E-mail:iwata@egmdpri01.dpri.kyoto-u.ac.jp 

土木学会・日本建築学会巨大地震災害対応共同研究連絡会地震動部会の2005年度のこれまでの活動経過報
告を行う。

     Key Words : Subduction earthquake, Long-period ground motions, Scenario earthquake, Strong 

ground motion prediction 

      

 土木学会・日本建築学会巨大地震災害対応共同研究連
絡会に属する地震動部会は，プレート境界巨大地震時の

構造物への入力地震動の作成と評価に関する検討を行う

ため，平成 16年 3月に準備会を経て設立した．平成 16
年度の活動については，岩田(2004)にまとめられている．
平成 17年度の部会構成は以下の通りである． 
 
主査：入倉孝次郎(京大)，副主査：杉戸真太(岐阜大)，
川瀬 博(九大)，岩田知孝(京大)，委員：青井 真(防
災科研)，市村 強(東工大)，大川 出(建築研)，片岡
正次郎(国総研)，香川敬生(地盤研)，久野通也（中部電
力），纐纈一起(東大)，佐藤俊明(大崎総研)，関口春子
(産総研) ，武村雅之(鹿島建設)，年縄 巧(明星大)，
野津 厚(港湾空港技研)，畑山 健（消防研），増田 
徹(応用地質)，翠川三郎(東工大) ，源栄正人(東北大)，
山中浩明（東工大） 
 
 今年度当部会では，昨年度に引き続き１ヶ月乃至は２
ヶ月に１度の頻度で部会を開催した．昨年度末に日本建

築学会入力地震動 WG と合同で行った，各関連委員会
メンバーを中心として巨大地震の地震動予測に関してア

ンケート結果に基づいて，波形を提供頂けるグループを

アンケートから選択し，第２次提供波として構造物部会

等に提供することを目的として，委員が分担して提供波

作成の文献から概説文を作成した．概説文は部会で検討

されて，第２次提供波のディジタルデータ，文献資料，

概説文をセットとして構造物部会等で使用して頂いてい

る． 

 また，第２次提供波のチームには，予測地震動の近距

離での空間変化と震源モデルパラメタを変えた時に予測

地震動の特徴がどのようにばらつくかについてのパラメ

トリック研究を依頼した． 

 本研究シンポジウムにおいては，第２次提供波チーム

の最新の強震動予測手法についての発表とともに，震源

モデルパラメタの，破壊伝播速度，アスペリティでの応

力降下量，破壊開始点を変えた場合の予測地震動特徴に

ついてのパラメトリック研究の報告が午後のセッション

に予定されている． 

 また，最近発生した海溝型大地震等における大規模堆

積盆地における長周期地震動特性を中心とした話題提供

として，2003 年 9 月十勝沖地震の苫小牧，2004 年 9 月

紀伊半島南東沖地震の関東～中京～近畿圏での観測地震

動の特徴や，2005 年 8 月宮城県沖の地震による仙台平

野での地震動特性等，本部会の対象と考える地震動の特

徴や，観測波形の分析結果について，部会で話題提供し

ていただいた内容を要約した報告を午前のセッションに

設定している． 

 

参考文献 

岩田知孝，地震動部会活動報告，海溝型巨大地震を考え

る－広帯域強震動の予測２－，土木学会・日本建

築学会巨大地震災害対応共同研究連絡会地震動部

会シンポジウム，2004/ 02/ 19 
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1

2003年十勝沖地震の特性化震源モデル構築の試
み－周期1-5秒の地震動を対象として－

野津 厚1

1正会員 （独）港湾空港技術研究所 地盤・構造部（〒239-0826横須賀市長瀬3-1-1）
E-mail:nozu@pari.go.jp

 2003年十勝沖地震は我が国に密な強震観測網が整備されてから初めて発生した海溝型巨大地震である．
この地震の記録を用いて，震源のモデル化手法を含む強震動評価手法の適用性を確認しておくことは，来
るべき東南海・南海地震による揺れの予測精度を向上させる上でも重要である．本研究では，波形インバ
ージョンの結果を参照し，工学的にも重要な周期1-5秒の揺れを説明できるような特性化震源モデルの構
築を試みた．その際，強震波形計算手法としては，経験的サイト増幅・位相特性を考慮した手法を用いた．
経験的サイト増幅特性はスペクトルインバージョンの結果を用いた．その結果，比較的簡便な特性化震源
モデルにより，広範囲の地震動を再現できることがわかった．

     Key Words : The 2003 Tokachi-oki earthquake, characteristic source model, Site amplification factor, 

group delay time, stochastic Green's function method 

 

1.  はじめに 
 
 海溝型巨大地震による強震動を予測するための震源
のモデル化手法については，これまでのところ様々な

議論がある．例えば，2003年十勝沖地震の強震記録に
基づいて既往のモデル化手法の検証を行った研究1）で

は，周期1-5秒の帯域での地震動の再現性に改善の余地
があるとしており，今後，震源のモデル化や計算手法

のさらなる改良も必要であると指摘している．震源の

モデル化に関しては，アスペリティの階層化2），ある

いは破壊伝播の複雑化3）など，どちらかと言えば震源

モデルをより複雑化していく方向の提案が行われてい

る．しかしながら，海溝型巨大地震による周期1-5秒の
地震動は，単純な震源モデルでも十分に説明できるよ

うに著者には思われる．そのように思われる理由は次

の通りである． 
前報4）でも指摘したように，2003年十勝沖地震
（M8.0）の本震波形と，同じ地点で得られた特定の余
震波形の位相は良く似ている．図-1はK-NET池田とK-NET
帯広において，2003年十勝沖地震（M8.0）の本震波形の
フーリエ位相を2003年9月26日7:20の余震（M5.2）のフ
ーリエ位相に置き換えた波形を計算し（黒），それを

もとの本震波形（灰色）と比較した結果である（0.1-
1Hzの速度波形の比較）．これを見ると，両者は良く一
致している．このことは，本震波形と余震波形のフー 

 

 
図-1 K-NET池田（上）とK-NET帯広（下）において，2003年十

勝沖地震（M8.0）の本震波形のフーリエ位相を2003年9月
26日7:20の余震（M5.2）のフーリエ位相に置き換えた波
形（黒）ともとの本震波形（灰色）との比較（0.1-1Hzの
速度波形の比較）． 

 
リエ位相が類似していることを意味し，さらには，フ

ーリエ位相の角周波数に関する微分と定義される群遅

延時間が類似していることを意味する． 
M8クラスの地震とM5クラスの地震の位相が類似して
いることは奇妙なことのようにも思えるが，条件が整

えば，そうしたことは可能である．その条件とは，本

震と余震が伝播経路特性とサイト特性を共有している

ことと，本震の震源特性が比較的シンプルで，位相に

対して大きな影響を与えないことである．もしも本震

の震源過程が非常に複雑なものであれば，位相に対し

て大きな影響を及ぼすので，点震源に近いM5クラスの
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2

地震と位相が類似することはあり得ないであろう． 
 以上のことから，本研究では，比較的シンプルな特
性化震源モデルにより，2003年十勝沖地震の周期1-5秒
の地震動が説明可能であるか検討を行った．その際，

強震波形計算手法としては，経験的サイト増幅・位相

特性を考慮した手法を用いた．以下においては，まず，

強震波形計算手法について説明し，次に，震源モデル

について説明する． 
 
 
2.  強震波形計算手法 
 
本研究では古和田他5）により提案されている経験的

サイト増幅・位相特性を利用した強震動評価手法を適

用する．この方法は，統計的グリーン関数法6）のバリ

エーションの一つであり，観測点周辺の堆積層が地震

動の振幅および位相の双方に及ぼす影響を考慮できる

手法である．ここではその概要について述べる． 
一般に地震動のフーリエ振幅は震源特性・伝播経路

特性・サイト特性の積で与えられる． 
O( f ) =S( f ) P( f ) G( f )           （1） 

一方，地震動の群遅延時間は震源特性・伝播経路特

性・サイト特性の和で与えられる7）． 
tgr

O
( f )=tgr

S
( f ) + tgr

P
( f ) + tgr

G
( f )         （2） 

式（2）において添字Oは観測点において実際に観測さ
れる地震動を，添字Sは震源特性を，添字Pは伝播経路
特性を，添字Gはサイト特性を示す． 
古和田他5）は，規模と震源距離の十分に小さな地震

が対象サイトで観測されている場合，その記録の群遅

延時間は，時間軸上での平行移動の分を除けば，ほぼ

式（2）の右辺第三項すなわちサイト特性を表現してい
ると考え，このことを利用した強震動評価手法を考案

している．すなわち，先ず，対象地震による地震基盤

での地震動を評価し（その方法については後述する），

次に，地震基盤での地震動をいったんフーリエ変換し，

振幅をG(f)倍し，さらに，上記の条件を満足する記録
を周波数領域で振幅1に調整して乗じ，フーリエ逆変換
する．このことを具体的に式で書くと次のようになる． 
  

A( f ) = Ab( f ) G( f )
O( f )

O( f )

         （3） 

ここにA(f)は対象地震による地表での地震動のフーリエ

変換で複素数，Ab(f)は対象地震による地震基盤での地震

動のフーリエ変換で複素数，G(f)は上述のサイト増幅特

性で実数，O(f)は対象地点で得られた中小地震記録のフ

ーリエ変換で複素数である．式（3）の右辺第二項は堆
積層が地震動の振幅に及ぼす影響を，右辺第三項は堆

積層が地震動の位相に及ぼす影響を示す．なお，原論

文5）には述べられていないが，このとき用いる対象地

点の中小地震記録は，対象サイトへの入射角ができる

だけ対象地震と類似したものを選択する．それにより，

堆積層が地震動の位相に及ぼす影響をより適切に考慮

できるためである． 
以上の方法で堆積層の影響を評価する場合，現地で

取得された中小地震記録の群遅延時間にはS波の寄与と
後続位相の寄与が渾然一体となっていることから，振

幅についても，両者の寄与を考慮したサイト増幅特性

を用いることが必要である． 
 対象地震による地震基盤での地震動は通常の統計的
グリーン関数法と同様の方法で評価することができる．

すなわち，まず，対象地震の断層面上で発生する小地

震を考え，小地震による地震基盤での加速度フーリエ

スペクトルを震源特性（4）と伝播経路特性（5）の積
として与える． 
  

S( f ) = R FS PRTITN
M0e

4 VS

3

2 f
2

1 + f / fc
2

 （4） 

  P( f ) = 1
r exp – fr / QVS

         （5） 

式（4）においてM0eは小地震の地震モーメント，fcは小
地震のコーナー周波数，ρは地震基盤における媒質の

密度，VsはS波速度を示す．Rθφはラディエーション係
数であり，本研究では平均値0.63を用いる．FSは自由
表面による増幅の効果（=2）を示す．PRTITNは地震動の
エネルギーが水平方向の2成分に分散する効果を示す係
数であり，本研究では水平2成分のエネルギーが等しい
場合の値（0.71）を用いる．式（5）においてrは震源
距離を，Qは伝播経路における媒質のQ値を示す．小地
震のコーナー周波数はBruneの式9),10)で与える． 
さて，要素波の求め方には，加速度フーリエスペク

トルと加速度波形の包絡線の両方を近似的に満足する

ような波形を求めるBooreの方法11）と，要素波の位相を

0とする方法がある．Booreの方法で加速度波形（要素
波）を生成するとき，生成された要素波のフーリエス

ペクトルと目標スペクトルとの間には，ある程度の残

差が含まれる．従って，Booreの方法を採用する場合に
は，多数の要素波を生成し，その中で，構造物に対し

て影響の大きい周波数帯域で残差の小さい要素波を選

ぶなどの配慮が必要である．しかし，その場合でも，

要素波の任意性の問題は残る．最近，このような要素

波の任意性に関わる問題に解決を与える方法として，

久田12）は，要素波の位相を低周波側で0とする方法を提
案している．本研究では，久田の考え方をさらに進め，

高周波側を含め位相=0とする考え方を適用する．この
方法による場合，要素波には任意性が無く，かつ，生

成された要素波のスペクトルは目標スペクトルに完全

に一致する．さらに，最適な要素波を探索する必要が

ないので計算時間も短い． 
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3.  サイト増幅特性 
 
 ここでは図-2に示すK-NET13）およびKiK-net14）の計20地
点を対象に強震波形計算を実施した．各々の地点でス

ペクトルインバージョンにより推定されたサイト増幅

特性15）を図-3～図-12に示す．K-NET は地表で観測を行
っており，KiK-netは地表と地中で観測を行っているが，
図-3～図-12のサイト増幅特性はいずれも地震基盤～地
表に対応するものである．そのため，以下においては

K-NET，KiK-netとも地表の波形を計算する．図-3～図-
12より，1Hz以下の帯域でサイト増幅特性が10を上回る
地点も少なくないことがわかる． 
 

 

図-2 強震波形計算の対象地点（▲）と，本研究で設
定した2003年十勝沖地震のアスペリティ（小さ
な長方形） 

 

 
図-3 HKD084とHKD087のサイト増幅特性 

 
図-4 HKD090とHKD095のサイト増幅特性 

 

図-5 HKD098とHKD113のサイト増幅特性

 

 
図-6 HDKH05とHDKH07のサイト増幅特性 
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図-7 KKWH08とKSRH01のサイト増幅特性 

 

 
図-8 KSRH02とKSRH07のサイト増幅特性 

 

 
図-9 KSRH09とTKCH02のサイト増幅特性 

 
図-10 TKCH03とTKCH05のサイト増幅特性 

 

 
図-11 TKCH06とTKCH07のサイト増幅特性 

 

 
図-12 TKCH08とTKCH11のサイト増幅特性 
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4.  震源モデル 
 
2003年十勝沖地震について，前報4）では経験的グリー

ン関数を用いた波形インバージョンを実施し（対象周

波数は0.1-0.5Hz），図-13に示すように，三箇所にアス
ペリティを有する比較的シンプルな震源モデルを得て

いる．ここでは，この最終滑り量分布に基づき，図-2
および表-2に示すような特性化震源モデルを構築した．
ただし，図-13の三箇所のアスペリティのうち，広尾町
の海岸線付近のアスペリティ3は，他の二つのアスペリ
ティほど波形への寄与が明確でない．そこで，図-2お
よび表-2の特性化震源モデルでは，波形への寄与が特
に明確な二つのアスペリティをモデル化した．震源付

近の密度とS波速度は地震調査研究推進本部のレポート
1）を参考に設定した． 
 

 
図-13 経験的グリーン関数を用いた波形インバージョ
ンによる2003年十勝沖地震のすべり量分布4）．図-2の大
きな長方形に対応． 
 
 
5.  計算結果 
 
作成した震源モデルによる速度波形の再現状況を図-

14に示す．なお，計算に際し，伝播経路のQ値としては
佐藤・巽16）による東日本海溝型地震のQ値（Q=114×
f0.92）を用いている．また，対象サイトの位相特性を考
慮するための観測記録としては，対象サイトへの入射

角が対象地震と類似した中小地震を選ぶことが望まし 

表-2 特性化震源モデルのパラメタ 
（全体）
震源付近の密度：3.1g/cm3

震源付近のS波速度：3.9km/s 

走向：246°
傾斜：18°
破壊フロント中心：
（143.925E，42.039N，深さ 30.1kn）
破壊伝播速度：2.7km/s 
（アスペリティ 1） 
アスペリティのサイズ：6×12km2

アスペリティの地震モーメント：6.0E+26dyne-cm 

アスペリティのライズタイム：1.2s

分割数：5×5×5 
（アスペリティ 2） 
アスペリティのサイズ：8×6km2

アスペリティの地震モーメント：3.0E+26dyne-cm 

アスペリティのライズタイム：1.2s

分割数：3×3×3 

 
いが，対象地震は複数のアスペリティで構成されてお

り，対象地点によって，波形に対して最も影響の大き

いアスペリティは異なっている．そこで，アスペリテ

ィ1の影響の大きいHKD090以西の観測点についてはアス
ペリティ1の近くで発生している2003年9月26日7:20の余
震1（M5.2）の記録を用い，アスペリティ2の影響の大
きいHKD087以東の観測点についてはアスペリティ2の近
くで発生している2003年9月27日17:06の余震2（M5.2）
の記録を用いた．余震1および余震2の震央を図-2に示
す． 
 図-14より，各地の速度波形（0.2-1Hz）の再現性は概
ね良好であると判断される．特に，TKCH02やTKCH07で観
測されたインパルス状の波形，KSRH01やTKCH06で観測さ
れた継続時間の長い波形など，地点毎の特徴が良く捉

えられている．KSRH01はTKCH02と，TKCH06はTKCH11と，
それぞれ地理的には近い位置にあるが，十勝沖地震に

よる速度波形の振幅と継続時間はかなり異なっている．

こうした違いが，計算結果でも再現されている．一方，

観測波と合成波の主な不一致としては，十勝支庁の東

部の観測点（HKD090,TKCH03,TKCH05）において，EW成分
のパルスが再現できていない点を挙げることができる．

ただし，同じ地点でNS成分の再現性は良好である． 
 このように，地点によっては不一致も見られるもの
の，総じて言えば，比較的シンプルな特性化震源モデ

ルと経験的サイト増幅・位相特性を利用した強震波形

計算手法の組み合わせにより，海溝型巨大地震である

2003年十勝沖地震による周期1-5秒の地震動はほぼ説明
可能であると言える． 
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図-14 特性化震源モデルによる各地の速度波形（0.2-1Hz）の再現（1/3） 
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図-14 特性化震源モデルによる各地の速度波形（0.2-1Hz）の再現（2/3） 
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図-14 特性化震源モデルによる各地の速度波形（0.2-1Hz）の再現（3/3） 
 
6.  まとめ 
 
本研究では，海溝型巨大地震である2003年十勝沖地
震による周期1-5秒の揺れに着目して，各地の揺れを再
現できるような特性化震源モデルの構築を試みた．そ

の結果，比較的シンプルな特性化震源モデルと経験的

サイト増幅・位相特性を考慮した強震波形計算手法の

組み合わせにより，この地震による周期1-5秒の帯域の
地震動はほぼ説明可能であることがわかった．同様の

手法を，同じく海溝型巨大地震である1968年十勝沖地
震に適用したところ，青森港・八戸港・宮古港におけ

る速度波形（0.2-1Hz）を良好に再現できることが確認
できた．これについては稿をあらためて報告したい17）．

また，本研究に使用した解析ツールの公開も行ってい

く予定である17）． 
 
謝辞：本研究では防災科学技術研究所のK-NETおよび
KiK-netの記録を使わせていただきました．記して謝意
を表します． 
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仙台地域の深部地下構造による
やや長周期地震動特性と長周期構造物の現況
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 本報告は、近い将来極めて高い確率で発生が予測されている宮城県沖地震の襲来をうける100万都市仙
台とその周辺領域における超高層建物や免震建物などの長周期構造物の耐震対策・地震対策のための基礎
資料として、これまで検討されきている最新の地盤構造モデルや地震観測記録に関する情報をまとめたも
のである。内容的には、１）仙台地域の深部地盤構造モデルと地震観測記録に基づく卓越周期の検証、
２）2005年8月16日宮城県沖地震における仙台地域の3次元波動伝播シミュレーション、3) 2005年8月16日
と1978年6月12日の宮城県沖地震の地震動特性の比較、４）仙台地域の長周期構造物の固有周期と地盤の
卓越周期の関係について報告する。

1.はじめに
 近い将来極めて高い確率で発生が予測されている宮城
県沖地震の襲来をうける100万都市仙台とその周辺領域

における超高層建物や免震建物などの長周期構造物の耐

震対策・地震対策のための基礎資料として、これまで検

討されてきている最新の地盤構造や地震観測記録に関す

る情報を整理することは重要である。特に、想定される

宮城県沖地震の一部が破壊したとされる2005年8月16日

の宮城県沖地震(M7.2)では仙台地域で多くの地震観測記

録が得られており、筆者らが観測している住友生命ビル

などでは1978年6月12日の宮城県沖地震(M7.4)の際に全く

同じ位置で貴重な観測記録が得られ、２つの地震による

地震動特性の比較検討は次の宮城県沖地震の地震動予測

を行なう上で興味深い。

以上のような背景の下に、本報告は、１）仙台地域の

深部地盤構造モデルと地震観測記録に基づく卓越周期の

検証、２）2005年8月16日宮城県沖地震における仙台地

域の３次元波動伝播シミュレーション、３）2005年8月

16日と1978年6月12日の宮城県沖地震の地震動特性の比

較、４）仙台地域の長周期構造物の固有周期と地盤の卓

越周期の関係についてまとめたものである。

2. 仙台地域の深部地盤構造と地震観測記録による
検証 

(1) 仙台地域の地盤構造の概要 

 仙台地域の地盤構造を浅い地盤構造（表層地質構造）

と深部地盤構造に分けて概説する。

 表層地質構造は、長町－利府断層を境に北西側は仙台
駅前、一番町など市街地中心部が位置する洪積台地にな

っており、南東側は沖積平野になっている1)。1978年の

宮城県沖地震で大被害を受けた卸町などはこの沖積平野

にある。また、市街地中心部の位置する洪積台地を取り

巻くように、向山・青葉山などの丘陵地が存在しており、

台地の北部には大規模造成地が存在している。仙台地域

の第４紀層基底は深いところで80ｍ程度であり、荒浜付

近で若干浅くなっているが概ね海に向かって深度を増し

ている。宮城県域の第４紀層基底は大崎平野などでも

100ｍ以下であり、隣県の山形盆地の350ｍなどに比べる

と深いものではない。

 一方、深部地盤構造は、後述のように海岸線から西に
向かって徐々に深くなっており、基盤深度は仙台駅付近

で約800m、カルデラ地形（白沢カルデラ）付近で最も

深くなっており、1600ｍ程度である。
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 これらの表層地盤構造と深部地盤構造の特徴は、筆者
らが行なった仙台地域における面的な微動観測により得

られているH/Vスペクトルの形状にも現れており、深部

構造による卓越ピークと表層地盤によるピークの特徴に

よりゾーニングを行なっている2)。

(2) 仙台地域の深部地下構造に関する最新の情報 

仙台地域において長周期構造物の耐震設計・地震対策

のためのやや長周期地震動を論じる場合、深部地盤構造

に関する情報を整理しておく必要がある。

ここでは、地域における最新の深部地盤構造に関する

情報として、平成14年度から平成16年度に実施された仙

台平野南部地下構造調査（委員長：大槻憲四郎東北大学

教授）で実施された地下構造調査に基づく３次元地下構

造モデルについて紹介する3)。

この調査では、既存の地下構造に関する文献・データ

調査として、①既往の重力探査文献とデータ4)、②温泉

等の試錐およびデータ5)～9)、③既往反射法地震探査と微

動観測等の文献10) ～15)、④地質文献16)～19)など、に関する文

献調査を行なうともに、新たに２測線における反射法探

査と20点におけるアレー微動観測を実施し、図-1に示す

対象領域（長町－利府断層線の走向方向とその直交方向

に軸をもつ仙台市域とその周辺領域）において図-2のよ

うなフローにより新たな３次元地下構造モデルを構築し

ている。図中には、既往の反射法探査の主な測線（宮城

県による３測線、Ｈ１３年度科学技術振興調整費による

測線、防災科研による測線）も表示してある。深部構造

作成にあたり、上述の反射法探査データや愛宕神社の温

泉ボーリング（1200ｍ）、若林区サンピアの温泉ボーリ

ング（350ｍ）をはじめとする対象領域の深井戸のデー

タも用いている。

図-3には３次元深部地盤構造モデルの基盤深度図を示

す。主要な２断面（東西方向断面と南北方向断面）の速

度構造図については、後述の３次元波動伝播シミュレー

ションの部分を示す。図-4と図-5には、それぞれ、この

３次元モデルの各位置の地盤構造でＳ波の鉛直入射に対

する１次卓越周期と入射波に対する応答倍率の空間分布

を示す。これらの図より、深部構造の１次卓越周期は東

部で短く西に向かって長くなっていることが分かる。仙

台駅付近の市街地中心部で2.0～2.5秒程度であり、東北

大（青葉山）と長町で3秒程度である。仙台市西部の最

も長いところでは4秒以上になることが分かる。一方、

増幅率は東部で大きくなっているのが特徴である。

 
(3) 3次元地下構造モデルと地震観測記録に基づく1次卓

越周期の検証 
上記の調査により得られた３次元深部地盤構造モデル

については、防災科研の K-NET、KiK-net や東北工業大

図-1 仙台平野南部地下構造調査対象領域

図-2 地下構造モデル作成フロー3) 

2次残差ブーゲ異常
250ｍメッシュ 
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学の Small-Titan、仙台高密度強震観測網（仙台アレー）

等の既存の強震観測点において、1998年 9月宮城県南部

の地震記録等を用いて地盤の周期特性の検証が行われて

きている。

一方、2004 年に筆者らは仙台地域において、小型強

震計を用いた強震観測網を新たに設置した 20)。また、こ

の観測網とは別であるが、1978 年宮城県沖地震で記録

が得られた住友生命ビル地下 2階においても地震計を設

置している。

この観測網により、2005年 8月 16日の宮城県沖地震

を含む多くの記録が得られている。そこで、地震観測記

録の応答スペクトルと深部地盤構造モデルから得られる

伝達関数から 1次卓越周期の比較を行った。図-6に検討

地点を示す。また、図-7には各地点における擬似速度応

答スペクトル(h=5%)と深部地盤構造モデルから得られた

伝達関数（最下層～第三紀層相当）を示す。応答スペク

トルは 2005年 8月 16日を含む代表的な地震の NS成分

について求めた。

図-7より、観測記録からは地震の違いによらず 1秒か

ら 3秒にピークが見られる。図-4と比較すると、これら

のピークは、図-7の伝達関数の 1次周期に概ね対応して

いることがわかる。ただし、鶴谷(No.21)や卸町(No.15)の

1次周期は、観測記録の方がやや長周期側に出ており、

詳細な分析が必要である。

1978年の地震で記録が得られた住友生命においては 2

秒程度、東北大学では 3秒程度、また 1978年に被害の

大きかった長町 21)においては、3秒付近に 1次卓越周期

があることがわかる。 

図-3 深部地盤構造モデルの基盤深度 図-4 深部地盤構造モデルの1次卓越周期

図-5  1次卓越周期におけるS波の増幅率

図-6 モデル検証の対象地点
（コンター：図-4の１次卓越周期）
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図-7 擬似速度応答スペクトル(h=5%)と地盤構造モデルによる伝達関数(S波鉛直入射・2E/2E) 
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3. 8月 16日宮城県沖地震における 3次元地震波動
伝播シミュレーション

2005年 8月 16日 11時 46分に、宮城県東方沖を震源と
するマグニチュード（Mw）7.2の地震が発生し、宮城県
川崎町で震度 6弱、仙台市等で震度 5強を観測した。こ
の地震は太平洋プレートの沈み込みに伴うプレート境界
の地震であり、震源メカニズムには北西・南東圧縮の逆
断層型、震源域は 1978 年宮城県沖地震の震源域の南端
である。
本節では、前述した深部地盤構造モデルを用いて、3

次元地震波動伝播シミュレーションを行った結果につい
て報告する。

(1)シミュレーション方法概要
シミュレーションはスタッガードグリッドを用いた 3

次元有限差分法（空間：4 次、時間：2 次精度）により
行った。対象領域を図 8に示す。ここで用いた差分法は
文献 22)によって提案されたものであり、境界面に入射
した波が吸収される吸収境界条件と境界面から 15格子
点を帯状の吸収領域が併用されており、媒質の非弾性減
衰も考慮されている。また、震源の運動学的断層モデル
として三次元場の食い違い格子におけるモーメントテン
ソルを近似的に表現する方法である。
 シミュレーションはまず、震源を含む地震基盤までの
大構造モデル 23)を用いて、地震基盤における波形を求め
た。これを入射波とし、前述の 3次元地下構造モデル 3)

を用いて、工学的基盤を自由境界としたときの波形を求
めた。図-9 には、図-8(上)の A,B,C の断面における深部
地盤速度構造を示す。前述のように、海岸線から西に向
かって徐々に基盤深度が深くなっているのがわかる。上
述の 2つの地盤構造モデル間の境界条件は吸収境界とし
ている。
 
(2) 8月 16日宮城県沖地震の断層モデル

8月 16日宮城県沖地震における本震の破壊過程につい
ては、波形インバージョンなどにより様々な断層モデル
が提案されている。本検討では、呉・纐纈(2005)23)が提
案した断層モデル（図-8）を用いた。地震動シミュレー
ションを行なう計算領域は長辺方向が 210 km、短辺方
向が 110 kmである。表-1に 2005年 8月 16日地震の震源
パラメータを示す。解析周波数は 0.6Hzまでとした。
第2章で述べた3次元深部地下構造を有限差分法に用い

た。仙台地域以外領域の地下速度構造に関しては呉・纐

纈(2005)
23)を参考した。

(3)シミュレーション結果
波形合成による各観測点の地中速度波形を図-10に示

す。波形を比較すると、合成波形は観測波形に良く一致

している。但し、計算したMYGH08の水平成分波形は観

測波形より小さくなっており、これについては、震源・

構造の両面から、より詳細な検討をする必要がある。

 
地震モーメント (Nm) 6.27x1019

緯度 38.137 

経度 142.167 断層原点
深さ (km) 30

破壊伝播速度 VR (km) 3.4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 対象地域と断層モデル 23)（三角形は観測点、
大四角形は差分法で計算領域、小四角形は断層を示
している。星は破壊開始点を示している）
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表-1 2005年8月 16日地震震源パラメータ 23)
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図-11、12と13は各断面上の観測速度波形と計算速度

波形の比較を示す。上から順に観測波形、３次元計算波

形、深部地盤構造を１次元で計算したときの波形（NS

のみ）を示す。右数字は各波形の最大速度(cm/s)を示し

ている。波形を比較すると波形の形は良く一致している

が、計算した波形の値は観測波形より小さい。この原因

としては先程のMYGH08における結果が小さかったこと

と同様な理由であると考えられる。

図-10 地中観測波と計算波形の比較 
（右の数値は波形の最大速度[cm/s]） 

上：観測波 下：計算波 
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図-11 C-C断面上の観測速度波形と計算速度波形の比較

図-9 深部地盤速度構造 
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図-12 A-A断面上の観測速度波形と計算速度波形の比較

図-13 B-B断面上の観測速度波形と計算速度波形の比較
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4. 2005年8月16日と1978年6月12日の宮城県沖地震
の地震動特性の比較 
前述のように、住友生命ビル地下 2階及び東北大学 1

階においては、1978年 6月 12日と 2005年 8月 16日の両

方の地震記録が得られている。図-14 に加速度波形を、

図-15に擬似速度応答スペクトルを示す。

 住友生命が建っている旧市街地は、広瀬川河段丘上に
あり、硬質地盤である。地下 2 階となると凝灰岩層

(N>50)となっているところが多い 21), 24)。よって、地盤の

非線形の影響は少ないと考えられ、図-16 の住友生命の

応答スペクトル比は震源の違いの影響を強く表している

と考えられる。2005 年の地震に比べ、1978 年の地震に

おいては、0.5秒付近は同レベルであるが、1秒～2秒の

成分が強く放出されていたと考えられる。

 図-16には東北大学 1階の 1978年と 2005年の応答スペ

クトル比も示している。1.8 秒付近で大きくなっている

が、東北大の表層地盤は粘土層あるいは粘土を含む礫層

で構成されており 21) 住友生命と比べて地盤の非線形の

影響も含まれていると考えられる。しかし、1 秒～2 秒

の成分が 1978 年に卓越していたのは同様の傾向である。

 図-4と図-7に見られるように、仙台市域は 1～3秒に 1

次卓越周期を持つ地盤となっており、1978 年では、震

源の 1～2 秒の成分が地盤によりさらに増幅され、大き

な被害をもたらしたものと考えることができる。 

 
 
 

 

図-14 加速度波形の比較(NS方向)

(a) 住友生命ビル（B2F） 

(b) 東北大学（1F） 

図-15 擬似速度応答スペクトルの比較
（NS成分）

図-16  1978年と 2005年の応答スペクトル比

（住友、東北大 1F、NS成分）

(s)

(s)
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5.  仙台地域の長周期構造物の固有周期と地盤の
卓越周期の関係 

(1)仙台地域の長周期構造物 

仙台地域の長周期構造物として、ここでは60ｍ以上の

高層建物（13棟）、免震建物（17棟）、および仙台港付

近に存在する原油タンク（貯蔵容量1000キロリットル以

上の80基）の現況データを調査した。

高層建物と免震建物については、（財）日本建築セ

ンターの構造性能評価シートによるデータに基づく調査

を行なった。表-2、表-3には、高層建物と免震建物のリ

ストを設計周期とともにを示す。図-17には表-2のリスト

の番号を地盤の卓越周期分布の図上にプロットしてある。

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
原油タンクについては、仙台市消防局によるデータ

の調査を行なった。図-18には、調査対象としたタンク
80基の許容容量の頻度分布を示す。20,000キロリットル
以上の原油タンクは34基存在する。タンク径、最高液面
高さなどからスロッシング周期を計算し、その頻度分布

を分析した。 

 (2) 長周期構造物の設計固有周期と地盤の卓越周期との

関係 

 高層建物や免震建物の設計固有周期と深部地盤構造に
基づく地盤の卓越周期との関係を整理しておくことは重

要であると思われる。

 図-19には高層建物について敷地地盤の卓越周期と構

造性能評価シートに基づく設計用1次周期を水平２方向

について関係づけて示したものである。これらの図中に

は、8月16日の地震における観測記録から求めた１次周

期も＊印で示してある25)。

 仙台市の60ｍ以上の高層建物は仙台市中心部に多いた

め地盤の1次卓越周期（2～3秒）より短い設計用1次固有

周期のものが多い。 
同様に図-20には、免震建物における敷地地盤の卓越

地盤 固有周期(s) 
1次固有周期 2次固有周期

建
物
番
号 

階数 1次 
卓越 
周期 

増幅率 
X Y X Y 

1 17(2) 2.66 4.01 2.01 2.01 0.69 0.69 

2 17(1) 2.64 3.92 0.94 0.73 0.36 0.28 

3 18(2) 2.34 4.03 1.29 1.27 0.33 0.34 

4 17(0) 2.35 4.00 0.91 0.93 0.35 0.38 

5 17(2) 2.48 4.14 1.98 2.02 0.64 0.69 

6 15(3) 2.20 4.06 1.52 1.50 0.57 0.57 

7 19(3) 2.45 3.92 2.12 1.95 0.74 0.69 

8 24(1) 2.34 3.97 2.15 2.16 0.80 0.81 

9 33(1) 3.12 1.84 1.98 2.03 0.75 0.76 

10 21(0) 0.71 4.54 0.96 0.96 0.33 0.33 

11 31(1) 2.64 3.68 1.68 1.77 0.56 0.57 

12 23(1) 2.84 4.73 2.09 2.10 0.75 0.76 

13 21(1) 2.84 4.73 1.89 1.89 0.69 0.68 

14 33(3) 2.32 4.03 3.60 3.51 1.37 1.14 

15 31(2) 2.85 5.09 2.66 2.19 1.03 0.83 

16 23(2) 2.47 3.96 3.09 3.10 1.04 1.03 

17 28(2) 2.47 3.96 2.92 2.88 1.08 1.11 

地盤 固有周期 
Lv1 Lv2 

建
物
番
号 

階数 
（地下） 

1次
卓越 
周期 

増幅
率 

X Y X Y 
18 32(1) 2.73 3.67 4.32 4.23 4.97 4.90 

19 12(0) 0.93 5.78 3.07 3.04 3.75 3.73 

20 3(0) 3.11 3.51 - - - - 

21 11(0) 2.37 3.78 2.73 2.67 3.20 3.16 

22 6(0) 2.05 3.39 1.90 1.90 2.28 2.28 

23 13(0) 2.55 3.95 2.52 2.47 2.98 2.94 

24 9(0) 2.08 4.28 1.67 1.60 2.98 2.95 

25 15(1) 2.43 3.96 2.61 2.49 3.10 3.01 

26 15(1) 2.43 3.96 2.64 2.52 3.14 3.05 

27 15(1) 2.43 3.96 2.62 2.49 3.11 3.00 

28 13(0) 2.39 3.73 2.68 2.61 3.14 3.08 

29 8(0) 2.98 4.12 2.40 2.40 2.90 2.90 

30 13(1) 2.75 4.48 2.79 2.74 3.22 3.18 

図-17 仙台地域の長周期建物の位置
（コンター：図-4の１次卓越周期）

表-2 仙台地域の高層建物の設計周期 

表-3 仙台地域の免震建物の設計周期 図-18 原油タンクの許容容量の頻度分布 
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周期とレベル１地震動に対する1次周期、およびレベル2

地震動に対する1次周期との関係を水平2方向について示

す。免震建物のレベル1地震動に対する設計用1次周期が

2.5秒程度の建物が多く、仙台市中心部の地盤の卓越周

期と一致しているものが少なくない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-21には、原油タンクのスロッシングの1次周期と2

次周期の頻度分布を示したものである。参考のため、

図-22には仙台港付近と仙台駅前におけるＳ波の速度構

造とＳ波の増幅特性を、図-23及び図-24には、宮城県の

第３次被害想定調査による単独モデルと連動モデルに対

する仙台港と仙台駅前で想定される地震動の速度応答ス

ペクトル（1％と5％）を示してある。

図-21より、スロッシングの1次周期は5～7秒、2次周

期に関しては2.5～4秒のものが多く、仙台港付近の地盤

の１次卓越周期（1秒以下）よりは長いことがわかる。
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図-19 超高層建物の固有周期と工学的基盤
の 1次卓越周期 
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図-20 免震建物の固有周期と工学的基盤の
1次卓越周期 (a)X方向 (b)Y方向

図-22 仙台港と仙台駅前の S波速度構造と増幅率

図-21 原油タンクの現況データに基づく 
スロッシング周期（1次＆2次）の頻度分布 
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図-24 想定宮城県沖地震における仙台駅
前における速度応答スペクトル 

図-23 想定宮城県沖地震における仙台港
における速度応答スペクトル 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3) 8月16日宮城県沖地震における長周期構造物の地震時

挙動

 ここでは、日本建築学会東北支部災害調査連絡会の活
動として調査した8月16日宮城県沖地震における仙台地

域の長周期構造物の地震時挙動について報告する。

 表-4には、観測記録が得られている建物のうち、表-2

のNo.1、No.14、No.17の高層ビル３棟と表-3の免震建物

のうちNo.20, No.22, No.23の免震建物で得られた最下階と

最上階における最大加速度を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
高層建物No.1、14、17及び免震建物No.22については、

観測記録に基づく建物の1次卓越周期を表-4中に示して

いる。

免震建物No.22の場合、図-20の＊印と対応する○印か

らレベル１地震動の変形レベルまで、変形の増大ととも

に地盤の卓越周期に近づくことが分かる。

図-25には、仙台駅前の高層ビルの1階における観測記

録の速度応答スペクトルを示す。この図より、8月16日

の地震における入力地震動はレベル１地震動の速度応答

スペクトル（0.5秒以上で50cm/s）よりもかなり小さく、

一般建築構造物の損傷限界地震動の速度応答スペクトル

（0.64秒以上で16cm/s）程度であることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-4 観測記録の最大加速度 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向
1 100 60 112 86 2.0 2.0
14 100 62 191 139 3.7 3.7
17 113 82 148 107 3.0 2.7
20 97 87 118 107
22 192 211 92 71 1.1 1.3
23 220 274 82 117

建物
番号

最下階最大加速度 最上階最大加速度観測１次卓越周期

図-25 8 月 16 日宮城県沖地震における入力地
震動レベル（高層ビル No.14 の一階の観
測記録の速度応答スペクトル） 

BCJ-LV1
BCJ-LV2

連動モデル 

単独モデル 

連動モデル 

単独モデル 
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6. まとめ
 本報告は、近い将来極めて高い確率で発生が予測され
ている宮城県沖地震の襲来をうける100万都市仙台とそ

の周辺領域における超高層建物や免振動建物などの長周

期構造物の耐震対策・地震対策のための基礎資料として、

まず、地域の地盤構造について概説し、３次元深部地盤

構造に関する最新の情報について示した。特に、深部地

盤構造モデルに基づく地盤の卓越周期の空間分布につい

て示し、地域の地震観測網のデータによる検証を行なっ

た。次に、この深部地盤構造を用いた2005年8月26日の

宮城県沖地震（M7.2）の3次元波動伝播シミュレーショ

ン解析例を示すと共に、1978年6月12日の宮城県沖地震

との地震動特性に関する比較検討を行った。最後に、長

周期構造物として60m以上高層建物、免震建物、および

原油タンクの現況データについてその固有周期と地盤の

卓越周期との関係を想定される宮城県沖地震における地

震動のスペクトル特性と共に整理した。
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2004年紀伊半島南東沖地震記録を用いた 
想定東南海地震の強震動シミュレーション 

 
鈴木亘 1・岩田知孝 2 
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2京都大学教授 防災研究所 （〒611-0011 京都府宇治市五ヶ庄） 
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2004 年紀伊半島南東沖地震の余震記録を経験的グリーン関数に用いて, 濃尾地域について想定東南海地
震の強震動シミュレーションを行った. 波形合成に必要となる要素地震の震源パラメタは前震の広帯域強
震記録の再現により推定した. 震源モデルには文部科学省・地震調査研究推進本部が想定東南海地震の強
震動評価に仮定したものを基づくモデルと, そのモデルから破壊伝播速度, アスペリティでの応力降下量,

破壊様式をそれぞれ変化させたモデルを考え, 各震源モデルの変化に伴う予測波形の特徴の変化を調べた.

応力降下量が増減すると予測波形の振幅と震度に大きく影響を及ぼすこと, ディレクティビティ効果も応
力降下量同様に重要であることが確認された.

Key Words : hypocetical Tonankai earthquake, empirical Green's function method, broadband strong motion 

simulation

1. はじめに 
2004年 9月 5日，紀伊半島南東沖を震源として 19

時 7分に MJ7.1の 23時 57分に MJ7.4の地震が発生し
た．それまで南海トラフ周辺での地震活動は低調で
あり，この紀伊半島南東沖地震のように東海地方か
ら近畿地方にかけて広く強震記録が得られた地震は
ほとんどなかった．そのため発生域は東南海地震の
想定震源域からやや離れてはいるが，この紀伊半島
南東沖の地震活動で得られた強震記録は想定東南海
地震の強震動評価のための経験的グリーン関数とし
て現時点で最良な記録の一つである． 
経験的グリーン関数法を用いてシナリオ地震の強
震動予測をする際には，要素地震の面積や応力降下
量などの震源パラメタを知っておく必要がある．岩
田・三宅 1)では琵琶湖西岸断層系を起震断層とした
シナリオ地震の強震動シミュレーションに先立ち，
要素地震の強震動生成領域 2)の大きさ，ライズタイ
ム，応力降下量を，経験的グリーン関数法を用いて
推定している．我々は MJ7.1の紀伊半島南東沖地震前
震の広帯域強震記録を，2004年 9月 8日 MJ5.5の余
震を要素地震として Irikura3)の経験的グリーン関数
により再現し，その震源パラメタを推定した 4,5)．要
素地震の地震モーメントには F-net のモーメントテ
ンソルインバージョンによる 2.06E+17Nm（Mw5.5）を
用いた．前震の強震動生成領域は大きさ 30km×15km，
ライズタイム 0.9秒，応力降下量 8.4MPaと推定され
た．Irikura3)の手法では強震動生成領域の小断層へ
の分割個数（Nx×Nw），時間方向の分割個数（Nt）及
び強震動生成領域における応力降下量の要素地震に

対する比（C）は観測スペクトル比より求める 2)．前
震のパラメタと同時に，要素地震の震源パラメタは
面積 28.1km2，ライズタイム 0.225 秒，応力降下量
3.4MPaと推定される． 
我々はこの要素地震の強震記録を経験的グリーン
関数に用いて想定東南海地震の広帯域強震動シミュ
レーションを行った 4,6)．前震記録を経験的グリーン
関数に使用しなかった理由は，前震の強震動生成領
域の面積が，仮定する震源モデルうち小さいアスペ
リティの大きさの 80%強であるため，グリーン関数の
足し合わせ個数が少なく破壊伝播の効果を表現でき
ないと考えられたからである． 
本報告では想定東南海地震による濃尾地域での広
帯域強震動シミュレーション結果について述べる．
まず文部科学省・地震調査研究推進本部（推本）に
よる想定東南海地震の強震動評価 7)のケース 2 に倣
った震源モデルを用いた場合 4,6)を考え，これを標準
モデルとする．そして震源モデルパラメタの変化に
伴う予測波形の特徴の変化を調べるため，標準モデ
ルから破壊伝播速度を変化させた場合，応力降下量
を変化させた場合，破壊様式を変化させた場合につ
いて検討を行う．いずれの場合も Irikura3)の経験的
グリーン関数法に基づき広帯域強震波形を合成する．
基にした推本の震源モデル 7)はアスペリティと背景
領域から構成されるが，本報告ではアスペリティ領
域からの地震動のみを計算し，背景領域の寄与は考
慮していない． 
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2. 標準モデル 
 本章では推本のケース 2 に倣った標準モデルを仮
定した場合の強震動シミュレーション結果について
述べる．推本のケース 2 の評価では，加速度震源ス
ペクトルの短周期レベルが地震モーメントとの経験
的関係 8)のばらつきの範囲内で大きい値をとる（経
験式の√2倍）としてアスペリティ面積を決定してい
る．そのため経験式に従うケース１と比べてアスペ
リティ面積は半分で応力降下量は 2倍となっている. 
アスペリティのパラメタを表-1に，配置を図-1に

示す．表中の Sa は面積，M0は地震モーメント，
は応力降下量，Tr はライズタイムを表す．アスペリ
ティは 3 つあり，志摩半島南のアスペリティ 2 が熊
野灘のアスペリティ 1 及び渥美半島沖のアスペリテ
ィ 3 より大きい．破壊は潮岬沖より始まり，各アス
ペリティではその西端の一番浅い小断層（☆）から
破壊速度 2.7km/s で円状に伝播する．アスペリティ
間の破壊遅れは，破壊開始小断層間の距離を破壊伝
播速度 2.7km/sで除して求めている． 

 
 

表-1 標準モデルのアスペリティパラメタ 
 Asp. 1 Asp. 2 Asp. 3 

走向(度) 210 230 270 
傾斜(度) 15 15 15 
Sa(km2) 702 1376 702 
M0(Nm) 1.34+20 3.75E+20 1.34E+20
(MPa) 21.9 20.9 21.9 

Tr(s) 0.9 1.35 0.9 
Nx, Nw 5 7 5 

Nt 4 6 4 
C 6.5 6.2 6.5 

 

 
 

図-1 標準モデルのアスペリティ配置 

経験的グリーン関数法による波形シミュレーショ
ンの下限周波数は，要素地震の S/N 比より決まる．
要素地震記録の低周波側ノイズレベルを調べるため，
対象とする濃尾地域の 7 観測点（図-1）での S 波到
達後 50秒間の記録について，前震記録とのスペクト
ル比により確認した．愛知，岐阜，三重の K-NET 観
測点では低周波数成分の精度の向上した K-NET02 型
強震計により観測が行われており，0.1Hz程度まで充
分に S/N比がよいことが分かった．KiK-net観測点で
ある GIFH09でも 0.1Hzまで精度があることが確認さ
れたので，本報告での解析周波数は 0.1Hzから 20Hz
とする. 
要素地震の震源メカニズムは逆断層型ではあるが，
各アスペリティの走向と傾斜角とは異なっている．
しかしながら，本解析で予測する地震動はプレート
境界から堆積盆地までの 3 次元構造により複雑な伝
播経路をたどってくると考えられることや，高周波
数ほどラディエーションパターンは等方的 9)に向か
うということから，メカニズムの違いによるラディ
エーションパターンの補正は行わなかった．減衰の
補正は実体波の距離減衰についてのみ行っている． 
平均 S 波速度は 3.6km/s とした．この S波速度で要
素地震記録全体について波形計算をしており，予測
波の P波部分についての波形合成は厳密ではない． 
図-1に示す濃尾地域の 7観測点で予測された加速
度と速度波形の水平 2成分を図-2に示す．本研究で
は上下動も予測しており加速度 3 成分から震度を計
算すると MIE006（津）で震度 7，AIC004（名古屋），
AIC009（豊田），AIC011（知多），MIE003（四日市）
で震度 6強，GIFH09（羽島）で震度 6弱，GIF020（岐
阜）で震度 5強となった．GIFH09や MIE003などの点
で速度記録に長周期の後続動が見られるが，要素地
震の記録長が短いため，図に載せた長さの波形しか
計算できなかった．図-3 に AIC009，図-4 に MIE003
での 5%減衰の擬似速度応答スペクトルを示す．
AIC009では 1秒より短周期の応答が大きく，MIE003
では短周期だけでなく周期 3 秒と 5 秒付近の長周期
での応答も大きいことが分かる． 
 
3．破壊速度を変化させた場合 
本章では破壊伝播速度が標準モデルから+10%（Vr+

モデル）と-10%（Vr-モデル）だけ変化した場合を検
討する．アスペリティパラメタ及び配置は表-1 及び
図-1 と同じである．Vr+モデルの破壊伝播速度は
3.0km/s で Vr-モデルでは 2.4km/s である．図-5 に
Vr+モデル，図-6に Vr-モデルの予測波形を示す. 
Vr+モデルでの速度と加速度の最大振幅は標準モ
デルより大きくなっている観測点が多いが，震度は
GIF020では震度が 5弱と標準モデルより小さくなっ
たほかは標準モデルと変わらない．Vr-モデルでは
AIC004 と GIF020 の震度が標準モデルより小さくな
った．しかし震度階級は変わらないものの計測震度
が大きくなった観測点は半数以上あり，最大振幅の
変化の様子も観測点ごとに異なる. 
図-3に示す AIC009の周期 1秒未満の擬似速度応答 
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図-2 標準モデルによる予測波形 
各観測点について上段が加速度，下段が速度，左
列が東西成分，右列が南北成分である. 

を標準モデルと比べると，Vr+モデルでは大きくなり，
Vr-モデルでは小さくなっている．一方，図-4 の
MIE003を見ると，Vr+モデルでは 5秒から 6秒の応答
が大きくなっているものの 1 秒程度では標準モデル
と同程度である．逆に Vr-モデルで 1秒付近の応答値
が大きくなっている．このように応答スペクトルで
見ても，観測点ごとに破壊伝播速度の変化に伴う予
測波形の変化が異なっていた． 
 

  
 

図-3 AIC009での擬似速度応答スペクトル（5%減衰） 
上から標準モデル, Vr+モデル, Vr-モデル, Deepモ

デルである.  
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図-4 MIE009での擬似速度応答スペクトル（5%減衰） 
上から標準モデル, Vr+モデル, Vr-モデル, Deep

モデルである. 
 
 
 
 

 
 

図-5 Vr+モデルによる予測波形 
各観測点について上段が加速度，下段が速度，左
列が東西成分，右列が南北成分である. 
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図-6 Vr-モデルによる予測波形 
各観測点について上段が加速度，下段が速度，左
列が東西成分，右列が南北成分である. 

4. 応力降下量を変化させた場合 
本章ではアスペリティでの地震モーメントを保っ
たまま, 応力降下量を変化させた場合の検討を行う. 
応力降下量を標準モデルの 1.5 倍としたモデルを
モデル, 1/1.5倍としたものを モデルと呼ぶ. 

Irikura3)の経験的グリーン関数法では, C×Nx×Nw
×Nt がターゲットとする地震の地震モーメントと要
素地震のモーメントの比になっている. この比と破
壊開始小断層の座標及びそのアスペリティ中の相対
位置を保ち, 応力降下量比 C を標準モデルのちょう
ど 1.5倍, もしくは 1/1.5倍とすることで モデル
と モデルを計算した. そのため モデルについ
てはアスペリティ面積が小さくなり， モデルにつ
いては大きくなった. ただし Nx, Nw, Ntは整数値を
とるので, C×Nx×Nw×Ntの値, 即ち地震モーメント
を標準モデルの場合とまったく同じにすることはで
きず, 結果として最大 10%近くの差が生じた. 表-2
と図-7, 図-8に モデルについての, 表-3, 図-9, 
図-10 に モデルについてのアスペリティパラメ
タ及び配置, 予測波形をそれぞれ示す. 2つのモデル
とも各アスペリティの走向及び傾斜角は標準モデル
（表-1）と同じである.  
 
 

表-2 モデルのアスペリティパラメタ 
 Asp. 1 Asp. 2 Asp. 3 

Sa(km2) 449 1011 449 
M0(Nm) 1.29E+20 3.45E+20 1.29E+20
(MPa) 32.9 31.3 32.9 

Tr(s) 0.9 1.13 0.9 
Nx, Nw 4 6 4 
Nt 4 5 4 
C 9.75 9.3 9.75 

 

 
 

図-7 モデルのアスペリティ配置 
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図-8 モデルによる予測波形 
各観測点について上段が加速度，下段が速度，左
列が東西成分，右列が南北成分である. 

 モデルでは全ての観測点で加速度の最大振幅
値が大きくなり, 震度は AIC009, AIC011, MIE006で
震度 7, AIC004, MIE003で震度 6強, GIFH09で震度
6弱, GIF020で震度 5強となった. GIFH09では速度
振幅の最大値は標準モデルと同程度となったが, そ
の他の観測点では加速度同様に振幅が増加した.  
 モデルでは予測波形の加速度及び速度振幅は
全ての観測点で小さくなり，震度も MIE006が 6強へ, 
AIC004, MIE003が 6弱へ, GIFH09が 5強へ, GIF020
が 5弱へと標準モデルのときよりも小さくなった.  
 

表-3 モデルのアスペリティパラメタ 
 Asp. 1 Asp. 2 Asp. 3 

Sa(km2) 843 1798 843 
M0(Nm) 1.34E+20 3.81E+20 1.34E+20
(MPa) 14.6 13.9 14.6 

Tr(s) 1.13 1.58 1.13 
Nx 6 8 6 
Nw 5 8 5 
Nt 5 7 5 
C 4.33 4.13 4.33 

 

 
 

図-9 モデルのアスペリティ配置 
 
 
5. 破壊様式を変化させた場合 
標準モデルでは各アスペリティの破壊が西側の最
も浅い小断層から始まっているが, 本章では西側の
最も深い小断層（図-11の☆）より始まった場合の検
討を行う. このモデルを Deepモデルと呼ぶ. 標準モ
デルと同様に各アスペリティの破壊遅れは, 破壊開
始小断層間の距離と破壊伝播速度 2.7km/s から決定
する. 各アスペリティのパラメタは表-1 の標準モデ
と同じである。 
図-12に予測波形を示す．今まで検討してきたモデ
ルでは各アスペリティ，特にアスペリティ 2の破壊 
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図-10 モデルによる予測波形 
各観測点について上段が加速度，下段が速度，左列

が東西成分，右列が南北成分である. 

方向が濃尾地域へ向いていたため, 予測波形は強い
フォワードディレクティビティの効果を受けていた. 
Deepモデルでは各アスペリティは主として陸から海
側へと破壊するので, この効果が弱くなり予測波形
の振幅は小さくなっている. AIC004と GIF020で震度
が標準モデルより小さくなった. またこれまで幾つ
かの観測点（GIFH09や MIE003）で見られた長周期の
震動が小さく目立たなくなった. これは濃尾地域の
観測点が破壊伝播の逆方向に位置するため, 地震波
の位相がこれまでのようにそろわず, ランダムに足
し合わされたためと考えられる. 図-4の MIE003での
応答スペクトルからもそれを確認できる.  
 

 
 

図-11 Deepモデルのアスペリティ配置 
 
 
6. まとめ 

2004 年紀伊半島南東沖地震の余震記録を経験的グ
リーン関数に用い, 濃尾地域における想定東南海地
震の強震動シミュレーションを行った. 推本による
強震動評価に倣った震源モデルを仮定したところ, 
濃尾地域で震度 7 から 5 強にかけての強い揺れが予
測された. またこの震源モデルを標準モデルとし, 
震源パラメタが変化したときの波形の変化について
考察した. 
 
1) 破壊伝播速度が変化した場合 
破壊伝播速度の変化に伴う加速度，速度の最大振
幅値や震度の変化は，観測点ごとに異なっていた．
応答スペクトルの特徴の変化も観測点ごとに異なり，
破壊伝播速度が大きければ大きくなるといった系統
的な傾向は見られなかった．波形を詳細に見ると，
最大振幅値をとる時刻はモデルによって様々であっ
た．これは小地震の位相がランダムに重なり合った
ためで，最大値は震源パラメタの設定と相関が見ら
れない結果となった．また図-4の全ケースの EW成分 
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図-12 Deepモデルによる予測波形 
各観測点について上段が加速度，下段が速度，左列

が東西成分，右列が南北成分である. 

の周期 0.7 秒に見られるような応答スペクトルの大
きなピークは，もともとその周期成分が要素地震に
含まれていることによることを確認している．同じ
地震記録を重ね合わせるために，要素地震記録の特
徴が合成波形に大きく影響することにも注意する必
要があるだろう． 
 
2) 応力降下量が変化した場合 
 与える応力降下量が大きいと，最大振幅値や震度
は大きくなる．過去の研究で示されてきたとおり，
アスペリティでの応力降下量は広帯域強震動の性質
を決める重要なパラメタである． 
 
3) 破壊様式が変化した場合 
 各アスペリティの深い小断層から破壊が始まると，
対象とする濃尾地域に向かうフォワードディレクテ
ィビティの効果が小さくなり，震度及び最大振幅は
小さくなった．  
 
謝辞：（独）防災科学技術研究所の K-NET及び KiK-net
の強震記録を使用しました．記して感謝いたします． 
 
参考文献 
1) 岩田知孝・三宅弘恵：強震動予測レシピに基づくシナ

リオ地震による強震動シミュレーション －琵琶湖西
岸断層系北部を起震断層として－, 自然災害科学, 
Vol. 23, No. 2, pp. 259-271, 2004. 

2) Miyake, H. et al. : Source characterization for 
broadband ground motion simulation: Kinematic 
heterogeneous source model and strong motion 
generation area, Bull. Seism. Soc. Am., Vol. 93, 
No. 6, pp. 2531-2545, 2003. 

3) Irikura, K. : Prediction of strong acceleration 
motions using empirical Green's function, Proc. 
7th Japan Earthq. Eng. Symp., 151-156, 1986. 

4) Suzuki, W. et al. : Estimation of the source model 
for the foreshock of the 2004 off the Kii peninsula 
earthquakes and strong ground motion simulation of 
the hypothetical Tonankai earthquake using the 
empirical Green's function method, Earth Planets 
Space, Vol. 57, No. 4, pp. 345-350, 2005. 

5) 鈴木亘・岩田知孝：経験的グリーン関数法を用いた 2004
年紀伊半島南東沖地震前震の震源モデル, 月刊地球
号外, 2006. 

6) 鈴木亘・岩田知孝：経験的グリーン関数法を用いた想
定東南海地震の強震動予測, 月刊地球号外, 2006. 

7) 地震調査研究推進本部：南海トラフの地震を想定した
強震動評価手法について (中間報告 ), http:// 
www.jishin.go.jp/main/kyoshindo/01b/index.htm, 
2001. 

8) 壇一男・他：断層の非一様破壊モデルから算定される
短周期レベルと半経験的波形合成法による強震動予
測のための震源断層のモデル化, 日本建築学会構造
系論文集, vol. 545, pp. 51-62, 2001. 

9) Satoh, T. : Empirical frequency-dependent radiation 
pattern of the 1998 Miyagi-ken-Nanbu earthquake in 
Japan, Bull. Seism. Soc. Am., Vol. 92, No. 3, pp. 
1032-1039, 2002. 

65



４．地震動部会報告３［提供波に関する検討報告］ 
 
海溝型巨大地震の広帯域地震動予測のためのマルチスケール 
－不均質震源モデルと南海地震への適用－ 

関口春子，吉見雅行，吉田邦一，堀川晴央 
 

2004年紀伊半島南東沖地震記録を用いた想定東南海地震の強震動シミュレーシ
ョン 

鈴木 亘・岩田知孝 
 

想定東海地震の関東平野における広帯域地震動予測 
土方勝一郎，植竹富一，金谷淳二，真下貢，早川崇，渡辺基史，佐藤俊明 

 
破壊伝播速度が東南海・南海地震の強震動予測結果に与える影響 

川辺秀憲，釜江克宏 
 

東南海・南海地震による大阪での強震動予測事例 
－面的ばらつきに関する検討－ 

鶴来雅人，香川敬生，趙 伯明 
 

愛知県設計用入力地震動研究協議会による想定新東海地震に対する強震動予測 
佐藤俊明，藤川智，渡辺基史，久保哲夫，福和伸夫 

 
1923年関東地震の広帯域強震動評価：再現波に向けたモデル化の現状 

纐纈一起，三宅弘恵，小林励司，田中康久，池上泰史 

 

66



1

海溝型巨大地震の広帯域地震動予測のための 
マルチスケール不均質モデルと南海地震への適用 

関口 春子1・吉見 雅行2・吉田 邦一3・堀川 晴央4

1産業技術総合研究所 活断層研究センター（〒305-8567茨城県つくば市東1-1-1中央第7）
haruko.sekiguchi@aist.go.jp 

2産業技術総合研究所 活断層研究センター（〒305-8567茨城県つくば市東1-1-1中央第7）
yoshimi.m@aist.go.jp 

3産業技術総合研究所 活断層研究センター（〒305-8567茨城県つくば市東1-1-1中央第7）
 yoshida-ku@aist.go.jp 

4産業技術総合研究所 活断層研究センター（〒305-8567茨城県つくば市東1-1-1中央第7）
h.horikawa@aist.go.jp 

 産業技術総合研究所・活断層研究センターでは，地震動予測手法高度化の研究プロジェクトを実施して
おり，阪神地域をモデル地域として実践的な地震動予測を行ってきた．この一環として行った想定南海地
震の阪神地域における地震動予測結果を，巨大地震災害への対応特別委員会へ提供している．本報告では，
想定南海地震の予測波の作成方針と仕様を説明し，地震動部会の要請による予測地震動のばらつきの数値
実験結果を示す．予測計算手法に関しては，特に，広帯域で -2則に従う海溝型地震の震源のモデル化手法
とその地震動予測結果への影響について述べる．

1. はじめに

海溝型巨大地震の地震動予測を目的として，文部科

学省の地震調査推進本部や内閣府中央防災会議により，

不均質震源モデルが提案されている．これらの震源モデ

ルでは，断層内の不均質構造は比較的少数のアスペリテ

ィによって表現されている．海溝型巨大地震のアスペリ

ティの設定に際しては，過去の地震の震源断層の推定す

べり量分布・バックスリップ分布・想定震源域のプレー

ト形状など，地質学・測地学・地震学的知見が参照され

ている．そのようにして決められたアスペリティのサ

イズは数十～100 kmにもなる．

これら不均質震源モデルでは，各アスペリティと背

景領域の応力降下量，すべり量，破壊伝播速度は一定値

とされる．このような震源を十分細密な点震源で表現し，

理論的な波形計算法で地震動計算を行うと，震源モデル

の不均質性に影響される周期帯は，アスペリティのサイ

ズと破壊伝播特性に規定されるパルスの周期帯（パルス

幅に起因）に限定され，その周期帯以下の成分が強くフ

ィルターアウトされる．数十～100 km程度のアスペリテ

ィに規定されるパルスの幅は10～30秒であるため，この

ような震源モデルをそのまま用いて海溝型巨大地震の地

震動予測を行うと，一般建物に影響の大きい0.1秒～数

秒の地震動から，巨大地震で特に問題となり長大構造物

に影響を与える数～10秒程度の長周期地震動まで，地震

防災上重要な周期成分が過小評価されるおそれがある．

 

 

2.  マルチスケール不均質震源モデル 
 

我々は，地震調査推進本部や中央防災会議が提案し

ているような，アスペリティと背景領域からなる海溝型

震源モデルに，更にアスペリティサイズ以下のスケール

の不均質を導入することにより，広帯域で -2則に従う

震源モデルへの改良方法を考案している1), 2)．広帯域で -

2則に従う震源モデルの作成手法としては，すべり量分

布と破壊時刻の揺らぎにk-2モデルを適用した手法3)があ

る．本章では，想定南海地震を対象とした震源モデルの

改良手順を示す．

基となる震源モデルは中央防災会議の想定南海地震

の震源モデル4）（中防モデル）とする．中防モデルの断

層面は約10 km四方の小断層から構成されているが，こ

れをフィリピン海プレート上面に細密に配した点震源の

集合として再構成し，すべり分布と破壊時刻の初期分布
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（図-1）を作成した．この際，断層の破壊域とアスペリ

ティの地表投影，および，各アスペリティのモーメント

をほぼ一致させた．断層面を表現する点震源の間隔は，

離散化の粗さに起因する波の励起が計算対象の周期帯で

無視できるよう水平方向に1.5 kmとした． 

この初期分布では，各アスペリティ，背景領域のそ

れぞれで，すべり量や応力降下量は一定である．また，

破壊伝播は，背景領域と各アスペリティに配置された破

壊開始点から各々等速で円形に広がるものと仮定されて

いる．ただし，各アスペリティの破壊は，背景領域での

破壊が当該アスペリティの破壊開始点に達したときに順

次開始される．前述のように，このようなアスペリティ

サイズ以下の不均質構造を有しない震源モデルの作る震

源スペクトルは，アスペリティサイズに起因する卓越周

波数より高い周波数帯で，自然地震の震源スペクトルに

広く見られる -2則から大きく外れる部分が生じる．

このすべり量と破壊時刻の初期分布に，以下の手順

により不均質を付加し， -2則に従う震源モデルを作成

する． 

まず，すべり量分布に不均質を付加する．１）断層

面上に，最小のアスペリティより一回り小さいパッチを

ランダムに配置する．パッチの数は，パッチの総面積が

アスペリティの総面積とほぼ等しくなるよう決める．

２）各パッチ内のすべり量を断層面全体の平均すべり量

の半分の値だけプラスあるいはマイナスに変化させる．

この際，平均すべり量が変化しないよう，すべり量をプ

ラスに変化させるパッチとマイナスに変化させるパッチ

を同数にする．この２つの操作を，パッチサイズを徐々

に小さくして繰り返す．ｎサイクル目のパッチサイズは

ｎ-1サイクル目のa-2倍とする．また，すべり量の変動量

はa-1倍とする．この一連の操作により，マルチスケール

の不均質をすべり量に付加する．なお，aは，1.5とした．

最後に，すべり量分布の波数スペクトルが，過去の地

震のすべり分布から抽出された経験的な波数スペクトル

の高波数での落ちの形状k
-1.75 5）を持つよう調整する．

次に，破壊伝播に不均質を載せる．まず，破壊時刻

分布の初期モデルから断層面上の各点の破壊伝播速度ベ

クトルを計算する．次に，すべり量分布に不均質を付加

したときと同じパッチ群を使って破壊伝播速度ベクトル

の大きさに揺らぎを与える．ここでは，各パッチに与え

る変動量は一定とする．初期モデルの破壊時刻分布と，

 
図-2 中央防災会議4）の想定南海地震の震源モデルにマルチ
スケールの不均質を載せた震源モデルの，上）断層面上のす
べり量の分布，および，下）断層面上の破壊時刻の分布．乱
数の異なる20個のモデルのうち，大阪から見た震源時間関数
のピークが最大になるモデル． 

図-1 中央防災会議4）の想定南海地震の震源モデルをなぞらえ
て作った，上）すべり分布と，下）破壊時刻の分布．地図範
囲が差分法による計算の計算領域，大阪湾を含む小枠内が本
研究の対象領域である．計算領域全体に広がるコンターは本
研究で用いた3次元地殻構造モデルのフィリピン海プレート上
面の等深線である． 
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揺らぎを含んだ破壊伝播速度ベクトル分布を使って，破

壊の伝播に沿って新たに破壊時刻を決める．この方法は，

破壊時刻にローカルに大きな揺らぎがあっても，破壊時

刻の逆転などの不都合が起こらない利点を有す． 

このようにして作成した不均質なすべり分布と破壊

時刻分布（図-2），および，すべり時間関数から，幾何

減衰のみを考慮して l大阪平野から見た震源全体の震源

時間関数 zを求め，震源スペクトルが-2則とおよそ整

合することを確認した．なお，すべり時間関数には，断

層動力学に基づいた近似式6）を用いた．  

断層面が点震源の集合で表現されているため，差分

計算で各点震源に与える震源時間関数は，すべり速度時

間関数にミクロな破壊伝播による効果を考慮したものに

すべきである．しかし，ここで設定した点震源間隔は約

1.5 km，破壊伝播速度は約2.7 km/sであることから， vr/dx 

 2.7/1.5 = 1.8 Hz程度以下の周波数範囲に対しては，点震

源領域内の破壊伝播効果の補正を省略してもほとんど影

響が無いと考えられるため，これを行っていない． 

震源の不均質化には乱数を用いている．20通りの乱

数を使って上記の方法ですべりと破壊時刻の分布モデル

を作成し，乱数によるばらつきの影響を見積もった．

l大阪平野から見た震源全体の震源時間関数 zのフーリ

エスペクトルを比較したところ（図-3)．フーリエスペ

クトル形状はモデルによってばらつくが，およそ -2程

度になっている．ばらつきは，任意に分布させたマルチ

スケールの不均質に対応する約0.2 Hz以上の周波数帯で

大きく，平均スペクトルに対するスペクトル比で半分か

ら倍ほどの間で変動している． 

 

 

3.  地震動計算方法 

地震動の計算は，工学基盤面を地表とする地震動を

低周波数成分と高周波数成分に分け，低周波数成分

（<0.3667 Hz）は3次元差分法，高周波成分は統計的グリ

ーン関数法で行い，これらを足し合わせてから浅層地盤

の応答を付加する，というハイブリッド法を採っている．

(1)工学基盤面での低周波数成分の計算 

工学基盤までの低周波数成分については3次元構造を

考慮して理論的に3次元差分法で計算する．ここでは，

不等間隔格子，4次精度3次元差分法コード7）を用いる．

計算領域は北緯32~35度，東経132~136.5度，深さ

0~100 kmの範囲である（図-1, 2）．大阪堆積盆地はこの

領域の北東部に位置し，南海地震の震源断層は南半分に

広がる．

速度構造（図-4）は，地震基盤以深の3次元地殻構造

モデルの中に，大阪堆積盆地3次元地盤構造モデル8）の

大阪湾周辺域部分をはめ込んだものを設定した．地殻構

造モデルは古村9）で使われた深部構造モデルをもとに構

築した．また，大阪堆積盆地のうち S波速度0.55 km/s未

満の層は0.55 km/sの層に置き換えた．最小S波速度は，

大阪堆積盆地では0.55 km/s，それ以外では3.1 km/sである．

この領域を，差分計算の有効周波数帯域の上限が

0.3667 Hzとなるよう格子分割した．大阪堆積盆地内の計

算格子幅は水平方向0.3 km，鉛直方向0.1 kmである．

(2)工学基盤面での高周波数成分の計算 

 

図-3 乱数の異なる20個の不均質震源モデルの震源時間関
数（下）と，その変位スペクトルの平均値と分散（上）．
右上方の図は，平均値に対する個々の震源時間関数スペク
トルの比の分散． 

 
図-4 想定南海地震の地震動を計算するための地下構造モ
デルの概要． 
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高周波数成分の計算には，統計的グリーン関数法を採

用する．断層面を一辺10 km程度の小断層に分割し，各

小断層に対応する規模の小地震波形を統計的グリーン関

数法で計算し，これらの小地震波形を大地震と小地震の

相似則を満たすように重ね合わせる．

小地震波形の計算にあたっては， -2則を満たす震源

スペクトル，周波数依存の放射特性，内部減衰，幾何減

衰（地震基盤まで），多重反射（地震基盤から工学基盤

まで）および，大阪盆地内のボアホールの地震観測記録

に基づいて経験的に得られた高周波数成分の経時特性
10）を考慮した．計算には，大西・堀家11）による統計的

グリーン関数法を変更したものを用いる．大西・堀家
11）は，Booreの方法12）による小地震の高周波波形の生成

法を拡張し，水平成層構造内の波線を計算して，放射特

性，幾何減衰，波線に沿った減衰および増幅を考慮して

いる．この拡張により，P波，S波，およびそれぞれの3

成分波形を得ることができる． 

前章で説明した震源モデルの不均質性を反映させるた

め，すべり量と応力降下量については小断層内の平均値

をとり，破壊時刻については小断層の重心に最も近いグ

リッド点の破壊時刻をとり，要素震源時間関数は各小断

層ごとに作成する．

(3)浅層地盤応答 

浅層地盤応答は，我々の地震動予測研究プロジェク

トで作成した浅層地盤（沖積層～段丘層）構造モデル
13）,14)を用いて，等価線形法（DYNEQ15））により計算す

る．この浅層構造モデルは，大阪平野の約 3万本のボー

リングデータ（関西圏地盤情報データベース）をもとに

作成されたもので，沖積層部分の S波速度は，実測デー

タに基づく土質・有効土被り圧・N値との経験式により

設定されている．

なお，等価線形化解析では，地盤の非線形性を表すひ

ずみ―剛性率モデルにはHardin-Drnevichモデル16）を採用

した．基準せん断ひずみ r（G/Gmax = 0.5でのせん断ひず

み．G, Gmaxは剛性率と微小変形時の剛性率）と最大減衰

定数 hmaxは，大阪平野の土の室内土質試験より求められ

た値17）を用いた． 

 

 

4.  マルチスケール不均質の導入による予測地震
動への影響，及び，その際の乱数の取り方に
よる予測地震動のばらつき 

 

マルチスケールの不均質を導入したモデルとしない

モデルによる計算地震動について，工学基盤面上におけ

る最大速度分布を図-5に，OSKH02（KiK-net 此花）観測

点における計算速度波形および速度応答スペクトル（減

衰2 %）を図-6, 7に示す． 

マルチスケール不均質を導入しないモデルによる地

震動は，導入したモデルの地震動に比べ，大阪堆積盆地

とその周辺の全域で最大地動速度が小さくなっている．

このような地震動の大きさの違いは，全周期帯に及んで

いるが，特に，地震動が卓越している6~8秒付近でその

傾向が大きい（図-7）． 

また，マルチスケール不均質を載せた20のモデルの

予測地震動を比較すると，前述の震源スペクトルのばら

つきの幅から期待されるように，モデル間の地震動の強

さの差は大きくなった．これらのモデルは，アスペリテ

ィの大枠（アスペリティの位置，大きさおよび内部のモ

 
図-5 大阪堆積盆地モデル領域の長周期領域（0. 3667Hz以
下）における予測地震動の水平動の最大速度分布．上段は
マルチスケール不均質の入っていない震源モデル（図-1）
によるもの．下段はマルチスケール不均質の入っているも
ののうち，大阪から見た震源時間関数のピークが最大にな
る震源モデル（図-2）によるもの．図中の白丸は，図-6に
波形を示す地点． 
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ーメント解放量の和）は共通で，アスペリティ以下のス

ケールのばらつきを経験的に得られている不均質性にし

たがって与えたものである．したがって，アスペリティ

以下のスケールのばらつきという，アスペリティ以上に

決定論的に決めるのが困難な要素が，地震動の見積もり

に少なからぬ幅を与えることを示していることになる． 

堆積盆地内では，継続時間が300秒にも及ぶ地震動が

得られた（例：図-6）．地震開始から80秒後あたりの大

振幅の波は，大阪湾の真南の大きなアスペリティによる

ものである．このアスペリティは，大阪平野に最も近い

上，アスペリティ上の破壊が海溝側から大阪方面へ向か

うように設定されているため，破壊の前方指向性により

さらに振幅が強められていると考えられる． 
 

 

4.  予測地震動のばらつきの数値実験 
 

本章では，地震動部会の要請による予測地震動のばら

つきの数値実験結果を示す．  

 

(1)設定 

予測地震動の空間的なばらつきと，震源パラメータの

ばらつきが予測地震動に与える影響が考察対象である．

後者としては，破壊伝播速度の変化，アスペリティの応

力降下量の変化，破壊開始点位置のずれが考察対象とな

った．計算を要請された全６ケースを以下に示す．この

うち，case0は空間的なばらつきを見るためのもので，

提供波の出力地点のうちの福島観測点（FKS）を中心に

配した13地点（図-8）における地震動が計算対象とされ

た．これ以外の5ケースは，提供波の出力地点9点が計算

対象とされた． 

 

case0)  

オリジナルの設定に沿った震源モデル（基準モデルと

呼ぶ）． 

case11)

基準震源モデルに対し，破壊伝播速度（我々のモデル

では平均破壊伝播速度）を10%増加させる． 

case12)

基準震源モデルに対し，破壊伝播速度（我々のモデル

では平均破壊伝播速度）を10%減少させる．

case21）

基準震源モデルに対し，アスペリティの平均応力降下

量を1.5倍に変更．このとき，アスペリティおよび背景

領域のモーメントが基準震源モデルの値を保つように，

両者の応力降下量を変化させる．

case22)

基準震源モデルに対し，アスペリティの平均応力降下

量を0.67（1/1.5）倍に変更．

case31)

破壊開始点を基準震源モデルの破壊開始点位置より傾

斜方向へ移動させて破壊域の最深点とする．アスペリテ

ィ内の破壊伝播について，アスペリティ毎に副破壊開始

点を別個に設定している場合は，全体の破壊開始点の移

 
図-6 OSKH02の位置で計算された地震動波形．上段はマ
ルチスケール不均質の入っていない震源モデル（図-1）に
よるもの．下段はマルチスケール不均質の入っているもの
のうち，大阪から見た震源時間関数のピークが最大になる
震源モデル（図-2）によるもの． 

 
図-7 OSKH02の位置で計算された地震動波形の速度応答

スペクトル（減衰2%）．実線は乱数を変えた20個のマルチ
スケール不均質震源モデルによるもので，その中の太実線
（B）は，図-2の震源モデル，および図-6下段の波形に対
応．点線（A）はマルチスケール不均質の入っていないも
ので，図-1の震源モデル，および図-6上段の波形に対応．
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動に伴い，アスペリティの副破壊開始点を適宜移動する． 

 

(3)結果

a) 空間的なばらつき（case0） 

図-9に図-8の各地点の地表の予測地震動波形（速度）

を示す．FKSを中心とする仮想アレイの中心から東へ行

くにしたがって振幅が減少し，中心からの距離が2，3

kmに位置するFKS+2+0, FKS+3+0の2地点では25%程度減

少している．それ以外の地点については，中心に対しお

よそ10％以内の変動である．アレイ中心から東側へ行く

につれて振幅が小さくなる現象は，浅層地盤応答を考慮

する前の，工学基盤面でのハイブリッド波形や低周波数

成分（差分法による計算部分）のみの波形にも見られる．

この原因は，基盤形状にあると考えられる．図-8に示す

ように，基盤深度はアレイの範囲では南北方向になだら

かに変化しているが，この影響は地震動にはほとんど現

われていないように見える．アレイの東端FKS+3+0のさ

らに約1 km東に，上町断層に起因する基盤の落差があり，

深さ0.7 km から1.4 kmへ基盤深度が急に変化している．

この基盤の落差が長周期の波動場に節をつくり，その影

響が，上町断層から数km以内のFKS+2+0, FKS+3+0に及

んでいるものと推察される．なお，仮想アレイ各点の位

置での浅層地盤構造モデルを図-10に示す．

b)破壊伝播速度の変化によるばらつき（case11,  

case12） 

図-11にcase11およびcase12の予測地震動の低周波数成

分（差分法による計算部分，0.3667 Hz以下）の水平動の

最大速度分布を示す．破壊伝播速度を大きくした場合は，

大方の場所で基準震源モデルの最大速度値（図-5）より

大きくなり，破壊伝播速度を小さくした場合はその逆に

なるが，一部，これに反する区域も存在する．これは，

地震波の干渉のパターンが変化し，波が強めあったり弱

めあったりする位置がずれることによるのではないかと

推察する．破壊伝播速度が大きくなるとき地震動が大き

くなるのは，周期およそ4秒までである（図-17）．なお，

提供波出力地点の広帯域地震動波形を図-12に示す．

c)アスペリティの応力降下量の変化による（case21,  

case22） 

図-13にcase21およびcase22の予測地震動の低周波数成

分の水平動の最大速度分布を示す．アスペリティの平均

応力降下量を1.5倍にした場合と基準震源モデルの場合

の最大速度値は，前者が大きい区域と後者が大きい区域

が，大阪堆積盆地内に入り乱れる結果となった．特定の

場所の最大速度が大きくなるか否かは不均質を導入する

際に用いる乱数の違いによっても変化する．これも，震

源モデルの変化により地震波動場の干渉の具合が変わっ

たことが原因と推察するが，プラスに現われる区域とマ

イナスに現われる区域が広範囲に入り乱れることについ

ては，更に考察を要する．平均応力降下量の増加に対応

して地震動が強くなるのは，周期およそ4秒までである

（図-17）．なお，提供波出力地点の広帯域地震動波形

を図-14に示す．

d) 破壊開始点位置のずれによるばらつき（case31） 

図-15にcase31の予測地震動の水平動の最大速度分布を

示す．表示領域ほぼ全域で，最大速度値は大きく減少し

ている．これは，断層面の大部分の領域において，破壊

の伝播方向が阪神地域から遠ざかる方向になり，基準震

源モデルに比べ，前方指向性効果を与える領域が減少し

たためであると考える．なお，提供波出力地点の広帯域

地震動波形を図-16に示す．

 

 

5.  まとめ 
 

中央防災会議の想定南海地震の震源モデル4)に，マル

チスケールの不均質を導入することにより，アスペリテ

ィサイズに対応する周期以下の成分の落ち込みを改善し，

広帯域で -2則に近い震源スペクトルが得られた．この

不均質の導入により，広い周期帯において地震動レベル

が高くなった． 

不均質を与える際に用いる乱数による予測地震動の強

さのばらつきは大きく，アスペリティ以下のスケールの

不均質が，地震動の見積もりに少なからぬ幅を与えるこ

とを示唆された． 

震源パラメータのばらつきによる地震動のばらつきの

数値実験を行った．アスペリティの応力降下量の増加，

図-8 空間的なばらつきを調べるための仮想的アレイ．
中心はFKS観測点で，周囲の地点名は，中心からE+方向へ
の距離 x km，N+方向への距離y kmの地点が，FKS+x+yと名
づけられている．
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破壊伝播速度の増加は，大局的には地震動のレベルを上

げるが，このプラスの変化は周期およそ4秒までに限ら

れる．また，震源パラメータの変化は，波動場の干渉パ

ターンの変化をもたらし，これも地震動のばらつきを引

き起こしているらしいことがわかった． 

謝辞：図の作成には，Genetic Mapping Tools
18）を使用した．

記して感謝します．
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図-9 基準震源モデル（case0）による，FKS周辺の仮想アレイにおける広帯域計算速度波形． 

 
西←                                         →東 

 
 

南←                                         →北 

 
図-10 福島観測点仮想アレイの各地点の浅層地盤構造モデル．実線：地震波速度，破線：密度． 
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図-11 破壊伝播速度の平均値を標準震源モデルの10%増（case11, 左図），および，10%減（case12，右図）したときの最大速度分布．

 
図-12 破壊伝播速度の平均値を標準震源モデルの 10%増（case11，上）および 10%減（case12，下）したときの提供波出力点 9点

での広帯域計算速度波形．
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図-13 アスペリティの応力降下量を1.5倍（case21, 左図），および，0.67（1/1.5）倍（case22，右図）したときの最大速度分布．

 

 
図-14 アスペリティの応力降下量を 1.5倍（case21, 上図）および 0.67（1/1.5）倍（case22，下図）したときの提供波出力点 9点での

広帯域計算速度波形． 
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図-15 破壊開始点を基準震源モデルの破壊開始点位置より，傾斜方向へ移動させて破壊域の最深点としたとき（case31）の最大速

度分布．

 

 

図-16 破壊開始点を基準震源モデルの破壊開始点位置より，傾斜方向へ移動させて破壊域の最深点としたとき（case31）の提供波

出力点 9点での広帯域計算速度波形．
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図-17a 提供波出力点（OSK003，OSK005，OSK006，OSK008，OSKH02）における長周期成分波（差分法による計算部分のみ）の速度応
答スペクトル（h=0.02）．ばらつき数値実験の全ケースを表示． 
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図-17b 提供波出力点（WOS，FKS，YAE，ROKKOG）における長周期成分波の速度応答スペクトル（h=0.02）．ばらつき数値実験の全
ケースを表示． 
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2004年紀伊半島南東沖地震の長周期地震動
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2004年9月5日に起きた紀伊半島南東沖地震で，関東・濃尾・大阪平野内において長周期地震動が観測され
た．本稿ではその地震記録の分析から，南海トラフプレート境界巨大地震発生時に懸念される各地の長周
期地震動特性を考察する．

     Key Words : The 2004 Kii-Hanto-Nanto-Oki earthquake, Subduction earthquake, Long-period ground 

motions, basin structure 

      

１． はじめに 
 1995 年兵庫県南部地震を契機として，文部科学省地
震調査研究推進本部によって地震発生の長期評価と強震

動評価が行われている．これによると，首都圏・中京・

京阪神地域など人口集中域に近い南海トラフで起きるＭ

８クラスのプレート境界巨大地震の発生可能性は，2005
年 1 月１日の評価段階において，今後 30 年の発生確率
が東南海地震で 61%, 南海地震で 48%という高い値の予
測となっている（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 
2005）．これに加えて，東海セグメントでの地震（東海
地震）の今後 30 年の発生確率も 86%と求められ（地震
調査研究推進本部地震調査委員会, 2005），更にこれら
のセグメントの同時発生地震発生も懸念されており，関

東から中京・京阪神地域にかけての日本の大都市圏が，

近い将来これらのプレート境界の巨大地震の揺れに襲わ

れることは極めて高い確率にある． 
 2004 年９月５日に発生した紀伊半島南東沖地震は，
前震が MJ6.9, 本震が MJ7.4と大規模のものであって，最
大震度５弱を観測した．この震源は上述のプレート境界

型の地震ではなく，フィリピン海プレートが大陸プレー

トに沈み込む付近のプレート内で起きた地震であり，想

定される東南海地震震源域よりも陸からやや遠く，メカ

ニズムもプレート境界地震とは異なるタイプ（高角逆断

層タイプ）であった．震源深さの違いや震源位置の違い，

メカニズムの違いはあるものの，この地震による地震動

特性の解明は，来るべきプレート境界巨大地震時の地震

動の特徴の把握には重要である．想定東南海・南海地震

の震源域においては，昭和東南海・南海地震直後におき

た余震を除けば，Ｍ６クラス以上の地震は起きていない

からである． 
 この紀伊半島南東沖地震時に，特に大阪・濃尾・関東
平野においては振幅の大きい長周期地震動が観測された．

本稿においては２００４年紀伊半島南東沖地震で観測さ

れた長周期地震動に関する研究を紹介する． 
 
２．２００４年紀伊半島南東沖地震の地震記録 
 2004年 9月 5日の 19時 7分紀伊半島沖Ｍ6.9，23時
57 分東海道沖Ｍ7.4 と相次いで起きた地震では，三重
県・奈良県・和歌山県で最大震度５弱を観測し，宮城県

から宮崎県まで広い範囲で有感となった．この地震の揺

れは，1995 年兵庫県南部地震後に全国に均一に設置さ
れた強震観測網等によって広域に観測された．そこには

規模の大きな地震から生成された長周期（周期数秒以

上）の地震波が，堆積盆地構造で増幅され，その震動継

続時間が延びていることが明瞭に現れている． 
 図１は強震記録の擬似速度応答スペクトル（減衰
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５％）をとり，いくつかの周期について，水平２成分の

大きい方を示している．周期１秒では震源に近いところ

や，大阪から濃尾平野にかけての地域で大きい応答を示

している．周期３秒では，濃尾平野・大阪平野で大きな

応答値を持っていることがわかる．周期６秒では，特に

大阪湾岸地域における応答の大きさが際だち，周期 10
秒となると，大阪や濃尾平野ではなく，関東平野，特に

東京湾岸部での応答が卓越してくることがわかる．この

強震観測網の最大応答値は，六甲アイランド観測点

（（独）港湾空港技術研究所）の周期６秒で 80cm/s で
あり，この周期帯で，大阪湾岸地域の観測点は 50cm/s
以上の応答値となった． 
 図２には大阪堆積盆地内及び周辺の観測記録をペース
トアップした．大阪堆積盆地内とその外に位置する観測

点では，地震動の継続時間，震幅が大きく異なっている

ことがわかる．いくつかの観測点では，加速度計による

レベルトリガー観測のため，速度で見た場合にまだ揺れ

が十分に収まっていない時点で，記録を停止している観

測点が見受けられるが，最大で 10cm/s 程度の震幅をも
つ周期４～６秒の長周期地震動が２～３分以上継続して

いることがわかる． 
 また，ここで示した大阪堆積盆地内の観測点である六
甲アイランド(ROKKO)，大阪福島(FKS)，大阪管区気象台
(OSAKA)などの地震動の振幅，継続時間，卓越周期がそ
れぞれ異なっていることがわかる．大阪管区気象台は盆

地内の上町台地に位置していて，相対的に堆積層が薄い

ために，他の大阪堆積盆地内観測点に比して卓越周期が

３～４秒と短い．このように堆積盆地内でも場所による

震動の特徴が異なることも重要である．大阪千早赤坂

(CHY)は大阪盆地の東南方向の岩盤観測点で，震源距離
は大阪盆地内の観測点よりも短いけれども，非常に小さ

い振幅であることがわかる．また京都盆地内の観測例と

して，KiK-net 京都久御山(KYTH07)の記録を載せている．
この地点は京都盆地南部の堆積層厚が約 700m ある地点
で，京都盆地南部の深い基盤の地域に位置している．こ

の地域では見かけ周期として３秒程度の地震動が継続し

ている．大阪堆積盆地と比較して，堆積層厚及び盆地の

形状が小さいことに起因して，比較すればやや短周期よ

りの増幅特性を持っていることがわかる． 
 この地震において，大阪の湾岸地域における石油タン
クでスロッシングが起きていることが報告されている

（畑山・座間,2005）．これによれば，周期４～６秒の
タンクにおいて，最大２ｍの揺動が確認されている．後

述するように，東南海・南海地震の震源域は，今回の紀

伊半島南東沖地震よりも大阪に近く，また想定される地

震規模も大きいため，震源から地震波が放射している時

間も長く，予想される地震動レベルは今回のものより大

きく，震動継続時間も長いことが予想される． 

３．2004 年紀伊半島南東沖地震記録のモデルシミュレ
ーション 
 想定東南海地震の震源域に近い場所で発生したこの地
震の，多くの観測強震記録を用いた予測強震動の高度化

に関する研究が行われている．まず，震源域からサイト

までの地盤・地殻構造モデルを構築し，この観測波形を

モデルシミュレーションして地殻構造モデルの地震動説

明能力を評価し，構造モデルの改良を行う研究が行われ

ている． 
 Hayakawa et al.(2005)では近畿から関東にかけての深
部地殻構造から，大阪・濃尾・関東盆地等の堆積盆地構

造モデルに対して，比較的単純な震源過程をもつ 19 時
7 分の前震の記録の再現を試み，トライアンドエラーで
構造モデルの修正を行い，更新された地下構造モデルを

用いて本震時の周期２秒以上の地震動シミュレーション

を行った．これによれば，応答スペクトル等の分布は観

測事実をかなり説明できているが，特に関東盆地の千葉

県湾岸域で観測されている周期１０秒の地震動を再現で

きず，房総半島を含む関東平野南部の伝播経路の浅部地

殻構造・堆積層構造情報の必要性を指摘している． 
 また Yamada and Iwata (2005)は同様のモデリングを近
畿圏のデータに対して行っている．彼らは紀伊半島南東

沖地震時の大阪盆地での地震動特性の把握のために，ま

ず震源域から大阪盆地へ入力するまでの地震動を，盆地

外の比較的良好な地盤や岩盤の観測点記録のモデリング

を行い，プレートが沈み込む海底の堆積層

（Sedimentary wedge）が地震動増幅と震動時間の伸長に
寄与している可能性を指摘した．これは，紀伊半島南端

の岩盤観測点である潮岬において，すでに周期数秒の長

周期地震動が発達していることにも対応する．図３に示

す今回の地震の震源と大阪盆地を結ぶ地殻・上部マント

ル構造断面を見ると，想定東南海地震が活動した場合の

この Sedimentary wedge の影響はあると考えられ，この
領域での地下構造情報の蓄積は，想定東南海地震の予測

強震動評価には重要である． 
 また，今回の地震観測記録を直接用いて，巨大地震発
生時の強震動予測を試みている例もある．Suzuki et 
al.(2005)及び鈴木・岩田（2006）はこの紀伊半島南東沖
地震のＭ５クラスの余震記録を経験的グリーン関数とし

て使い，想定東南海地震の強震動予測を行っている．用

いた地震は，想定東南海地震の震源域外で起きたもので

あるが，予測地震動は，理論的なモデルにもとづく強震

動予測結果と同等レベルの地震動を予測しており，相当

の長周期地震動を被ることは間違いないと考えられる． 
 
４．まとめ 
2004 年紀伊半島南東沖地震の観測事実は，発生が逼迫
している南海トラフの巨大地震に対する関東・中京・京
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阪神地域の大規模堆積盆地構造で生じる長周期地震動が

どんなものであるか，ということを知るのにはよい「予

行演習」になった．この地震記録によって伝播経路モデ

ルを高度化することにより，想定巨大地震時の予測強震

動の精度を高くすることができる．起きる可能性の高い

震源モデルが構築されれば，予測地震動の推定確度も高

くなるわけだが，歴史的な東海・東南海・南海地震の震

度分布や津波高の分布からすれば，繰り返すプレート境

界地震の各セグメントの断層運動が常に同様であったと

は確定的には言えないようであるので，現実的には数々

の想定に基づく予測を行って，地震動特性を知る必要が

ある． 
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図 1：2004 年紀伊半島南東沖地震本震の各観測点における擬似速度応答スペクトル（１，３，６，10 秒）．水平

成分の大きい応答値をプロットしている． 
 
 
 

 
 
図２：京阪神地域の本震の観測記録例．左が観測点位置．右が各観測点の速度波形（左が東西成分，右が南北成

分）を示している． 
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破壊伝播速度が東南海・南海地震の強震動予測
結果に与える影響

川辺 秀憲1・釜江 克宏2
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2京都大学教授 原子炉実験所（〒590-0494大阪府泉南郡熊取町朝代西２丁目）
E-mail:kamae@kuca.rri.kyoto-u.ac.jp 

 本研究では想定される東南海・南海地震時の高精度な長周期地震動予測の実現とより広域における長周
期地震動特性の把握を目的とし、フィリピン海プレートの形状や堆積盆地構造を考慮した３次元理論長周
期地震動評価を行った。また、震源の破壊伝播速度が強震動予測結果に与える影響についても検討した。
検討の結果、震源の破壊速度が速くなるとともに、最大速度振幅も大きくなり、また大阪平野や濃尾平野
において、予測地震動の卓越する周期は場所により異なることを示した。

1. はじめに

 海溝型巨大地震である東南海・南海地震の発生確率が
高まり、被害軽減化など防災戦略上強震動予測に対する

社会的要請が強まっている。これまで、経験的グリーン

関数法や大阪堆積盆地構造のみをモデル化した３次元有

限差分法により想定東南海・南海地震の強震動予測を行

ってきた1), 2)。その間、2003年十勝沖地震では、震源域か

ら200 kmも離れた苫小牧市において、長周期地震動によ

る石油タンクのスロッシングが原因となる火災が発生し

た。また、2004年9月5日の紀伊半島南東沖を震源とする

地震でも、大阪、濃尾、関東など大規模平野において、

平野の規模に依存すると考えられる、それぞれ異なった

卓越周期を持つ長周期地震動が観測された。川辺・釜江

（2005）3)では、紀伊半島南東沖の地震のシミュレーシ

ョンから、長周期地震動の高精度な予測を実現するため

には、大阪平野など堆積盆地構造のみでなく、堆積盆地

外の地下構造のモデル化も重要であることを指摘した。

以上のような背景から、本研究では想定される東南海・

南海地震時の高精度な長周期地震動予測の実現とより広

域における長周期地震動特性の把握を目的とし、フィリ

ピン海プレートの形状や堆積盆地の地下構造を考慮した

３次元理論長周期地震動評価を行った。また、震源の破

壊伝播速度が強震動予測結果に与える影響についても検

討した。

2.  解析手法とモデル設定 

 地震動の計算には、空間４次、時間２次精度の３次元
差分法4)を用いる。減衰の設定はGraves(1996)

5)の手法を用

いる。格子点間隔は速度構造に応じて0.2kmから0.6kmの

間で設定し，周期2.5秒以上の地震動を解析対象とした。

震源モデルは地震調査研究推進本部が発表している特性

化震源モデルをもとに作成した。震源の破壊伝播速度

(Vr)については、3.1km/sを標準モデルとし、それよりプ

ラスマイナス約10%変化させた2ケース（2.8km/s、

3.4km/s）のあわせて3ケースについて計算を行い、震源

の破壊伝播速度が予測結果に与える影響について検討し

た。解析対象領域は3次元地下構造モデルが構築されつ

つある堆積盆地を含む領域とする。図-1・図-2にそれぞ

れ、東南海地震・南海地震の解析対象領域、震源モデル

図-1  東南海地震の解析対象領域、設定震源位置、及び波形予

測地点。点線はフィリピン海プレート上面深度8)を表す。 
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1

 
図-2  南海地震の解析対象領域、設定震源位置、及び波形予測

地点。点線はフィリピン海プレート上面深度8)を表す。 

表-1  強震動予測地点 

及び強震動予測地点（表-1）を示す。なお、南海地震の

震源モデルにおける解析対象領域外に存在する一部の背

景領域は考慮されていない。ただし、強震動予測結果に

ほとんど影響しないと考えられる。大阪、濃尾の各平野

では既に構築されている地下構造モデル6), 7)をもとに堆

積盆地の3次元速度構造モデルを作成した。大阪平野の

地下構造モデルは基盤岩を含む4層モデルとし、濃尾平

野の地下構造モデルは愛知県により作成されたモデル6)

を用いた。大阪平野及び濃尾平野の地下構造モデルの基

盤岩上面深度をそれぞれ図-3、図-4に、各層の物性値を

表-2、表-3に示す。フィリピン海プレートの形状は、

Hori et al.(2004)
8)のモデルを採用した。フィリピン海プレ

ート上面深度は図-1、図-2に点線で示した。Q値の設定

は、既往の研究9)からS波速度の１／２とし、リファレン

ス周波数は1Hzとした。

3.  予測結果 

一例として東南海地震の大阪平野及び濃尾平野におけ

る予測結果を示す。3ケースの破壊伝播速度を仮定した

大阪平野及び濃尾平野における最大速度振幅（NS成

分）の分布図をそれぞれ図-5、図-6に示す。両平野とも、

破壊伝播速度が速くなるとともに最大速度振幅も大きく

なっている。次に、大阪平野内のFKS及び濃尾平野内の

JRNにおける予測波形を図-7に示す。図-7からも破壊速

度が速くなるとともに速度最大振幅も大きくなっている

ことが分かる。図-8には図-7で示した予測波形の減衰5%

の擬似速度応答スペクトルを示す。JRNの破壊伝播速度

3.1km/sの場合を除き、破壊伝播速度が速くなるとともに

表-2  大阪平野地下構造モデル各層の物性値

表-3  濃尾平野地下構造モデル各層の物性値 

図-3  大阪平野地下構造モデルの基盤岩上面深度

図-4  濃尾平野地下構造モデルの基盤岩上面深度

擬似速度応答スペクトルも大きくなっていることが分か

る。図-9、図-10にそれぞれ大阪平野及び濃尾平野におけ

る周期4秒、6秒での擬似速度応答スペクトル振幅の分布

を示す。大阪平野では、周期4秒の卓越する地域は神戸

や大阪平野南部など盆地端部地域であり、周期6秒の卓

越する地域は東大阪及び大阪平野北部の大阪湾周辺の海

岸部という結果となった。また、濃尾平野では、周期4

秒の卓越する地域は知多半島及び伊勢湾周辺の盆地端部

であり、周期6秒の卓越する地域は伊勢湾周辺の海岸部

という結果となり、堆積平野の内部において予測地震動

の卓越する周期は場所により異なることが示されている。

FKS 
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大阪及び濃尾の両平野とも、擬似速度応答スペクトル振

幅は震源の破壊伝播速度が速くなるとともに大きくなっ

ている。

4.  まとめ 

 本研究では想定される東南海・南海地震時の長周期地
震動予測を行った。また、震源の破壊伝播速度が強震動

予測結果に与える影響についても検討した。その結果、

堆積平野の内部において予測地震動の卓越する周期は場

所により異なること、震源の破壊伝播速度が速くなると

ともに最大速度振幅も大きくなるという結果を得た。し

かしながら、震源の破壊伝播速度の影響を擬似速度応答

スペクトルで周期ごとに見た場合、場所によっては破壊

伝播速度が速くなっても必ずしもスペクトル振幅が大き

くなるとは限らず、周期ごとの振幅には堆積盆地構造の

影響のほうが大きくなるこもあると考えられる。
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          (a) Vr=2.8km/s            (b) Vr=3.1km/s           (c) Vr=3.4km/s 

図-5  大阪平野における東南海地震のNS成分速度最大振幅

   
       (a) Vr=2.8km/s             (b) Vr=3.1km/s             (c) Vr=3.4km/s 

図-6  濃尾平野における東南海地震のNS成分速度最大振幅

        (a) FKS              (b) JRN 
図-7  東南海地震の予測波形 (バンドパスフィルター：0.05-0.40Hz)

(a) FKS 

 (b) JRN 
図-8  東南海地震の予測波形の擬似速度

応答スペクトル（減衰５％）
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  (a)周期４秒、破壊速度2.8km/s   (b) 周期４秒、破壊速度3.1km/s     (c) 周期４秒、破壊速度3.4km/s 

  
  (d)周期６秒、破壊速度2.8km/s   (e) 周期６秒、破壊速度3.1km/s     (f) 周期６秒、破壊速度3.4km/s 

図-9  大阪平野における東南海地震の擬似速度応答スペクトル振幅の分布（NS成分、減衰５％）

 
  (a)周期４秒、Vr=2.8km/s         (b) 周期４秒、Vr=3.1km/s      (c) 周期４秒、Vr=3.4km/s 

 
  (d)周期６秒、Vr=2.8km/s         (e) 周期６秒、Vr=3.1km/s         (f) 周期６秒、Vr=3.4km/s 

図-10  濃尾平野における東南海地震の擬似速度応答スペクトル振幅の分布（NS成分、減衰５％）
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東南海・南海地震による大阪での強震動予測事例 
- 面的ばらつきに関する検討 -
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次の南海・東南海地震については，今後 30年もしくは 50年以内の発生確率や震度分布および被害想定が公表され

るなど，関心が高まりつつある．著者らはこれまで大阪盆地内の地震観測点を対象とした東南海・南海地震の強震動

シミュレーションを行なってきた．本検討では，大阪市内西部を対象に 6km四方の領域内の 13地点において地震動

シミュレーションを行ない，予測される地震動の空間的なばらつきを検討した．その結果，6km 四方という比較的狭

い領域内においても最大加速度や最大速度は 50%程度のばらつきを，擬似速度応答スペクトルは周期によっては 1/2

～2倍程度のばらつきを有する可能性が示唆された．

Key Words: The Tonankai and Nankai Earthquake, Strong ground motion prediction, Osaka prefecture, Hybrid 

method，Spatial Variation 

 

1．はじめに 

東海沖から四国沖にかけての南海トラフを震源とする
東南海地震（あるいは東海地震）や南海地震は百年～百数
十年間隔で発生し，広範囲に大きな被害をもたらしている．
文部科学省 地震調査推進本部 地震調査委員会の長期評
価では，次の東南海地震や南海地震は今後30年以内に40

～50％程度，50年以内には 80～90％程度の確率で発生す
るとされている 1）．また，東南海地震と南海地震が同時に
あるいは単独で発生する場合の震度分布や被害の予測結
果が中央防災会議 東南海，南海地震等に関する専門調査
会(以下「調査会」と称す)から公表される 2）,3）など，次の
東南海地震や南海地震への関心が高まりつつある．著者ら
は，今後の防災対策に資することを目的に，南海・東南海
地震を対象とした地震動シミュレーションを行い，大阪府
域における地震動を試算してきた 4）,5）(以下，「既往検討」
と称す)． 
本検討では，大阪市内西部を対象に 6km 四方の領域内
の 13地点において地震動シミュレーションを行ない，予
測される地震動の空間的なばらつきについて検討する．

2．解析概要 
 
(1)地震動シミュレーションの方法 

既往検討と同様，広帯域にわたって信頼性の高い地震動
を得るため，シミュレーションはハイブリッド法 6）を用い
て行なった．この方法の概要を図-１に示す．この方法は
1～2 秒程度以下の短周期領域の大地震動を統計的グリー
ン関数法 7）により，1～2 秒程度以上の長周期領域の大地
震動を理論的手法により求め，最終的に両者を時間軸上で
足し合わせることにより広帯域の大地震動を得るもので
ある．ここで，長周期大地震動は大阪堆積盆地の3次元地
下構造およびプレートの沈み込みを含む深部構造を考慮
した差分法 8）により求めた．なお，鉛直動についてはサイ
ト増幅特性の評価法や，特に短周期領域の統計的地震動予
測手法が確立されているとは言い難いため，水平動のみを
対象とした．
短周期大地震動と長周期大地震動の足し合わせの際の
マッチング周波数は，差分法による限界周波数を考慮した
うえで，両地震動のスペクトルがスムースにつながるよう
に，スペクトルレベルがほぼ同じ周波数領域とした．対象
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震源断層の想定とパラメータの設定

短周期小地震動の作成 長周期大地震動の作成
・統計的シミュレーション法 ・差分法
・観測記録によるサイト増幅特性 ・大阪盆地の３次元地下構造

・プレートの沈み込みを含む
震源断層全体に対する波形合成 　　　　　　　　　深部地下構造

＜重ね合わせ手法＞ ・震源破壊伝播を考慮

短周期大地震動と長周期大地震動を
時間軸上で足し合わせ

図-１　ハイブリッド法による大地震動の作成手法

図-２ 断層位置図 図-３ 解析対象地点位置図

(×およびA1～A9：アスペリティ，★：破壊開始点) （●：解析対象地点，▲：長周期地震動の代用地点）

地点毎に若干異なるが，概ね0.5Hz程度である．

(2)震源断層パラメータ 

既往検討では，調査会が設定した断層モデルを基本に，
3次元的に複雑な曲面構造を持つ震源域を南海地震西部断
層，同東部断層，東南海地震西部断層，同東部断層の4つ
の矩形セグメントに分割・近似し，モデル化した．本検討
においてもこの断層モデルを用いて解析を行った．設定し
た断層位置を図-２に示す．図中×印を示した領域(A1～
A9)がアスペリティである，なお，破壊開始点は既往検討
と同じ図-２中★印の位置とした．

(3)解析に用いる地下構造，Q値 
 
既往検討では，長周期地震動の計算に際し，大阪堆積盆
地の3次元不整形地下構造 9)およびプレートの沈み込みを
含む深部構造をモデル化した．本検討においてもこのモデ

ルを用いた．
また，短周期地震動の計算に用いる Q 値についても既
往検討で用いた特性(次式)を採用した．

7.0100)( ffQ        (1)  

(4)解析対象地点とそのサイト増幅特性 

地震動の空間的なばらつきを検討するため，関西地震観
測研究協議会のFKS観測点を中心点(Centerと称す)とし，
Center より東西南北の各方向に 1km，2km，3km の計 13

地点を解析対象とした．ここで，Centerから東へ1km，2km，
3km地点をE1，E2，E3と称すこととし，同様に，西方の
地点をW1～W3，南方の地点をS1～S3，北方の地点をN1

～N3と称す．解析対象地点の位置を図-３に示す．
なお，Centerを除く各地点では地震観測が実施されてお
らず，その増幅特性を求めることは不可能である．そこで，
これらの地点における増幅特性はCenterにおける特性 10）

と同じとした．大阪府土木部 11)は，常時微動観測により，

A1

A2

A3

A6  A7

W3    W2    W1  Center   E1    E2     E3 

N3

N2

N1

S1

S2

S3

L1 

L2

L3 

L4

A4

A5

A8  A9 

★
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表-２　最大加速度，最大速度の比較（東西断面）

EW成分 NS成分

Site 最大加速度 最大速度 最大加速度 最大速度

cm/s/s 比率 cm/s 比率 cm/s/s 比率 cm/s 比率

W3 153.5 1.03 39.4 1.10 124.9 0.60 36.8 0.94

W2 142.3 0.95 36.6 1.02 138.5 0.67 37.1 0.95

W1 147.5 0.99 33.1 0.92 152.2 0.74 38.3 0.98

Center 149.4 － 35.8 － 206.5 － 39.1 －

E1 162.3 1.09 36.0 1.00 139.5 0.68 37.7 0.96

E2 138.2 0.93 31.4 0.88 152.9 0.74 35.9 0.92

E3 151.5 1.01 35.4 0.99 197.2 0.95 29.2 0.74

表-３　最大加速度，最大速度の比較（南北断面）

EW成分 NS成分

Site 最大加速度 最大速度 最大加速度 最大速度

cm/s/s 比率 cm/s 比率 cm/s/s 比率 cm/s 比率

N3 150.0 1.00 44.5 1.24 150.3 0.73 54.8 1.40

N2 151.0 1.01 48.3 1.35 147.0 0.71 60.6 1.55

N1 159.7 1.07 34.1 0.95 159.6 0.77 39.2 1.00

Center 149.4 － 35.8 － 206.5 － 39.1 －

S1 202.5 1.36 34.9 0.97 212.0 1.03 39.2 1.00

S2 189.5 1.27 44.7 1.25 165.2 0.80 30.0 0.77

S3 190.4 1.27 40.8 1.14 153.7 0.74 30.6 0.78

表-１　用いた長周期地震動の計算地点

差分法計算
地点 解析対象地点

Center Center E1 W1 S1 N1

L1 E2 E3 － － －

L2 W2 W3 － － －

L3 S2 S3 － － －

L4 N2 N3 － － －

これら地点の地盤増幅特性をほぼ同じとしている．また，
長周期地震動についてはCenterおよび近隣の算出地点(L1

～L4)の結果を用いることとした(表-１参照)．L1～L4の
位置を図-３に併記する．

3．解析結果 
 
東西断面(W3～E3)における地震動シミュレーション結
果(加速度波形，速度波形および減衰定数5%の擬似速度応
答スペクトル)を図-４に示す．また，南北断面(N3～S3)
におけるそれらを図-５に示す．示した結果はいずれも地
震動のNS成分である．
最大加速度および最大速度を表-２および表-３に示す．
同表では Center における値に対する比率を合わせて示し
た．東西断面，南北断面ともに NS 成分の最大加速度の
Centerに対する比率が小さくなっているが，これはCenter

において最大加速度がパルス的に大きくなったためであ
る(図-４および図-５参照)．その点を考慮しても，最大加
速度や最大速度は最大で 50%程度のばらつきがあること
がわかる．

Center における擬似速度応答スペクトルに対する各地
点のそれの比率を図-６に示す．これより，擬似速度応答
スペクトルは，0.5～2倍程度のばらつきを有すること，特
に周期 2～4 秒の範囲でばらつきが大きく，3 次元地下構

造の影響が大きいこと，がわかる．EW成分ではN3，N2，
S2，S3の4地点において，NS成分ではN3，N2において
Centerに比べ2倍程度の応答スペクトルになることがわか
る．また，南北断面のばらつきの方が東西断面よりやや大
きいことが伺える．

4．おわりに

本検討では，大阪市西部を対象として 6km 四方の領域
の 13地点において東南海・南海地震の地震動シミュレー
ションを行ない，予測される地震動の空間的ばらつきにつ
いて検討した．地震動シミュレーションはハイブリッド法
を採用した．短周期大地震動は統計的グリーン関数法，長
周期大地震動は大阪堆積盆地の 3 次元不整形地下構造お
よびプレートの沈み込みを含む深部構造を考慮した差分
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(1)東西断面（EW成分） (2)東西断面（NS成分）

（○：W3，△：W2，＋：W1，×：E１，◇：E2，↑：E3）

(3)南北断面（EW成分） (4)南北断面（NS成分）

（○：N3，△：N2，＋：N1，×：S１，◇：S2，↑：S3） （○：N3，△：N2，＋：N1，×：S１，◇：S2，↑：S3）

図-６ Centerにおける擬似速度応答スペクトルとの比率

法を用いた．断層モデルは中央防災会議 東南海，南海地
震等に関する専門調査会が設定したモデルに準拠したモ
デルを用いた．
その結果，6km四方の比較的狭い領域においても最大加

速度や最大速度は 50%程度のばらつきがあることがわか
った．擬似速度応答スペクトルは，0.5～2倍程度のばらつ
きを有すること，特に周期 2～4秒の範囲ではばらつきが
大きいこと，が明らかとなった．また，南北断面のばらつ
きの方が東西断面のそれよりやや大きいことが伺えた．
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( 1)加速度波形 ( 2)速度波形

（上から，W3，W2，W1，Center，E1，E2，E3）

( 3)擬似速度応答スペクトル（減衰定数 5%）

図-４ 東西断面(W3～E3)における地震動シミュレーション結果（NS成分）
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( 1)加速度波形 ( 2)速度波形

（上から，N3，N2，N1，Center，S1，S2，S3）

( 3)擬似速度応答スペクトル（減衰定数 5%）

図-５ 南北断面(N3～S3)における地震動シミュレーション結果（NS成分）
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1923年関東地震の広帯域強震動評価：
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首都圏にとって脅威となる巨大地震は，相模トラフあるいは南海トラフにおけるフィリピン海プレート
の沈み込みに伴うプレート境界地震である．プレート境界地震に代表される海溝型地震の震源モデル化に
は内陸地震とは異なる困難性があり，それを擬似動的震源モデルや強震動生成域パラメータの新しい設定
方法などを導入して克服した．こうして確立されたプレート境界地震の震源モデル化手法を1923関東地震
の広帯域強震動評価に適用して，まずこの手法の妥当性を検証する．その際，大都市大震災軽減化特別
（大大特）プロジェクトのテーマ1で得られた新しいフィリピン海スラブのジオメトリや，物理探査ベー
スの新しい速度構造モデル，効率的な数値計算ツール（ボクセル有限要素法など）を取り入れて，より高
精度の強震動評価が行われるよう努めた．震源過程モデルは新ジオメトリの断層面に基づくインバージョ
ンによりで求められた．また，三次元速度構造モデルは各種物理探査データを統合的に解析することによ
り求められている．こうして構築された震源モデル，構造モデルを用いて長周期の強震動シミュレーショ
ンを実行してみると，東京本郷の記録を良くシミュレートするが，5秒以上の長周期成分でパワーが不足
しているので，さらに震源モデルを改良する予定である．今後，統計的グリーン関数法による短周期側の
シミュレーションも進めて強震動評価を完成させ，同時に再現波の提案につなげる予定である．

1. 海溝型地震の震源モデル化

海溝型地震の中でも浅いプレート境界地震は比較的短

い間隔（100～200年程度）で繰り返し発生しているだけ

でなく，その繰り返しの中で常に同じ場所がアスペリテ

ィ（断層すべりの大きかった領域）になるという「アス

ペリティモデル」が提唱されている 1, 2)．このアスペリ

ティモデルに依拠すれば，もし一回前の地震時の震源過

程がわかっている場合（東南海地震 3），宮城県沖地震
4）など），それを来るべき地震の震源モデルとすること

ができる．ところが，プレート境界地震はその規模の大

きさから，震源過程の解析が長周期帯に限定して行われ

ていることが多い．そのため，前回地震の震源モデルを

そのまま用いると，予測強震動の中周期帯（1～5 秒程

度）でスペクトルが落ち込むことが予想される．この落

ち込みを補うため，震源過程モデルを基に擬似動的震源

モデル 5)を構築し，これを中周期帯を含んで周期 1～2
秒程度までの強震動をカバーする長周期側震源モデルと

する．

一方，深いプレート境界地震やスラブ内地震は発生間

隔が長いため，一回前の地震が詳しくわかっていない場

合が多い．また，浅いプレート境界地震でも東海地震な

どでは，一回前が近代的地震観測以前の歴史時代のため，

やはり詳細がわからない．そうした場合には内陸地震と

同じように特性化震源モデル 6)を用いることになる．た

だし，断層面積やアスペリティ総面積などのスケーリン

グ則が，内陸地震と海溝型地震では異なるという研究が

あるので（たとえば Somerville・他 7）），改めて日本付

近の海溝型地震の震源過程モデルを収集し，特性化 8）

とスケーリングの作業をプレート境界地震に施した． 
その結果 9）によれば，地震モーメント M0（Nm）に

対して断層面積 S（km2）とアスペリティ総面積 Sa

（km2）は

S = 1.49×10－10 M0
2/3，Sa = 2.90×10－11 M0

2/3 
とスケーリングされる．上式を内陸地震に対する結果
8）と比較すると，同じ M0に対してプレート境界地震は
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やや大きい（Sは 1.43倍，Saは 1.25倍）が，従来の 2倍

以上大きいという結果 7）に比べるとかなり内陸地震に

近い結果となった．

 

図-1  最近の地震のアスペリティ総面積のスケーリング． 
 
なお，最近の地震ほど豊富なデータにより震源過程の解析

精度が上がっていると考えられるので，2003年十勝沖地震，

1996年10月および12月日向灘の地震，1994年三陸はるか沖地

震のモデルだけ取り出してスケーリングを行ってみた（図-

1）．その結果

S = 1.41×10－10 M0
2/3，Sa = 2.90×10－11 M0

2/3 
はSがわずかに小さくなるだけで前式とほとんど変わらなか

った．どちらの場合もSに対するSaの比率は，内陸地震の

22％8)とほぼ同じ値となった． 
内陸地震では，短周期成分を含む強震動を生成する領

域と，地震動の長周期成分の解析から得られるアスペリ

ティ領域（すべりの大きい領域）がほぼ一致するとして

支障がないことが知られている 10)．ところが，2003 年
十勝沖地震 11)や 1978 年宮城県沖地震 12)では，強震動生

成域がアスペリティ領域に比べかなり小さい面積でない

と短周期を中心とした強震動を説明できないという解析

結果が公表されている．この点に関して，われわれのグ

ループも解析作業を始めたところであるが 13)，たとえば

2003年十勝沖地震については，Koketsu et al.14)のインバー

ジョン結果から Somerville et al.8)の方法で抽出されたアス

ペリティ領域（図-2）に対して，経験的グリーン関数法

による強震動シミュレーションを行うと，全周波数帯域

において良好な一致を示している（図-3）．ところが

Honda et al.15)のインバージョン結果を用いると，Koketsu et 

al.のモデルとほぼ同じ地震モーメント（約 8.5×1020 

Nm）を有するにも関わらず，断層面全体の平均応力降

下量が小さく，かつ断層面積に占めるアスペリティ総面

積の割合が大きいため（19%），応力降下量が約 1/3 と

なった．その結果，短周期レベルが半分程度となり，全

観測点の全周波数帯域において過小評価となる結果を得

た．これは，2003 年十勝沖地震に関して，震源過程イ

ンバージョンの結果によっては「アスペリティ≒強震動

生成域」が成り立たないことを示している．しかも，

Honda et al.15)のモデルがプレート境界地震として特別と

いうわけではなく，室谷・他 9)のスケーリング結果によ

れば，Honda et al. 15)による断層面積やアスペリティ面積

は日本付近のプレート境界地震の標準的な値に近い．こ

うした困難を克服してプレート境界地震の広帯域強震動

予測を実現するために，たとえばアスペリティの実効応

力を内陸地震とは異なるレシピで設定するなどのアプロ

ーチを現在，検討している．

 

 

図-2 2003年十勝沖地震のインバージョン結果（上: Koketsu et al., 

下: Honda et al.）から抽出されたアスペリティ13）． 
 

2.  1923年関東地震の震源モデルと構造モデル

2002年に始まった大都市大震災軽減化特別（大大特）

プロジェクトのテーマI「地震動（強い揺れ）の予測」

では，図-4に示す4本の測線で大規模な反射法探査を実

施し，首都圏下に沈み込むフィリピン海プレート上面の

形状を直接的にイメージングすることに成功した．その

結果（同じく図-4）によれば，フィリピン海プレート上

面は従来のモデルより全体的に浅くあるべきで，たとえ

ば東京都下では従来のモデルがほぼ深さ40kmであるの

に対して，探査結果は深さ約25kmであることを示して

いる16)．

1923年関東地震の断層面を設定すべきフィリピン海プ

レート上面のジオメトリがこのように変化すると，それ

に基づいて定式化されている震源過程インバージョンの
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図-3 KiK-net THCH07の観測波形（上から第 1段）と経験的グリーン関数法による合成波形（第 3段: Koketsu et al.，第 4段: Honda et al.

から抽出されたモデルによる）の比較．左図の左から順に加速度・速度・変位が示される．右図は擬似速度応答スペクトル．

左図第 2段はKamae and Kawabeの強震動生成域モデルによる合成波形 13）． 
 
結果も変化せざるを得ない．図-5 は旧ジオメトリに

基づくインバージョン結果（すべり分布，上図）17)を

新ジオメトリによる結果（中・下図）と比較している．

新ジオメトリでは全体的にややすべりが小さくなると

ともに，アスペリティが北向きに深い方向へ移動した．

この新ジオメトリによるすべり分布（中図）から，擬

似動的震源モデル（図-6）は作成済みである 18）． 

 
図-4 フィリピン海プレート上面の従来のモデルと大大特プロ

ジェクトによる最新モデル16）．

前述の反射法探査ではプレート上面だけではなく，

堆積平野と地殻最上部を区切る地震基盤もイメージン

グされている．こうした情報や，既存の各種探査やボ

ーリングなどのデータも併せて解析して，図-7の地下
構造モデルを構築した19)．現在は，1923年関東地震以外

の海溝型地震にも適用可能なように，モデルの拡張と

チューニングを行っている20)．また，表層増幅率地図は

地形地盤分類図を利用して作られる．従来は1kmメッシ

ュの分類図が用いられていたが，同じく大大特プロジ

ェクトで250mメッシュの分類図が作成された（図-8）
21)．.浅層地盤に関しては現在，ボーリング情報を活用

してＮ値50超（Ｓ波速度350m/s程度）の層や下総層の上

面の設定や，localityを考慮したAVS30（地表下30ｍの平

均Ｓ波速度）の分布図などを作成中である22)．

 

 

 
図-5 プレート上面の従来モデルによる震源過程インバージョ

ン結果（上）17），大大特モデルによるインバージョン結

果（中）16）とその三次元表示（下）．
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図-6 新インバージョン結果から求められた擬似動的震源モデル18)． 
 

 
図-7 地下構造モデル19)と関東地震のアスペリティ．

図-8 首都圏の250ｍメッシュ地形地盤分類図21)．

 
3.  長周期シミュレーションの中間結果 
 
図-5 の新震源過程モデル，図-7 の地下構造モデル

とボクセル有限要素法を用いた長周期の強震動シミュ

レーションを行っている 18)．その中間結果の一例を

図-9にスナップショットで示した．

図-9 1923年関東地震による強震動の長周期シミュレーショ

ン（地震発生後 10, 20, 30秒のスナップショット）．
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また，このシミュレーションにより再現された東京・

本郷の強震波形を図-10 に示した．当地では東京帝国

大学地震学教室の地震計が東西成分（N77度 E）を観

測しており，その波形にシミュレーション結果はよく

一致しているように見える．しかし，同時に示した応

答スペクトルを見ると，周期 2～4 秒では観測に近い

レベルにあるが，5 秒以上の長周期ではパワーが足り

ない結果になっている．

図-10 東京・本郷におけるシミュレーションと観測の比較
（上：波形，下：応答スペクトル）．応答スペクト

ルの点線は南北成分．

4.  今後の予定 
 
本郷の5秒以上の波形も再現されるように，シミュレ

ーションで使った構造モデルを用いてグリーン関数を

再計算して，震源過程インバージョンをやり直し，そ

の結果を基に震源の再モデル化を行う予定である．ま

た，最近開始した短周期側のシミュレーションも本格

化させて，年度末には関東地震の再現波の第一版を提

案したいと考えている．
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1

(cm/s
2
) (s)

f

EL CENTRO NS 489.8 24.4  1.04

HACHINOHE EW 235.9 50.4  1.11 

 ART HACHI
3)

 466.7 55.7  1.00

 JMA KOBE NS 818.0 9.54  0.90

 TOMAKOMAI NS 86.7 89.5  1.49

 TS-TOK-NS
9)

 244.5 77.1  1.73

MM TS-YKL-NS
9)

 499.2 24.0  1.07

 KH-SNJ-NS
10)

 143.5 72.45 1.26

 KH-STY-NS
10)

 89.9 75.85 1.45

 KH-YKH-NS
10)

 127.2 76.79 1.06

 C-SAN-EW
8)

 185.9 119.9  3.28

 A-NST-EW
11)

 116.8 80.6  2.81

 A-SJB-EW
11)

 187.4 85.6  1.79

 KK-OSA-NS
7)

 68.3 214.1  2.45

 KK-WOS-EW
7)

 69.3 179.4  3.38

 HS18-FKS-NS
12)

 92.8 186.0  1.78

K-NET  HS18-OSK005-NS
12)

88.5 186.6  1.99

KiK-net  HS18-OSKH02-EW
12)

57.9 162.2  2.01

 ART TOMA
3)

 459.1 132.2  2.81

3  f 0te
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超高層建築のエネルギー応答性状とＰ－Δ効果

山崎真司 1・見波進 2

1首都大学東京教授 都市環境学部（〒192-0397東京都八王子市南大沢1-1）
E-mail:yamazaki@arch.metro-u.ac.jp 

2首都大学東京助手 都市環境学部（〒192-0397東京都八王子市南大沢1-1）
E-mail:minamis@arch.metro-u.ac.jp 

 高さ60ｍを超える既存の鋼構造超高層建築について平均的な特性を有する構造モデルを考え，長周期地
震動を受けたときのエネルギー応答性状および動的Ｐ－Δ効果の影響について検討した．本検討結果より
全体的な応答の傾向を考察することが出来るが，詳細な検討を行うためには個々の建物に応じて適切にモ
デル化された復元力特性を用いて部材レベルの応答解析を行う必要がある．部材の復元力特性および限界
エネルギー吸収量については不明な点が多く，解析モデルの設定および解析結果の評価について精度を上
げるためには，多数回の塑性繰り返しを受ける部材および接合部の終局挙動に関する研究が必要である．

1. はじめに

 本稿は，日本建築学会「東海地震等巨大災害への対応
特別調査委員会」建築構造物小委員会超高層建物ＷＧで

行っている検討の一部を報告するものである．

 高さ60ｍを超える既存の鋼構造超高層建築について平

均的な特性を有する構造モデルを考え，長周期地震動を

受けたときのエネルギー応答性状について検討する．ま

た，動的Ｐ－Δ効果による不安定応答が発生する条件に

ついて考察する．

2. 建物モデル 1)

 高さ 60mを超える鋼構造高層建築の平均的な建物モ

デルを考える．

 鋼構造高層建築について，建物高さHと１次固有周
期Tの関係，１次固有周期Tと設計せん断力係数 Dの

関係を図-1，図-2に示す．

 図-1より，近似的に次の関係が成り立つ．

T 0.025H  (1) 

 平均高さは４ｍあるので，階数をNとすれば，

T 0.025H 4N 0.1N  (2) 

である．また，図-2より，平均的に次の関係が成り立つ．

D

0.3

T
 (3) 

図-1 建物高さHと１次固有周期Tの関係

図-2 １次固有周期Tと設計せん断力係数 D
の関係
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3.  エネルギー応答 1), 2)

 エネルギースペクトルの大きさと応答累積塑性変形倍

率の関係を求める．

 層の累積塑性変形倍率の値を第１層で代表させるとす

れば，以下の関係式が成り立つ 2)．

VD

gT 1

2
1

2 1 1

1

  (4) 

VD

1

1 3h 1.2 h
VE    (5) 

 ここで，VE：総エネルギー入力の速度換算値，

VD：損傷に寄与するエネルギー入力の速度換算値，

h：減衰常数，T：固有周期， 1：第１層の降伏せん

断力係数， 1：第１層の累積塑性変形倍率

 各層の質量がほぼ等しく，各層の降伏層間変位がほぼ
等しい多層建築の場合， 1, 1は，次式で評価できる．

1 0.52N   (6) 

1 aN   (7) 

 ここで，N：建物層数，a =0.31（梁降伏型），0.16

（柱降伏型）

 なお，損傷集中が無く全層の累積塑性変形倍率が等し

いと仮定したときは，a=0.64である．

 また，近似的に次式が成り立つ．

1 D b
0.3

T
b   (8) 

 bは降伏せん断力と設計せん断力の比で，通常 1.5～

2.0程度の値である．
 以上の関係式より，VEと 1の関係がNを含まない形

で表される．

abghh

V

gT
V

E

D

2

52.0
1

3.0

2

2.131

2
1

2

2

1

1

2

1

1

 (9) 

h=0.02とすると，次式が得られる．

1

VE

57.5b

2

1
1

3.85a
  (10) 

 VEと 1の関係を図-3 に示す．図中の実線は式(8)のb

を 1.5とした場合，点線はbを 2.0とした場合である．
 図-3 より，VEが 100cm/s 以下では，部分的に塑性ヒ

ンジが生じても層の降伏耐力(全塑性耐力)には達しない

程度の応答であることが予想される．
 図-3 の縦軸 1は層の累積塑性変形倍率であることに

注意する．部材の累積塑性変形倍率と層の累積塑性変形

倍率との比は柱，梁，パネルゾーンの剛度に基づき定ま

る．例えば，梁の累積塑性変形倍率と層の累積塑性変形

倍率との比は平均的には 1.5～2 程度であると思われる．

実際の骨組では同一層の各梁においても塑性化の進行程

度が異なることから，早期に塑性化する箇所ではこの比

は 2以上になると想定される．部材の累積塑性変形倍率

の限界値は，細長比，幅厚比，仕口詳細，鋼材の性質等

によって大きく変動する．

 既存の超高層建築の設計で標準的に用いられていた地

表-1 地震波一覧

地震波名 震 源  地 点 最大加速度
(cm/s

2
)

El Centro NS （50cm/s） 510

Taft EW  （50cm/s） 496

標
準
波 Hachinohe EW  （50cm/s） 256

TS-TOK-NS 関東 東京・気象庁 244

TS-YKL-NS  みなとみらい 499

KH-SNJ-NS 東海 新宿 143

KH-STY-NS  新豊洲 89.9 

KH-YKH-NS  横浜 127

C-SAN-EW 東海・ 三の丸 186

A-NST-EW 東南海 名古屋駅 117

A-SJB-EW  水上出張所 187

KK-OSA-NS 南海 大阪管区気象台 68.3 

KK-WOS-EW  西大阪 69.3 

HS18-FKS-NS 南海 大阪・福島 92.8 

巨
大
地
震
共
通
検
討
波

HS18-OSK005-NS  K-NET大阪 88.5 

 HS18-OSKH02-EW KiK-net此花 57.9 

(a) 柱降伏型（a=0.31）

(b) 梁降伏型（a=0.16）

図-３ VE
と

1
の関係
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図-4 エネルギースペクトル
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図-5 エネルギースペクトルから求めた層の累積塑性変形倍率（梁降伏型）
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震波および日本建築学会「東海地震等巨大災害への対応

特別委員会」で共通に用いる地震波（表-1参照）につい

て，エネルギースペクトルを図-4に，各固有周期に対す

るエネルギースペクトルの大きさを用いて上述の方法に
より 1を求めた結果を図-5 に示す．ここで，骨組の崩

壊型は梁降伏型とし，また式(8)のbの値は 1.5 とした．

図-5により，各地震波に対する標準的な超高層建物の損

傷の程度が予測できる．

4. Ｐ－Δ効果

(1) 弾塑性応答におけるＰ－Δ効果
 図-6のような１質点系モデルを考える．Ｐ－Δ効果を

無視したときの水平変位 と水平力Qの関係が図-7の実

線のようであるとする．Ｐ－Δ効果は図-7に１点鎖線で

示す様に負の剛性を持つばねで表すことが出来る．この
勾配を kP とすると，kP は近似的に次式で与えられ

る．
kP mg / l  (11) 

ここで，m：質量，g：重力加速度， l：質点の高さ．

 質量が水平に 移動したときの鉛直方向変位を V と

すると，水平移動に伴い位置エネルギーmg V が解放

される（図-6）．この解放されたエネルギーは構造物に

入力する．これがエネルギーの視点から見たＰ－Δ効果

であり，この効果が上記の負の剛性を持つばねによって

表される．

 Ｐ－Δ効果を考慮したときのQ 関係を図-7で破線

で示す．超高層建築では，全塑性耐力に達した後の復元

力特性の勾配がＰ－Δ効果により負になる可能性がある

（4.(2)参照）．復元力特性の勾配が負になると，弾塑性

応答において一般に次のような傾向が現れる．

）応答変位が正または負の片側に偏る．他の条件を同

一とすると降伏後の負勾配の絶対値が大きくなるほど偏

りの傾向が強まる．

）前述のように水平変位に伴い位置エネルギーが解放

され，このエネルギーが構造物に入力する．応答が完全

に片側に偏った場合を想定し，応答変位が図-8のＡ点に

達したときを考えると，図に示すED1は水平振動によ

り構造物に入力するエネルギーに対応し，EP 1は位置

エネルギーの変化により構造物に入力するエネルギーに

対応する．水平振動により構造物に入力するエネルギー

は，固有周期が同一であれば復元力特性によらず一定で

あるので 2)，降伏後の勾配が負になっても水平振動によ

り入力するエネルギーは変わらない．従って，Ｐ－Δ効
果により構造物の損傷に寄与するエネルギーが，EP 1

に相当する量だけ増加する．

 以上のように，Ｐ－Δ効果は応答変位の一方向への偏

りと損傷に寄与する入力エネルギーの増加をもたらす．

また高層建築の場合には，Ｐ－Δ効果により損傷に寄与

するエネルギーが構造物の下層部分に集中する現象が生

じる場合がある（4.(5)参照）． 

 

(2) Ｐ－Δ効果が層の復元力特性に及ぼす影響

 整形な超高層建物を対象として，Ｐ－Δ効果が層の復

元力特性に与える影響を簡単なモデルを用いて考察する．

a）建物モデル

 質量が高さ方向に一様分布で１次固有モードが直線で
あるとする．図-9で BaseのモーメントM1と回転角 の

関係をM1 K とする．Baseに関する質量慣性２次モ

ーメント Iは，総質量をM ，高さをH とすれば，

I MH
2
/ 3であるから，固有周期Tは次式で与えら

れる．

T 2
MH 2

3K
 (12) 

また, Base のせん断力をQ1とすれば, Q1 3M1 / 2H

であるから，Q1と の関係は次式となる．

T 2

2
2
HM

Q1  (13) 

b）建物最下層部におけるＰ－Δ効果剛性 1)

 最下層の弾性水平剛性KEは式(13)より，

KE

Q1

h

2 2HM

T
2
h

 (14) 

 図-6 １質点系モデル           図-7 復元力特性            図-8 骨組に入力するエネルギー
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 ここで， h：層高さ
 Ｐ－Δ効果剛性KP は，KP Mg /hであるから，

KP と弾性剛性KEの比は次式となる．

KP

KE

gT 2

2
2
H

 (15) 

 式（1）の関係を用いれば，

KP /KE 3 10
4
H  (16)  

となる．(16)式によるHとKP /KEの関係を図-11 に示

す．通常の鋼構造ラーメン骨組では全塑性状態での層剛
性と弾性剛性との比KP /KEは，0.02～0.05 程度である

ので，高層建築の場合全塑性状態ではＰ－Δ効果により

復元力特性の勾配が負になる可能性がある． 

 

(3) 安定比 

 １質点系弾塑性モデルを考える．復元力特性は Bi-

linear 型とし，Ｐ－Δ効果を考慮しないときの弾性剛性
をkE，塑性剛性を kE とする（図-12）．

 Ｐ－Δ効果の指標として，次式で定義される安定比

が用いられている 4)．
kP /kE  (17) 

 ひとつの地震動に対して，この系に入力する水平振動
エネルギーのうち，損傷に寄与する量をEDとし，ED

を次式による累積塑性変形倍率 で表す．

ED / Qp x p  (18) 

 ここで，Qp：降伏強度， x p：降伏変位（図-12 参

照）

 振動系は，その復元力が 0になるときをもって崩壊と

する．崩壊状態のひとつとして，応答における塑性変形

増分が完全に一方向のみに累積し，地震終了時に復元力

が 0になる場合を考える．図-12において，実線がＰ－

Δ効果を考慮したときの復元力特性を表しているとすれ

ば，上記の場合は地震終了時に復元力は図中のF点に
達している．このときの を crとする．吸収エネルギ

ーは実線とx軸で囲まれた面積であるから，このときの
EDは次式で与えられる．

ED

1

2
Qp x p

1 cr 1

cr

 (19)  

式(18),(19)より， crと の関係を表す次式が導かれる．

1 cr 1

2( cr )
 (20) 

式(20)を crについて解けば次式得られる．

cr

2 1

2 1
 (21) 

 安定比 を次式で定義する．
/ cr    (22) 

式(21)を用いれば， は次式で表される．

2 1

2 1
 (23) 

 安定比 は振動系の性質（ と ）と入力の大きさ
（ ）からなる指標で，振動系を固定して考えれば入力

の大きさを表す指標であり，入力を固定して考えればＰ
－Δ効果剛性（ kP ）の大きさを表す指標である．

1のとき，応答は必ずしも図-12のＦ点に達するとは

限らない．Ｆ点に達するのは塑性変形が完全に片側に偏

った場合であり，一般には最大変位は図-12 のＦ点の変

位以下となる．弾塑性地震応答におけるＰ－Δ効果の影

響を表す指標として安定比が有効であることが確認され

ている 3)．

 

(4)せん断型弾塑性応答におけるＰ－Δ効果
第１層の安定係数 1は，式（15）より，

1

gT 2

2
2
H

  (24) 

 第１層の限界安定係数 cr1（応答が完全に一方向に偏

ったときその層で吸収出来るエネルギーと層に入力する

図-9 建物モデル 図-10 層せん断力と層間変

位の関係

図-11 建物高さHと
KP

KE

の関係 図-12 崩壊状態
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エネルギーが等しいという条件を満たすときの安定係数

の値）は，次式で与えられる．

cr1

2 1 1

2 1 1
  (25) 

 ここで， 1：第１層の累積塑性変形倍率（第１層に

入力するエネルギーの大きさを 1 表す），

K1P /K1E（塑性勾配と弾性勾配の比）

 第１層の安定比 1は次式で与えられる．

1

1

cr1

1

2 1 1

2 1 1

gT
2

2 2H

2 1 1

2 1 1
 (26) 

1とVEの関係を表す式（10）と式（1）を用いれば，

式（26）より， 1はVEとHを変数として表すことが

出来る．
 1=0.5または 1=1.0となるときのVEとHの関係を図

13 に示す．なお，ここではせん断型モデルであるので，

a=0.16，b=2.0と仮定した．
 1 0.5のとき，Ｐ－Δ効果は少ないと考えられる

ので，図-13 の上の図はＰ－Δ効果を考慮すべき限界時
のVEとHの関係である．

 
1 1.0のとき，Ｐ－Δ効果により応答が発散する可

能性がある．

図-13 Ｐ－Δ効果（せん断型モデル）

(5) 梁降伏型骨組における下層部の変形集中 3)，5)

a）変形集中領域における安定比

 Ｐ－Δ効果による不安定応答のひとつに，梁降伏骨組

の下層部に変形が集中して崩壊至る現象がある 5)．この

現象が生じる条件と安定比の関係について考察する．

 多層多スパン骨組から１本の柱と両側に反曲点までの

長さの梁を持つモデルを取り出して考える（図 13(a)参

照）．柱は柱脚以外は降伏しないものとする．
 変形集中領域の層数は次式を満足する最小のnbであ

る 5)．nbが存在しない場合変形集中層は存在しない．

meg
2 EIc

(nb l)
2

2 g kg

l
 (27) 

ここで， EIc ：柱の曲げ剛性， g kg ：梁の降伏後の

dMg /d g（図 14(b)参照），me：nb /2層から頂部までの

質量の総和．

 下層部に変形が集中する骨組の応答性状を，等価な一

層モデル（代表層）を用いて考察する．変形モードを図

15 のように折線で近似し，変形集中層の挙動を代表層

の挙動で表すことにする．代表層の荷重変形関係が図

16 のようであるとする．代表層の復元力およびＰ－Δ

効果剛性 kP e はそれぞれ第１層から第nb層までの復

元力およびＰ－Δ効果剛性の平均値とする．
 代表層の安定係数 eは次式で定められる．

e kP e /kEe  (28) 

 変形集中領域で吸収する歪エネルギーEDeの系全体

で吸収する歪エネルギーEDに対する比を とする．

EDe ED  (29) 

 代表層の累積塑性変形倍率 eは，次式で表される．

e

EDe

nbQPe

2
/ kEe

ED

nbQPe

2
/kEe

  (30) 

 代表層について，塑性勾配係数 （図 16 参照），安
定係数 e，累積塑性変形倍率 eを，それぞれ式(23)の

， ， に代入すれば，代表層の安定比 eが得られ

る．

e e

2 e 1

2 e 1
 (31) 
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   (a)検討用モデル    (b)梁の材端モーメントと

               回転角の関係     

図14梁降伏型骨組モデル

    
  図15変形モード   図16代表層の荷重変形関係

b)変形集中層数

 平均的な建物モデルの場合の変形集中層数の概算値を

求める．

 式(27)を変形すれば，次式が得られる．

c

gg

c

e

b

EI

lK

lEI

gm
n

2

/ 2

 (32) 

 変形集中領域の中央の層の柱梁断面性能が変形集中層

の柱梁断面の平均であると仮定する．中央の層の柱軸応

力度を c，柱断面積を cA ，柱細長比を cと仮定すれ

ば， cce Agm ，
22

ccc AlI であるから．

EEA

A

lEI

gm cc

cc

cc

c

e

2

22
 (33) 

中央の層の梁の断面２次モーメントを gI ，梁長を gl と

すれば ggg lEIK 6 であるから

lI

lI

lEI

lEI

EI

lK

c

ggg

c

ggg

c

gg 12622

ggk12   (34) 

 ここで
lI

lI
k

c

gg

g （梁と柱の剛性比）

式(32)，(33)，(34)より

ggcc

b

kE
n

12
2

 (35) 

式(35)を満たす最小のが変形集中層数である．鋼構造高

層 建 築 の 典 型 的 な 値 と し て ， た と え ば

c =98MPa(1.0t/cm2)， c =20， g =0.03， gk =0.2 を代入

すれば， 1.9bn となり，変形集中層数は 10である．

c) VE，Hと eの関係

式(31)を eについて解くと，

e

e

e

e
e 111

2

1
 (35) 

 eは損傷に寄与する入力エネルギーの速度換算値

DV を用いて次式で表わされる．

2

22
D

peb

Ee
e V

Qn

Mk
 (36) 

peQ ， Eek を第１層での値 1pQ ， 1Ek で代表させること

にすれば，Qp1 Mg 1，
lT

HM
kE 2

2

1

2
と表され

るので，式(36)より次式が得られる．

H

lTgn
V b

eD 2

2

1

22
2

 (37) 

式(35)において，代表層の eを第１層の安定比 1で置

き換えれば安全側である．

 式(1)，(5)，(8)，(24)，(35)，(37)より， e定めれば eV

とH の関係が得られる．

 eを 0.5と 1.0とした場合のVEとHの関係を図 17に

示す．図 17において，以下の値を仮定した．
b=1.5（梁降伏型）

=0/8 

10bn

=0.0, 0.02, 0.05 (梁材の塑性剛性と弾性剛性の比)
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図-17 Ｐ－Δ効果（梁降伏断型モデル）

 図-13の場合と同様に，図-17の上の図は梁降伏の進行
に伴う下層部の変形集中を考慮すべき限界時のVEとH

の関係を示すと考えられる．図-17 下の図は =1.0 の場

合であり，応答が発散する可能性がある．

5. おわりに

 既存の鋼構造超高層建築を対象として，エネルギー応

答性状並びにＰ－Δ効果の影響について考察した．検討

において平均的な構造特性を有する建物モデルを用いた．

 日本建築学会「東海地震等巨大災害への対応特別委員

会」で共通に用いる検討用地震波が入力したときに想定

される層の累積塑性変形倍率を求めた．また，Ｐ－Δ効

果の影響を考慮すべき限界時のエネルギースペクトルと

建物高さとの関係を求めた．

 本検討結果より全体的な応答の傾向を考察することが

出来るが，建物架構は個々で特徴を有しており，詳細な

検討はそれぞれの建物に即したモデルを用いなければな

らない．終局耐震性能を検討する際の応答解析法は設計

で用いられているような等価せん断型モデルを用いた方

法では不充分で，適切にモデル化された復元力特性を用

いて部材レベルの応答解析を行う必要がある．部材の復

元力特性および限界エネルギー吸収量については不明な

点が多く，解析モデルの設定および解析結果の評価につ

いて精度を上げるためには，多数回の塑性繰り返しを受

ける部材および接合部の終局挙動に関する研究が必要で

ある．

参考文献 
1）動的外乱に対する設計－現状と展望－，日本建築学会，

pp.212-217，1999 

2）秋山宏：エネルギーの釣合に基づく建築物の耐震設計，技
報堂出版，1999 

3）山崎真司，遠藤和明：弾塑性地震応答におけるＰ－Δ効果
と安定比，日本建築学会構造系論文集，No..527，pp.71-78，
2000.1 

4）Applied Technology Council :Tentative Provisions for the Development 

of Seismic Regulations for Buildings, National Bereau Standards, 1978 

5）上谷宏二，田川浩：梁降伏型骨組の動的崩壊過程における
変形集中現象，日本建築学会構造系論文集，No.483，pp.51-60，
1996.5 
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128



1

海溝型巨大地震の地震動に対する
免震構造建物の応答特性

田村 和夫1・竹中 康雄2

1清水建設株式会社 技術研究所（〒135-8530東京都江東区越中島3-4-17）
E-mail:tamkaz@shimz.co.jp 

2鹿島建設株式会社 小堀研究室（〒107-8502東京都港区赤坂6-5-30）
E-mail:takenaka-yasuo@kajima.com 

 本報告では、代表的な海溝型巨大地震による堆積平野上での種々の地震動に対する、長周期構造物とし
ての免震構造建物の応答特性を検討した。具体的には、地震動指標やスペクトル特性の検討、および多質
点系振動モデルを用いた地震応答解析を行った。これにより、各地震動に対する免震層の応答変形、上部
構造の層せん断力係数・層間変形角、および総入力エネルギーなどが得られ、長周期成分の卓越した上記
地震動に対する免震構造建物モデルの応答の傾向を把握できた。

1. はじめに

 免震構造は、地震動の主要な周期成分よりも構造シス
テムを長周期化することで、応答加速度を低減させよう

とする構造である。一方、これに対し大規模な海溝型地

震によって厚い堆積地盤上で長周期成分が卓越する継続

時間の長い地震動が発生する可能性が指摘されている。

本報告では、このような長周期成分の卓越した地震動

として提供された代表的海溝型地震による地震動波形を

用いて、免震構造建物の応答特性を検討した結果を紹介

するものである。

2.  提供地震波の特性
 
(1)最大振幅 
 提供された地震動のうち、各地震・地点毎に選択され
た地震動について（第3章・表-１の共通波）、最大加速
度振幅（PGA）と最大速度振幅（PGV）の関係を図-1に示
す。こ図より、最大加速度はいずれも500cm/s2以下、最
大速度は70cm/s以下になっており、従来の設計で通常想
定されていた地震動レベル程度以下になっている。ただ

し、最大加速度と最大速度の比は2～5程度の範囲のもの
が多く、長周期成分が卓越していることを反映している。 

(2)スペクトル特性 
上記波のうち4波（関東地震の横浜みなとみらい地区、
東海地震の新宿、東海・東南海地震の名古屋三の丸地区、

南海地震の大阪管区気象台）について、減衰定数h=0.05

とh=0.15の応答スペクトル、およびエネルギースペクト
ル（h=0.10）を図-2と図-3にそれぞれ示す。なお、比較
のため、同図中では従来設計検討で多用されてきた

ElCentro NS 1940, Taft EW 1952, Hachinohe NS 1968を最
大速度が50cm/sになるように規準化したもの、および告
示波（Hachinohe 位相を用いた模擬地震動）についても
示している。これらによると、減衰定数h=0.05の応答ス
ペクトルでは長周期で高いピークを有するものがあるが、

h=0.15の場合には、このピークがつぶれる傾向がみられ
る。これは、正弦波的な波形により応答が共振に近い状

態になる場合に、減衰増大による応答低減の効果が大き

くなることと関係付けて考えることができる。また、エ

ネルギースペクトルにも長周期で高いピークを有するも

のがある。このピーク値は最大速度50cm/sで規準化した
既往波のものより大きな値となっている。即ち、同程度
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図-1 提供地震動の最大加速度と最大速度の関係 
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の最大速度振幅にもかかわらず、長周期地震動の方がエ

ネルギースペクトル値が大きくなっている。これはこの

周期成分の波が長い時間継続することを反映している。 
 
(3)  1自由度系の応答変形繰返し数 
応答変形の繰返し数をみるために、弾性1自由度系の
応答変位波形から半サイクル（応答変位が0から0になる

までの間）毎に最大値を求め、その分布を変位レベルと

超過回数の関係で表し図-3に示す。周期3秒で減衰定数
h=0.1の場合には、この周期成分の卓越している三の丸
波では、20cmを超える変形が約50回、40cmを超える変形
が約20回と、大振幅が多数回繰り返されている。一方周
期4秒の場合および周期3秒でh=0.3とした場合には、超
過回数が大幅に低減されている。 
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（a）速度応答スペクトル(h＝0.05)     （b）速度応答スペクトル(h=0.15)     （c）エネルギースペクトル(h=0.1) 
図-2 応答スペクトルとエネルギースペクトル（上段が提供波（長周期地震動）、下段が既往波） 

（a）T=3.0sec, h=0.1        （b）T=4.0sec, h=0.1        （c）T=3.0sec, h=0.3 
図-3 弾性 1自由度系の応答変形の振幅と超過回数（半サイクル）の関係 
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3.  免震構造建物の地震応答解析 

(1)免震建物の年代別特徴 
免震建物がわが国に実現してから約20年となるが、短
い間にも免震構造技術の発展、新たな免震部材の開発あ

るいは規制面での変遷があり、これに伴って免震建物の

有り様も変化してきている。そこで、この20年間を第１
期から第４期の４つの年代に分けてそれらの特徴を整理

し、年代別の標準的な免震建物を想定した検討用免震建

物モデルを設定した上で、共通波を中心とした地震動を

入力した地震応答解析を実施した。 

○第１期 草創期            ～1988年 
先駆者による免震建物、大手ゼネコン等の自

社施設への適用、天然ゴム系積層ゴム＋別置きダンパ、

ゴム材料 G4.5と G6が主流、超高層建物と同じ入力地
震動の考え方（既往波 25、50cm/s）、設計用ﾍﾞｰｽｼｱ-
係数 CB＝0.15以上（CB＝0.20の 75%以上）、免震シス
テムの BCJ研究委員会による審査
○第２期 阪神・淡路大震災前   1989年～1994年

BCJ免震構造安全評価指針（1989年）、免震構
造設計指針初版（1989 年）、余裕度検討の義務的実
施、免震層有効利用可、免震分譲集合住宅、中間階免

震、CB＝0.15以下可能、免震システムの BCJ研究委員
会による審査不要化、日本免震構造協会設立（1993
年）、免震構造設計指針第 2版（1993年）
○第３期 阪神・淡路大震災後   1995年～1999年

1995 年阪神・淡路大震災、適用物件の劇的増
加、用途の多様化、免震システム多様化進展、ゴム材

料 G4 が主流、積層ゴム高面圧、低摩擦支承や直動転
がり支承など長周期化の傾向、各種標準模擬地震動

（BCJ波、臨海波、横浜波、大阪波） 
○第４期 建築基準法改正後    2000年～現在

免震告示（平 12建告 2009号）による大臣認定
不要ルート創設、免震部材を指定建築材料に指定（平

12 建告 1446 号）、告示波・サイト波３波＋標準既往
波３波（BCJ 方法書）、余裕度検討不要、免震構造設
計指針第３版（2001 年）、超高層建物への適用本格
化。

(2) 検討用免震建物モデルの設定 
免震構造設計指針（文献１）における免震建物アンケ

ート調査等に基づき年代ごとの標準的あるいは平均的な

免震建物を想定して検討用免震建物モデルを設定した。

但し、第1期免震建物は対象外とした。上部構造のモデ
ルは「コンクリート構造物の応答制御技術委員会報告書

（文献２）」における５階建ておよび１５階建ての弾塑

性モデル諸元を参考にしている。第2期および第3期免震

建物は、当時の余裕度検討を想定した標準既往波を最大

速度75cm/sに拡幅した地震動に対して過大な応答になら
ないことが確かめられたモデルとなっている。図-4およ
び以下に、設定した検討用モデルの概要を示す。

 
■第 1期（ ～1988年） 
  建物絶対数少なく、一般建物への適用がごく少数の
ためここでは対象外とする。 
■第 2期（1989年～1994年） 
  ５階建てモデル、塔状比 0.40、天然ゴム系積層ゴ
ム（ NRB）＋鋼棒ダンパ＋鉛ダンパ、免震周期
Tf=2.94sec、ダンパ降伏せん断力係数αs=0.05、NRB は
φ800（G4.5、ゴム総厚さ 16cm、平均長期面圧 65 
kgf/cm2）、水平クリアランス 40cm、CB＝0.165 
■第 3期（1995年～1999年） 

15 階建てモデル、短辺と長辺の２モデル、塔状比
は短辺 3.9、長辺 1.2、鉛入り積層ゴムφ1100（G4、ゴ
ム総厚さ 20cm、平均長期面圧 95 kgf/cm2）、水平クリア
ランス 50cm、設計用ﾍﾞｰｽｼｱ-係数 0.130 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■第 4期（2000～現在） 
免震システムや上部構造など極めて多様化してきており、

実際の免震建物を参考に複数の免震建物モデルを作成し検

討を行いつつある。 
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(3) 地震応答解析結果 
設定した検討用免震建物モデルを対象に、表-1に示す
地震動(各研究者により作成・提供された地震動、告示
波（平12建告1461号、極めて稀に発生する地震動）、お
よび2003年十勝沖地震で観測された苫小牧波)を入力し
た地震応答解析を実施し、第２期および第３期の標準

的・平均的な免震建物の応答がどの程度であるかを検討

した。また、大阪市福島地点を対象に、上記の波以外の

提供波も対象として地震応答解析を行い、地震動の評価

者や評価方法によって免震建物応答がどの程度変動する

かについても検討した。 
解析ケース数が多数に及ぶので、地震および地点によ

り以下の４ケースに分け、図-5 から図-8 に、第２期お
よび第３期免震建物の最大水平変形、最大層せん断力係

数および最大層間変形角を、それら応答値の目安となる

水平クリアランス、設計用せん断力係数および層間変形

角 1/200と比較して示した。 
・ 東海地震／東京・横浜地点 
・ 関東地震／東京・横浜地点 
・ 東海・東南海地震／名古屋地点 
・ 南海地震／大阪地点 
免震建物の安全性にとって問題となる、積層ゴムの過

大な水平変形、積層ゴム引張り、擁壁への衝突、上部構

造の過大な層間変形などに注目して、これらの応答解析

結果を見ると、問題となる応答値が見られたのはごく一

部に限られている。すなわち、東海・東南海地震／名古

屋三の丸波における第２期免震建物の応答は、免震層水

平変形がここで設定した水平クリアランスを超えており、

擁壁との衝突が生じる可能性があること、上部構造の塑

性化が見られることが判った。これは三の丸波の卓越周

期約３秒と免震周期 Tf=約 3秒とが近接し、共振状態に
陥ったのが原因と考えられる。その他の共通波による免

震建物応答には告示波による応答を上回るものも見られ

るが、目安値を超える過大な応答となるものは殆どない。

また、苫小牧波の応答も免震建物の等価周期が５秒以下

のため大きな応答となっていない。免震建物に入力され

た総エネルギー量の速度換算値（表－2 参照）では、告
示波による値を超えるものは比較的少ない一方、三の丸

波による値はかなり大きい結果となっており注目される。 
 また、南海地震等における大阪市の福島地点にて評価
された共通波以外を含む提供波の免震建物応答解析結果

比較を図-9 に示す。地震動の評価者・評価方法により
免震建物応答値がかなり変動することが判った。 

地震 作成者 地点 成分 深さ位置 略称

東京・気象庁 NS 地表 TS-TOK-NS

みなとみらい NS 工学的基盤 TS-YKL-NS

新宿 NS 地表 KH-SNG-NS

新豊洲 NS 地表 KH-STY-NS

横浜 NS 地表 KH-YKH-NS

中部地方整備局 三の丸 EW 工学的基盤 C-SAN-EW

名古屋駅 EW 地表 A-NST-EW

水上出張所 EW 地表 A-SJB-EW

大阪管区気象台 NS 地表 KK-OSA-NS

西大阪 EW 地表 KK-WOS-EW

福島 EW 地表 HS18-FKS-EW

K-NET大阪 EW 地表 HS18-OSK005-EW

KiK-net此花 NS 地表 HS18-OSKH02-NS

告示波 工学的基盤 JSCA-HA

観測波 K-NET苫小牧 NS 地表 TOMAKOMAI-NS

関口・他*2 福島 EW 地表 HS1-FKS-EW

関口・他*3 福島 EW 地表 HS8-FKS-EW

釜江・入倉 福島 NS 地表 KAMAE-FKS-NS

鶴来・他 福島 NS 地表 TSU-NNK-FKS-NS

東南海 鶴来・他 福島 NS 地表 TSU-TNK-FKS-NS

東南海・南海連動 鶴来・他 福島 NS 地表 TSU-TNN-FKS-NS

*1 震源時間関数のフーリエスペクトルが平均に最も近いモデルによる

*2 大阪から見た震源時間関数のピークが最大になるモデルによる

*3 震源時間関数のフーリエスペクトル振幅が0.1－0.3Hzの範囲で大きいモデルによる

南海

共通波

共通波
以外の
提供波

JSCA（HACHINOHE位相）
2003年十勝沖

南海 関口・他*1

愛知県建築住宅
センター

東海・
東南海

南海 釜江・入倉

関東 佐藤・壇

東海 土方・他

 

 
表-1 免震建物応答解析に用いた地震動一覧 
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図-6 関東地震／東京・横浜地点における免震建物応答 
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図-5 東海地震／東京・横浜地点における免震建物応答 
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図-7 東海・東南海地震／名古屋地点における免震建物応答 
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図-8 南海地震／大阪地点における免震建物応答 
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4.  考察と検討課題 

前章の結果より、厚い堆積地盤で増幅した長周期成分

が卓越した地震動との共振状態に陥った場合や、大規模

地震の震源域にある場合などでは、第１、2 期免震建物
などで水平クリアランスが小さい場合には、厳しい応答

となる恐れがあるが、それ以外の場合は平均的な免震建

物における被害はほとんどなく免震構造としての機能を

保持するものと考えられる。しかし、ここでの検討モデ

ルは年代別の平均的な免震建物であるため、免震層水平

クリアランスがより小さい建物、軟弱地盤の敷地に建設

されたもの、あるいは積層ゴムの座屈やせん断破壊が懸

念される小サイズの積層ゴムが採用された免震建物など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
では、特に留意して個別に安全性の検証がなされる必要

がある。また、応答結果に地震入力エネルギーの速度換

算値を示したように、ダンパーが吸収するエネルギー量

が非常に多いケースも見られ、注意が必要である。他方、

応答値が目安値を超え、擁壁との衝突などが生じるから

といって、そのまま倒壊などの大被害を被るわけではな

い。このような免震建物極限挙動の解明も課題の一つで

ある。 
 一方、入力地震動の取り扱い方についても検討が必要
である。即ち、提供された地震動には、それぞれ海溝型

地震の震源特性やサイト周辺の地盤特性が反映されてい

るが、卓越周期やその周期成分の大きさの精度・ばらつ

きがどの程度かによって、構造物の応答値が変動する。

表-2 免震建物総入力エネルギーの速度換算値(cm/s) 
地震名／地点 第 2期免震建物 第 3期免震建物 

東海地震／東京・横浜 76～148(横浜) 118～198(新宿)
関東地震／東京・横浜 125(気象庁) 115～117(気象庁)
東海・東南海地震／名古屋 148～422(三の丸) 128～347(三の丸)
南海地震／大阪 34～140(大阪管区気象台) 25～157(大阪管区気象台)
JSCA告示波(hachinohe位相) 163 155
K-NET苫小牧 NS 72 85
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入力地震動を個々の震源とサイトにおける固有のものと

いう立場にたった場合には、この変動の程度が大きな問

題となる。例えば、大阪平野では周期5sec程度の成分が、

名古屋では3sec程度の成分が卓越しているが、この周期

の精度はどの程度なのか、またスペクトル形状がピーク

の先鋭な単峰型なのか、なだらかに変化するスペクトル

形状なのかなどにより構造物の応答値が変化する。この

ような地震動のばらつきを考慮したうえで、マクロ的・

包括的な安全性評価法を検討する必要があると考えてい

る。

5.  おわりに 
  
 本報では、代表的海溝型巨大地震による地震動として
各研究者より提供されたデータを用いて、免震構造建物

モデルの応答解析を行い、検討した結果を紹介した。こ

こで対象としたような長周期成分の卓越した継続時間の

長い地震動に対しては、免震構造物の最大応答値だけで

なく、総入力エネルギーあるいは累積塑性変形量などの

観点からの評価も行うことが重要である。また、真の安

全性評価のためには、構造物の極限時の挙動解明が必要

となる。
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土木構造物部会の活動概要

西村 昭彦1

1正会員 ジェイアール総研エンジニアリング 代表取締役（〒185-0034国分寺市光町2-8-38）
E-mail:nisimura@jrseg.co.jp 

 近い将来発生すると予想される海溝型巨大地震への対応をするため，土木学会において巨大地震災害へ
の対応特別委員会が設置された．そして，巨大地震によって発生する地震動が土木構造物に与える影響を
検討するため，委員会のもとに土木構造物部会が設置された．
本部会は多種類にわたる土木構造物についてＷＧを設置し，これらの既設構造物の耐震性能の設定，照
査法および耐震対策について検討し，検討例（対策を含む）の提示や今後の課題等について提言を行うべ
く活動している．その概要を報告する．

1. はじめに

 現在東海、東南海地震、南海地震など海溝型の巨大地

震の逼迫性が懸念されている。中央防災会議の専門調査

会は平成１５年４月に「東海地震対策大綱」を、さらに

同年１２月には東南海地震、南海地震に対する防災対策

推進地域を設定した。専門調査会の報告によれば、これ

らのプレート境界の巨大地震では、阪神・淡路大震災を

上回る強烈な地震動が広域にわたって発生し、住宅、公

共建物、道路、鉄道施設、各種ライフラインシステム、

臨海コンビナート施設等に甚大な被害が発生すること、

および津波による広範な沿岸地域に被害が拡大すること

が予想されている。このため、既存構造物と施設の耐震

診断と耐震補強を早急に実施し、さらに発災後の応急対

策と復旧・復興対策を速やかに策定することが求められ

ている。

このような情勢に対し、土木学会は平成７年の阪神・

淡路大震災に際し、被害調査と報告会の開催および報告

書の刊行や耐震基準と耐震補強など土木構造物の耐震性

向上のための基本方針の提言などを実施した経験を踏ま

え、海溝型の巨大地震に対して土木学会がとるべき対応

と社会に果たすべき役割について検討すべく巨大地震災

害への対応特別委員会が設置された。この委員会は８つ

の部会からなるが、その中の１部会として土木構造物部

会（耐震診断・耐震対策部会）が設置された。さらに，

海溝型の巨大地震によって発生するいわゆる長周期地震

動に対して長周期土木・建築構造物の耐震性の検討と耐

震診断，耐震対策法の検討を土木学会と日本建築学会が

共同で検討することとなり，本部会もそれに参加するこ

ととなった．

本部会の活動目的を示すと次のとおりである。

① 橋梁等土木構造物の動的応答、損傷度に基づく耐

震診断法の提示 

② 耐震診断に基づく耐震対策法の提案 

③ 耐震診断および耐震対策ガイドラインの作成 

２. 土木構造物の選定と検討方針

 上記目的達成のための検討のフローチャートを図－
１に示す。この図に示す検討項目の詳細は次のとおりで

ある。

①各地域における代表的構造物の選定と地盤条件の設定 

  巨大地震の影響が大きいと想定される地域において

代表的な構造物を選定し、耐震性の照査を行う。 

1) 地域  静岡、名古屋、大阪等 

2) 代表的な構造物 橋梁（道路、鉄道）、港湾施

設、産業施設（処理場・地上タンクなど）、パ

イプライン、地下構造物、河川堤防、ダム等 

  3)  地盤条件の設定 

   選定した構造物の建設地点における地盤調査結果

や危険が想定される地盤条件等に基づいて設定  

②構造物の現状評価とそれに基づく耐震性能の算定 

 【検討項目】 

  1)  変状や劣化等を評価した強度の推定法 

  2)  耐震性能の算定法・・・静的非線形解析（プッ

シュオーバーアナリシス） 

【検討方法】 

1) 現状把握のための調査法および耐震性能算定に

関する文献等調査 

2) 現状の技術のまとめと課題の整理 

  3)  課題に関する検討 

  4)  現状把握のための調査法および耐震性能の 

把握法の提案 
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①各地域における代表的構  
 造物の選定と地盤条件の  
 設定  

②構造物の現状評価とそれ  
 に基づく耐震性能の算定  

③構造物の動的応答と損傷  
 度の算定、耐震対策（補強）   
  の必要性の検討  

代表的構造
物の入力地
震動の推定  
（地震動部
会からの提
供波  ） 

 

⑤耐震診断および耐震対策  
 ガイドラインの作成  

構造物の現状強度（変状等）の測定法の検討  
耐震性能の算定方法の検討  

構造物の非線形動的解析法の検討  
損傷度、残存強度の算定法の検討  
上記結果に基づく耐震診断方法の検討  

入力地震動の設定法を含む耐震診断法およ
び耐震対策法を記述  

④構造物の種別毎の耐震対    
  策法の検討  

効果的な耐震対策法の検討  
耐震対策工の設計法の検討  

構造物：道路、港湾施設等の代表的構造物  
地盤条件：当該構造物の建設地点の地盤  
選定地域：静岡、名古屋、大阪   

検討項目  項目詳細  

図ー１ 検討の流れ  

③構造物の動的応答と損傷度の算定、耐震対策の必
要性の検討 
 【検討項目】 
1)  構造物の応答および損傷度算定手法（非線
形動的解析手法）とその精度 

  2)  材料、地盤性状の評価法 
  3)  耐震安全度の判定基準 
 【検討方法】 
  1)  文献調査による現状の非線形動的解析手法

および耐震安全性判定基準のまとめ 
  2)  現状の技術に対する課題の整理 
  3)  課題に対する検討 
  4)  耐震性能照査手法および判定基準の提案 
④構造物の種別における耐震対策法の検討 
 【検討項目】 
  1)  耐震対策の優先度の決定法 
2)  効果的な耐震対策法の提案 

  3)  免震・制震技術の導入 
  4)  耐震対策の設計方法の提案 
 【検討方法】 
1)  耐震対策（補強）の優先度および工法に関
する文献等調査 

2)  現状の技術のまとめと課題の整理 
3)  課題に関する検討 

  4)  優先度の決定法および耐震対策法の提案 
⑤耐震診断・耐震対策ガイドライン（計算例）の作
成 
 上記結果をまとめて、耐震診断・耐震対策ガイド
ラインを作成する。これは代表構造物ごとに作成す
る。その内容は以下に示すものとなる。 

1)  構造物の諸元、部材および地盤の性状の

設定 
2)  構造物に入力する地震動の設定 
3)  構造物の耐震性能の算定 
4)  構造物の応答値および損傷度等の算定 
5)  耐震対策の必要性の判定 

  6)  耐震対策の提案とその設計 
なお、耐震診断・耐震対策工の設計に用いる地震
動は「地震動部会」から提供される波形（提供波）
を用いる。 

３. 活動の進め方 

 上記検討項目に対応するため、主要な構造物およ
び必要な検討事項を選び、それ毎に以下に示すＷＧ
を設置して検討を進めてきた。 
ＷＧは１１あり、そのうち８つは具体的な構造物
を対象とするものであり、残り３つはその検討を進
めるための共通事項を検討するＷＧである。 
【構造物担当】 
① 道路橋ＷＧ 
② 鉄道橋ＷＧ 
③ 港湾施設ＷＧ 
④ 処理場・地下構造物ＷＧ 
⑤ パイプラインＷＧ 
 ⑥ タンクＷＧ 
⑦ 土構造物ＷＧ 
 ⑧ ダムＷＧ 
【共通事項担当】 
⑨ 構造物現況調査法ＷＧ 
⑩ 耐震診断手法ＷＧ 
⑪ 耐震補強の優先度ＷＧ 
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４. 検討結果の概要 

 具体的な構造物に対して検討を行う 8 つの WG

においては，それぞれが検討対象とする構造物を選
定し，検討方針および耐震性能の設定を行い，地震
動部会から提示された第１次，第２次提供波や中央
防災会議で提示された地震動を用いて性能の照査を
実施した．なお，中央防災会議の地震動は内閣府の
承諾を得て使用している．またあわせて，耐震診断
法，耐震対策法（耐震補強法）に関する文献調査や
耐震補強事例の収集を行い，それを分析，整理した．
 共通事項を検討する 3 つの WG においては，今
後の検討方針等を策定し，検討を実施した．
 以下に，各 WG の検討対象構造物，検討方針，
これまでの検討結果の概略を示すが、道路橋 WG、
ダムＷＧについては本シンポジウムで報告されるの
で省略する．

(1) 鉄道橋ＷＧ
 検討対象構造物は鉄道橋として一般的に用いられ
る梁と柱を組み合わせたラーメン高架橋とする．
耐震診断は鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震
設計（平成 11 年）１）に準拠する．また，動的解析
WG で作成する非線形スペクトルを用いて非線形ス
ペクトル法による照査を行う．なお，同じ構造物を
用いて動的解析 WG で時刻歴動的解析を実施する． 
 非線形スペクトル法は動的解析手法１つであるが，
その詳細は参考文献1)を参照されたい。 
 
(2) 港湾施設ＷＧ 
検討対象構造物として，図―２に示す設計震度
0. 1 程度の耐震強化されていない通常岸壁（控え直
杭式鋼矢板岸壁）を想定する．耐震対策としては，
桟橋前出し工法を前提とする． 
 

 
図―２ 鋼矢板矢板岸壁 

 
岸壁の耐震性能は，通常の岸壁では，レベル１地
震を想定して，震度法の概念を基本とした安定解析
等の方法により構造物の安定性を満足させる．耐震
強化岸壁ではさらにレベル２地震に対する性能が要
求され，地震直後に船舶の着岸や荷役を行えるよう，
岸壁法線のはらみ出し量を地震後の岸壁の暫定利用
が可能な程度に抑える必要がある． 
耐震性能照査ではフレーム解析を用いた保有耐力
法による性能照査や，桟橋－護岸部全体を有効応力
有限要素解析など，現在考えられる照査手法・手順

のいくつかを用いて検討している． 
 地震動の選定は，名古屋，衣浦，三河付近のもの
から選定する． 

(3) 地下構造物ＷＧ 
検討対象構造物は粘性地盤中の１層２径間箱型断
面を有する鉄道トンネルと梁，柱，壁，スラブ構造
および杭基礎の水道施設とする．鉄道トンネルのイ
メージを図―３に示す。 
耐震性能の照査においてはトンネルでは，横断方
向だけでなく縦断方向も対象とする． 
 横断方向の断面の照査では 1 次元地盤モデルの地
震応答解析を実施し，最大せん断ひずみの鉛直方向
分布等より，検討用地震動の影響度を把握する．つ
ぎに地盤～トンネルの連成モデルによる 2 次元ＦＥ
Ｍ動的解析を実施し，トンネルの安全性を照査する． 
 

 
図―３ 鉄道開削トンネル 

 
縦断方向の耐震性能照査では，まず地盤の地震応
答解析を実施し，地震外力およびトンネルの耐震解
析に用いる地盤ばね算定用の等価剛性を評価する．
なおトンネル軸方向の検討では，地盤を 2 次元ＦＥ
Ｍで，軸直角方向の検討では，2 次元モデルを単位
奥行きとした 3 次元ＦＥＭモデルを用いる．トンネ
ルの地震応答解析では，梁～地盤ばねモデルによる
時刻歴応答変位法を適用する．トンネル深度におけ
る地盤の時刻歴変位を構造モデルに作用させ，躯体
断面力や継手目開き量を評価，安全性を照査する． 
  水道施設では躯体はフレームによりモデル化し動
的解析を実施する．耐震壁はその効果を適切に評価
してブレースとしてモデル化する．地盤はバネでモ
デル化する．考慮する荷重は，躯体の自重，上載荷
重，静的土圧，水圧，慣性力，地震時土圧，動水圧
を考慮する． 
なお，内水は満水状態および空水状態を考慮する． 
 
(4) パイプラインＷＧ 
 対象構造物は，上下水道管とし，主に小中口径管
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路とするが，シールド工法によって建設される管路
についても検討する． 
耐震性能の設定および照査は次のように行う． 
①ヒヤリングによる被災時の問題点の検討 
兵庫県南部地震以降の被災地（神戸市，新潟
県）に対してヒアリングを行い，被災状況と復旧
状況，被災後の対策，現状の支援体制を確認し，
結果をまとめる．また，同時に被災を受けていな
い地域（横須賀市）へのヒアリングを行い現状の
震災への取り組みについても確認する． 
②ヒアリングの結果判明した問題点や改善策の検証
（二次災害, 復旧支援体制，ネットワーク化の利
点など） 
③地震に加え津波との複合被害の想定 
④地下構造物ＷＧが行う開削トンネルの縦断方向の
耐震検討条件と同等の条件によるパイプライン構
造の検討（現行の免震機構の検証と体系化） 
 
(5) タンクＷＧ 
 検討対象は石油タンク，LNG タンク，水道タン
ク（上水道・下水道用）とする． 
これらのタンクについて以下の調査・検討を行う
①耐震設計基準の考え方および巨大地震対策検討の   
現状を調査する． 
②地震動部会から提供される予定の東海・東南海・
南海地震等想定地震動に対して，タンク入力地震
動としての評価を行い，長周期地震動に主眼をお
いてスロッシング応答挙動を検討する． 
③耐震診断（長周期地震動に主眼を置き，短周期地
震動に対しては性能照査項目を調査する），およ
び耐震対策方法を調査・検討し，ガイドラインと
してまとめる． 
 
(6) 土構造物ＷＧ 
一般的な土木構造物の設計が仕様設計から性能設
計へと移行してきており，盛土等の土構造物も徐々
に変形量照査型の設計法が取り入れられつつある．  
そこで本WGでは，要求される許容変形量が明確

に定量化できる土構造物として，河川堤防を検討対
象とする． 
 耐震性能照査では，有効応力解析に基づく 2次元
FEM解析を実施する．ただし，有効応力解析を行
うに足る土質試験結果が得られていない場合には，
全応力に基づく地震応答解析と静的な流動化解析を
併用した FEM解析を行う．  
 FEMに基づく変形解析評価を用いた場合でも必
ずしも高精度の解が得られているとは限らないため，
FEM解析による沈下量に解析係数（手法のばらつ
きを考慮する係数）を乗じた値を想定沈下量とし，
耐震性の照査を行う． 
 
(7) 調査法ＷＧ 
 南海・東南海地震震源に近い橋梁下部構造物に対
し，耐震性照査に用いるための地盤の詳細調査およ
び橋脚躯体・基礎部の保有強度を把握するための調

査を行い，構造物が有する強度特性および耐震検討
に必要な構造物・地盤に関するデータを得た．今後
それに基づいた耐震評価を行うとともに，必要に応
じて耐震補強工法も検討する．これらの結果に基づ
き有効な強度等の調査法を提案する． 
 
(8) 動的解析法ＷＧ
 鉄道高架橋を対象として以下の検討を行う．
①動的解析の実務上の問題点の整理 

WGメンバー周辺への聞き取り調査を実施
②耐震性能照査を行うためのプロセスの設定 
動的解析と静的解析を併用する．動的解析は想
定地震に対する最大応答加速度分布／最大応答変
位分布を算定するために実施する．この際，軸力
変動などの複雑な計算は，数値解析の精度を悪く
する場合があり（特に変動幅の大きい杭基礎では
それが顕著），動的解析では，軸力変動なしで実
施する．そして，その状態になるように静的非線
形解析を実施し，それにより耐震性能を照査する．
③長周期地震動に対する動的解析の信頼性の確認
次の項目について検討する．
・損傷後の長周期加振，繰り返し回数の多さ
・周期帯域広い場合の減衰マトリクス
④解析結果のばらつきの評価 
 
(9) 優先度決定法ＷＧ 
 被害を最小限に止めるには，必要な耐震補強を全
て行うことが好ましいが，対策の必要な構造物は多
数に上ると考えられ，予算や時間も限られているこ
とから対象とする全ての構造物に対策を行うことは
困難である．そのため，優先順位を定めて効率的に
耐震補強を進める必要がある． 
優先順位に関係する要因としては，重要度，地震
危険度，保有耐震性，残存供用期間，補強の容易さ，
補強効果といった様々なものが考えられ，優先順位
を適切に定めることは容易ではない．例えば，保有
耐震性は大きく不足しているが重要度はあまり高く
ない構造物と，少しだけ耐震性が不足している重要
構造物とではどちらを優先させるべきかを判断する
ことは簡単ではない．さらに，残存供用期間などそ
の他の要因も複雑に関係してくる．本ＷＧでは優先
度判定のための方法を概観した後，東海，東南海地
震を対象とした耐震補強優先度について考え方を示
すとともに，その例示を行う．  
 
３. おわりに 
 
 以上土木構造物部会の活動の概要を述べた．本部
会では１．の目的を達成するための検討を精力的に
行っている．近いうちにこれらの成果を報告書にと
りまとめる予定である． 
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説 耐震設計、丸善株式会社、平成 11年 10月 
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道路橋WGの活動概要

西田 秀明

正会員 （独）土木研究所研究員 耐震研究グループ耐震チーム（〒305-8516 茨城県つくば市南原1-6）
E-mail:nisida@pwri.go.jp 

 道路橋WGでは，来るべき東海，東南海，南海地震に代表される巨大地震により生じると推定される地
震動が，道路橋の耐震性にいかなる影響を及ぼしうるのかを検討するために，被災事例や既往の耐震対策
法の整理，巨大地震における道路橋の応答特性の把握を行うとともに，耐震性能照査事例の提示や今後の
課題を提言するべく活動している．
 本文では，このうち，耐震性能照査対象地震動の選定に対する考え方と，道路橋の応答特性を把握する
ために実施した解析結果例についてその概要を紹介する．

1. はじめに

 道路橋の耐震性は，兵庫県南部地震に代表される
大地震における被災経験や技術力の向上などをふま
え，耐震設計基準の変遷や，既設橋梁に対する耐震
対策の推進を通じて年々向上してきている．しかし，
東海，東南海，南海地震に代表される来るべき巨大
地震に対して，現在の耐震性で十分であるかについ
ては明確な答えをもっているとは言い難い． この
理由の一つとしては，このような巨大地震によりい
かなる特徴を有する地震動が生じるのか明確でなか
ったことが挙げられる．
 しかし，ここ数十年の地震観測網の整備や地盤調
査の進展による各種データの増加，計算技術の目覚
ましい向上などを受けた検討の結果， 1)短周期地震
動が卓越した強震動と，2)関東平野や濃尾平野，大
阪平野などの堆積平野における長周期地震動，の発
生が懸念されることがわかってきている．また，デ
ータの充実等に伴い，地震動の推定精度は向上して
おり，構造物の地震時挙動をより現実に即した形で
把握しやすい環境が整いつつある．
 道路橋は橋長15m以上だけでも全国で14万橋あま
りあり，構造規模や形式も最大支間長が数mの単純
橋から，約2kmの明石海峡大橋のような吊橋まで多
種多様である．また，支間200m以下の橋梁につい
ては，道路橋示方書1)に基づいて耐震設計が行われ
るのが通常であるが，道路橋示方書の適用範囲外で
あり，全国に140橋あまりある支間200mを超える長
大橋（建設中を含み，歩道吊橋を除く）では，道路
橋示方書に準拠することもあるものの独自に体系化
した耐震設計を用いる場合も多い．
 このため，本WGでは，1)比較的数が多く短周期
地震動の影響が懸念される標準的な規模の橋の場合，
と，2)長周期地震動による影響が懸念される長大橋
の場合，の2つに対して耐震性能照査事例の作成を
進めている．

 本文では，地震動部会から提供された巨大地震に
よる推定地震動（以下，「提供波」)から耐震性能
照査対象地震動を選定するための考え方と，道路橋
の応答特性を把握するために実施した解析結果例に
ついてその概要を紹介する．

2.  耐震照査対象地震動の選定

 実際に構造物を建造する，あるいは既設構造物の
耐震性評価する際は，建設地点において地震動を推
定し，構造物の応答特性を勘案して設計地震動を設
定する．しかし，今回は，実在する特定の構造物に
対する耐震照査を行うことが目的ではないことから，
建設地点をあらかじめ特定するのではなく，提供波
の中から何らかの特徴のある地震動から選定するこ
ととした．また，提供波の評価位置は，地表面や工
学的基盤面など様々であるため，何らかの比較をす
る場合は評価位置を同一条件にして行う必要がある．
例えば，工学的基盤面同士で比較するのであれば，
地表面における推定波を，推定地点における表層地
盤の影響を取り除く必要がある．しかし，表層地盤
の考慮方法にはいくつかあること，また，この違い
を知ることがここでの要点ではないことから，ここ
では提供波は当該構造物の入力地震波とそのまま見
なせるものと仮定することとした．
 以上の観点及び条件において，提供波の中から，
短周期帯域と長周期帯域で加速度応答スペクトルが
比較的大きいものを選定した．選定した地震動の波
形および応答スペクトル例を図-1，2 に示す．なお，
図-2には，道路橋示方書の標準加速度応答スペクト
ル（応答速度は標準加速度応答スペクトルから算
出）も合わせて示す． 短周期帯域で応答が大きく
なっている地震動は，鈴木らによって推定された東
南海地震に対するMIE006（K-NET津）地点の提供
波である．この波形は地表面で推定されたものであ
るが，表層地盤を線形としてモデル化していること
もあり短周期帯域での応答が卓越している．長周期
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帯域で応答が大きくなっている地震動は，鶴来らに
よって推定された東南海・南海地震同時発生時にお
けるYAE地点（東大阪市）の提供波である．この波
形はS波速度が350m/sにおけるものであり，道路橋
示方書のⅠ種地盤相当と見ることができるが，短周
期帯域を除いてタイプⅠ地震動Ⅰ種地盤の標準加速
度応答スペクトルと同程度の大きさとなっている．

3. 耐震照査対象構造物及び解析結果例

 (1)   対象構造物例と解析モデル
耐震照査事例を示す対象構造物としては，1)標準
的な規模の橋と2)長大橋からそれぞれ2つの事例を
提示することを予定しているが，ここでは， 2)のう
ちの一つであるとして斜張橋の事例を示す．
 対象橋梁は，文献2)に示されている図-3に示す橋
長400ｍ（中央支間長200m）を有するハープ型2面
吊りPC3径間連続斜張橋である．主桁は3室箱桁，
主塔形状はH型であり，橋脚基礎はⅠ種地盤上に立
地する直接基礎である．各部材使用材料は表-1に示
す．
 解析モデルは，図-4に示す3次元モデルとした．
橋脚，主塔及び主塔横梁は，曲げモーメント－曲率
関係を剛性低下型トリリニアモデル（武田モデル），
斜材は引張側のみ負担する非対称線形弾性モデル，
横桁は剛部材とした．主桁は，PC部材であるため
塑性化を考慮してモデル化することが考えられるが，
ここでは降伏剛性を有する線形弾性モデルとした．
基礎地盤の影響はSRモデルによる地盤バネとして

モデル化した．また，支承部は可動型ゴム支承（橋
軸直角方向固定）としていることから，拘束条件は，
橋軸方向，橋軸直角軸回り及び鉛直軸回りを自由，
その他を固定とした．

(2) 減衰の設定
 非線形時刻歴応答解析に使用する減衰を設定する
ために，ひずみエネルギー比例減衰法により固有値
解析を行った．この際，各構造部材の減衰定数は，
主桁5％，主塔及び橋脚2％，斜材2.5%，基礎10%と
した．
固有値解析により得られた1,2次の振動モードを

図-5に示す．1次は橋軸方向の桁の曲げと主塔の変
形を伴ったモードであり固有周期3.31秒，2次は橋
軸直角方向に桁が変形するモード であり固有周期
1.92秒となっている．この解析結果を基にRayleigh

減衰を設定し，非線形時刻歴応答解析に用いた．
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図-2  耐震照査対象地震動の応答スペクトル例

a)MIE006（K-NET津）

b)YAE（東大阪市）

表-1 使用材料 

部材 コンクリ
ート 鉄筋 PC鋼材 

主桁 

SBPR930/1180 φ32

（上フランジ）
SWPR7B 12S15.2 
（下フランジ） 

主塔 

ck

＝40MPa

 
橋脚  

フーチング
ck

＝24MPa

SD345 

 
 

b)YAE（東大阪市）

a)MIE006（K-NET津）

図-1 耐震照査対象地震波形例 
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(3) 非線形時刻歴応答解析結果 
 時刻歴応答解析はNewmarkβ法による直接積分法
（積分時間間隔0.002秒）により行った．地震動の

入力は，橋軸方向，橋軸直角方向それぞれ個別に行
った．
 先に示したYAE地点のNS成分を入力波とした場

 

 
図-3 耐震照査対象橋梁（斜張橋）（文献2より抜粋）

 
図-4 斜張橋の解析モデル（文献2に加筆）

 
           a)一次モード                      b)二次モード

図-5 固有振動モード図

T2 

a),b)

e)

※a)～e)は図-6の位置に対応 

T1 

c)

d)
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合の中央径間中央部での応答変位，橋軸方向加振時
の中央径間側最下段斜材の軸力，橋脚および主塔基
部断面での曲げモーメント－曲率関係を図-6に示す．
 中央径間中央部の橋軸方向変位（橋軸方向加振
時）は最大 45cm，橋軸直角方向変位（橋軸直角方
向加振時）は最大 36cm となった．なお，ここでは
示していないが，入力波を道路橋示方書に示されて
いるタイプⅠ地震動Ⅰ種地盤の標準波とした場合の
最大値はそれぞれ 60cm 及び 50cm 程度であり，こ
れに比べると小さくなった．橋軸方向加振時におけ
る中央径間最下段斜材の軸力は，軸力が作用しない
時間帯が生じてはいるが，最大発生張力は斜材の降
伏荷重の 65%程にとどまっている．橋軸方向加振時
における P1橋脚基部及び T2主塔基部における曲げ
モーメント－曲率関係は，いずれもひびわれはする
ものの鉄筋の降伏までには至らない結果となった． 
照査すべき項目は他にもあるのでこれだけで十分な
耐震性能を判定することはできないが，ここに示し
た項目について判断すると，地震後も地震前と同等

の耐震性能を有しているといえる． 

4.おわりに 

 今回は斜張橋の解析結果の一部を紹介したが，免
震橋や吊橋などについても同様に解析を実施してい
る．これらの解析結果などをふまえて報告を取りま
とめる予定である．

謝辞：解析モデルの作成においては，(株)CRCソリ
ューションズならびにJIPテクノサイエンス(株)の
ご協力を頂いた．関係各位に謝意を表する．  

参考文献 
1) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説 V耐震設計編，

2002.

2) 日本道路協会：道路橋の耐震設計に関する資料-PC ラ
ーメン橋・RC アーチ橋・PC 斜張橋・地中連続壁基
礎・深礎基礎等の耐震設計計算例，1998.
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既設ダムの耐震診断法に関する検討概要

有賀 義明
 

ダムＷＧ主査 土木学会フェロー会員 博(工)  電源開発(株) （〒253-0041 神奈川県茅ケ崎市茅ケ崎1-9-88）
E-mail：yoshiaki_ariga@jpower.co.jp 

 
  土木構造物部会ダムＷＧでは，巨大地震に対する既設ダムの耐震診断法と耐震対策法の提示を目標として，なる
べく現実に即した事例の提示を念頭において検討を行っている．耐震診断法については，地震動部会で作成された，

東海地震，東南海・南海地震の際に想定される地震動を用いて，4つのダムを事例モデルとして解析を行っている．
ダムに関しては，堤体の形状，周辺の地形・地質条件等が各サイト毎に異なり地点依存性が高いので，サイト･スペ

シフィックな手法で耐震診断法の提示の検討を行っている． 

1. はじめに
 
 我が国には，高さ 15m以上のダムが約 2800，高さ 15m
以下のダム・ため池を含めると約 25万存在する．ダムの
耐震設計は，河川管理施設等構造令及び同施行規則に準

拠して震度法に基づいて行われているが，兵庫県南部地

震以降，ダムに関しても，地震時の実現象に即した耐震

性能照査の必要性が認識され，既設ダムの耐震性能を動

的解析で照査するようになりつつある．既設ダムでは，

これから建設後の時間が経過すればするほど，耐震診断

の必要性が高くなるので，今後の耐震診断に役立つ，信

頼性の高い耐震診断法の普及が大切である．なお，土木

部会ダムＷＧの委員は，表-1に示すとおりである． 
 

表-1 ダムＷＧの委員構成 
氏 名 所       属 

有賀 義明 
大角 恒雄 
佐々木 隆 
島本 和仁 
栃木 均 

電源開発株式会社 茅ケ崎研究所 
日本工営株式会社 中央研究所 
独立行政法人 土木研究所 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 
電力中央研究所 地球工学研究所 

(敬称略，50音順) 

 
２．ダムの耐震設計の歴史 
 
我が国では，1923年関東地震を契機に， 1929年に震
度法が初めてコンクリート重力式ダムの耐震設計に適用

された．1935 年に，河川堰堤規則（内務省），発電用高
堰堤規則（逓信省）が定められ，その後，1957年になり，
国内で初めて「ダムの設計基準」が制定され，ダムの耐

震設計が明文化された．「ダムの設計基準」は，日本大ダ

ム会議が定めたものであり，法的な拘束力を伴うもので

はなかったが，1976年に河川法に基づき河川管理施設等

構造令(政令)及び同施行規則(省令)が制定された．性能
照査型の指針としては，2005年に国土交通省河川局から
「大規模地震に対するダム耐震性能照査指針(案)１）」が
発表されている．

 
３． 既設ダムの地震被害事例 
 
既設ダムの地震被害事例は，国内では 1891年の濃尾地
震以降，米国では 1906年の San Francisco地震以降に報
告事例がある２）．コンクリートダムが地震時に決壊した

事例としては，ダム直下の断層変位により決壊した，石

岡ダム(台湾,コンクリート重力式:堤高 25m,台湾集集地
震:1999,M7.7，写真-1 参照)があるが，地震動によって
決壊した事例は報告されていない． 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 

写真-1 既設ダムの地震被害事例 

決壊までには至らなかったが，重大な損傷を受けた事

例としては，Koynaダム(インド,コンクリート重力式:堤
高 103m,Koyna地震:1967,M6.5,写真-1参照)，豊稔池ダ
ム(日本,マルチプルアーチ:堤高 32.3m,南海地

（１）Pacoima Dam
（アーチダム被害事例）

震央距離 5km，最大加速度 1.05G

（２） Shih Kang Dam
（断層変位による決壊事例）

（３)Van Norman Dam
（アースフィルダムの被害事例）

（４） Teton Dam
（アースフィルダムの決壊事例）

相対変位 7m

液状化、すべり

パイピング
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震:1946,M8.0)，Pacoima ダム(米国,アーチ:堤高
113m,San Fernando 地震:1971,M6.6，写真-１参照)等が
ある． フィルダムに関しては，貯水機能に重大な被害を
受けた事例としては，Sheffield ダム(米国,アースフィ
ル:堤高 8m,Santa Barbara地震:1925,M6.2)，Lower San 
Fernando ダム(米国,アースフィル:堤高 12m,San 
Fernando地震:1971,M6.5)，Van Normanダム(米国,アー
スフィル:堤高 43m,Santa Barbara地震:1925,M6.2, 写真
-１参照），満濃池(アースフィル：堤高 23m,安政南海地
震,1854,M8.4）等の事例がある．被害を受けたフィルダ
ムは，小規模なアースダムが多く，堤高 15m 以上の大ダ
ムで貯水が不可能になるほどの致命的な被害を受けた事

例少ない． 
 

４． ダムの性能目標 
 
 ダムに要求される基本的機能は，貯水機能であり，そ
れに連動して放流機能の維持も要求される．ダムの性能

目標は，ダムに要求される性能目標としては，万が一，

構造的に重大な地震被害が発生した場合でもダムの貯水

機能が保持されること，そして，二次災害の危険性が無

いことであり，表-2のように表現することができる． 
 

表-2 ダムの性能目標 

耐震性能      性能目標 と 照査項目 

地震によりダムに構造的な損傷が生じない 
≪コンクリートダム≫ 
・ダムが転倒・滑動しないこと 
・ダムにクラックが生じないこと 

 
 Ⅰ 

≪フィルダム≫ 
・ダムにすべり破壊が生じないこと 
・ダムに残留変形が生じないこと 
地震によりダムに構造的な損傷が生じた場合で
も構造的な損傷が修復可能であり、ダムの貯水機
能、放流機能が維持される 
≪コンクリートダム≫ 
・ダムに貫通クラックが生じないこと 
・ダムが決壊に至らないこと 
・放流機能が維持されること 

 
 
 Ⅱ 

≪フィルダム≫ 
・ダムにすべり破壊が生じないこと 
・貯水がダムを越流しないこと  
・ダムが決壊に至らないこと 
・放流機能が維持されること 

既設ダムの過去の地震被害を集約すると，コンクリー

トダムでは、堤体および基礎岩盤でのクラックの発生，

フィルダムでは、すべり破壊，液状化，沈下，残留変形

等の発生が，主な損傷となっている．リスク管理では，

最悪の事態を想定して忘れたころに必ずやってくる地震

に備えておくことが大切であり，ダムに関しては，ダム

が構造的な重大な損傷を受け，短時間に決壊することに

よって下流域に二次災害が派生する状態を最悪の状態と

して想定しておくことが必要である． コンクリートダム
では，万が一，貯水が越流した場合でも，それがダムの

決壊には帰結する危険性は低いが，フィルダムでは，貯

水の越流がダムの決壊に直結する危険性が高いので，越

流の回避が重要なポイントであると考えられる． 

５． 耐震診断の必要性と優先度 
 
 古いダム，例えば，明治時代や時代以前に建設された
ダムは，近代的な耐震設計がなされていない．大正から

昭和へと時代が進む中で，震度法による耐震設計がなさ

るようになったが，耐震設計の内容は，年代によって変

化を重ねてきており，現在の視点から見た場合，様々な

技術的矛盾，不整合が累積している．例えば，設計震度

0.12で建設されたダムのすぐ隣に設計震度 0.20で設計
されたダムが存在する，設計震度 0.12で建設されたアー
チダムに現行基準を当て当てはめる設計震度 0.24 で設
計すべきである等を列挙することができる．数値解析技

術の飛躍的な進歩発展に伴い，現在では、動的解析が実

用的になり，精度の高い耐震性能照査ができるようにな

っている．このような背景から，建設後の時代の経過に

伴い，既設ダムの耐震診断は，これから益々必要性が増

大して行くものと考えられる．  
また，耐震診断を行う際には、優先度の高いものから

実施するのが合理的であり，優先度を判断する際のとし

ては，表-3に示したように，老朽化の度合い，現行耐震
設計基準との整合性，地震被害を受けた際の社会的な影

響度，社会的な重要度，地元自治体や市民からの問合せ

等の社会的説明責任，安全管理・安全確保の合理化，事

業の継続性への影響度等が重要であると考えられる． 
 

表-3 耐震診断の優先度を判断する際の着目点 
項 目 備     考 

老朽化 
経年劣化 

･明治･大正等，古い時代に建設された場合
・経年劣化が著しい場合 

現行基準との
適合性 

・現行基準の施行以前に建設された場合 
・現行基準に適合しない場合 

社会的影響度
重要度 

・被災した時に社会的な影響度が高い場合
・社会的に重要度が高い場合 

説明責任 
ＰＡ対応 

・自治体や市民等からの問合せがあり，説
明責任が求められる場合 
・説明責任が要求される場合 

安全管理 
リスク管理 

・最新の技術水準による安全性の確認 
・リスク管理の効率化、合理化 

地震防災 ・地震災害の未然防止へのフィードバック
・地震防災性能の向上 

事業継続性 ・事業継続性への影響度 
・社会的信用への影響度 
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６．耐震診断の精度・信頼性の向上の要件

（1） 動的変形特性及び動的強度特性の定量的評価 
動的解析によって算出される応力等の結果は，ダムや

基礎岩盤の動的変形特性値の設定によって著しく変化す

る．したがって，耐震診断の精度・信頼性を向上させる

ためには，まず，ダムおよび基礎地盤の動的変形特性，

動的強度特性を定量的に評価することが必要不可欠であ

る．地震観測によって地震動データが得られている場合

には、実地震時挙動の再現解析によって地盤－構造物系

の動的解析モデルを同定することが可能であり３），この

プロセスを耐震診断の中に組み込むことによって，耐震

診断の有効性・信頼性を向上させることが可能である．

（2） 強震時の非線形特性、非連続的特性の考慮 
非常に大きな地震動に対する耐震診断を行う場合には，

貯水池とダムの地震時相互作用，ダム堤体材料の非線形

性，ジョイントやクラック等の非連続的挙動の影響等を

実際の現象に即して考慮することが大切である４）． 

（3） 二次元解析と三次元解析の特長 
アーチダムに関しては，二次元的なモデル化ができな

いことから，三次元解析が通常の解析法になる．

コンクリート重力式ダム，フィルダムに関しては，実

務的な簡便性の面では二次元解析が好まれるが，非常に

強い地震動を対象に耐震診断を行う場合には，精度・信

頼性の高い解析が要求されるようになり，精緻な三次元

解析が必要になる場合が多いと思われる．一般的に，動

的解析では，二次元線形解析，二次元非線形解析，三次

元線形解析，三次元非線形解の順に解析精度が向上する

傾向があり，逆に，二次元線形解析が最も安全サイドの

解析手法になる傾向がある．こうした傾向に関しては，

解析モデルに応じて考慮すべき，付加的な減衰定数の設

定が大きな影響を及ぼしている場合が多い．

解析手法に関しては，一般的には，まず，二次元解析

で耐震診断を行い，所定の耐震性能が確保できない場合

には三次元解析を行い，精緻な耐震診断を行うのが合理

的であると考えられる．ここでは，二次元解析について

は，既に，参考になる事例が数多く出ているので，非常

に強い地震動が想定される場合，耐震診断の重要性が高

い場合，より高い解析精度が要求される場合等への活用

の念頭に置き，三次元解析による耐震診断の例示を行っ

ている．

７．耐震診断法の提示のための事例解析の概要

（1）概 要 
“ 東海地震” と“ 東南海＋南海地震” を想定し，三次

元動的解析による耐震診断法の例示のため事例解析を行

っている．地震動は，地震動部会から提供された既設ダ

ム地点での想定地震動を用い，工学的基盤から解析モデ

ルの下方基盤まで振動成分毎に引き戻して入力した．

ＳＴダムとＩＫダムに関しては，地震動部会提供波に

加えて，中央防災会議から公開されている地震動を用い

た比較解析を行っている．中央防災会議公開波について

は 3成分同時入力，地震動部会提供波については 2成分
同時入力として動的解析を行った．解析モデルは、ダム

－基礎岩盤－貯水池連成モデルとしている． 
 
（2）事例解析対象ダム 
解析対象は，東海地震、東南海・南海地震との位置関

係を考慮しながら，アーチダム，コンクリート重力式ダ

ム，ロックフィルダムのそれぞれのダム形式について，

表-4に示したような，4つの既設ダムを選定した．事例
解析は，個別ダムの安全性を照査することを目的として

いるのではなく，耐震診断法の提示を目的にしている．

表-4 耐震診断法の例示のための事例解析対象
解析対象 想定地震

ダム 形式 堤高 堤頂長 所在地
STダム アーチ 116m 311ｍ 愛知県東海地震
SKダム 重力式 155ｍ 293ｍ 静岡県

IKダム アーチ 111m 460ｍ 奈良県東南海・
南海地震 YNダム ﾛｯｸﾌｨﾙ 115ｍ 202ｍ 高知県

 図-1 耐震診断法の提示のための事例解析対象の位置

（3）基本フロー 
既設ダムの耐震診断の基本的なフローを図-3 に示す．
既設ダムの耐震性能を精度良く評価するためには，実現

象に基づいて解析モデルが同定されていることが望まし

いので，地震観測により地震動が観測されている場合に

は，既設ダムの実地震時挙動の再現解析によって解析モ

デルを同定することが可能である．

ＳＴダム

ＳＫダム

ＩＫダム

ＹＮダム
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図-2 既設ダムの耐震診断の基本フロー

８．想定地震動と解析モデル 
 
（1） ＳＴダムの解析モデルと想定地震動 
ＳＴダムの三次元解析モデルと地震動部会提供波４）を

図-3に，同地点の中央防災会議地震動５）を図-4に示す．

図-3 ＳＴダムの三次元モデルと地震動部会提供波４）

図-4 ＳＴダム地点の中央防災会議地震動５）

ＳＴダム地点については，中央防災会議地震動の最大

加速度は，南北方向 259.5gal，東西方向 187.4gal，鉛直
方向 109.1gal であり，地震動部会提供波は，X 方向
106.9gal，Y方向 96.8である．中央防災会議地震動は，
Vs=700m/s の工学的基盤で設定されており，地震動部会
提供波は，ダム地点で観測された地震動データを活用し

サイトの特性を考慮して地震動が評価されている． 
地震動部会提供波および中央防災会議地震動の加速度

応答スペクトルをそれぞれ図-5と図-6示す．スペクトル
については，中央防災会議地震動に比して，地震部会提

供波では1秒から3秒の周期帯が多くなっている．なお，
図中の下限スペクトルは，国土交通省の指針(案)１）に示
されている下限スペクトルである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 ＳＴダム地点の地震動部会提供波の
加速度応答スペクトル

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 ＳＴダム地点の中央防災会議地震動の
加速度応答スペクトル

 
（2） ＩＫダムの解析モデルと想定地震動
ＩＫダムの三次元解析モデルと地震動部会提供波４）を

図-7に，同地点の中央防災会議地震動５）を図-8に示す．
中央防災会議地震動の最大加速度は，南北方向 182.2gal，
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（3）中央防災会議 想定東海地震S-1波 静岡県5237-5631メッシュ 鉛直方向

（１）中央防災会議 想定東海地震S-1波 静岡県5237-5631メッシュ 南北方向
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東西方向 191.3gal，鉛直方向 95.0galであり，地震動部
会提示波は，X方 194.8，Y方向 165.2gal となっている． 
地震動部会提供波と中央防災会議地震動の加速度応答

スペクトルは，それぞれ図-9と図-10示すとおりである．
中央防災会議地震動に比して地震動部会提供波では長周

期側の成分が多くなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7 ＩＫダムの三次元モデルと地震動部会提供波４）

 
 
 
 
 
 
 

図-8 ＩＫダム地点の中央防災会議地震動５）

図-9 ＩＫダム地点の地震動部会提示波の
加速度応答スペクトル

図-10 ＩＫダム地点の中央防災会議地震動の
加速度応答スペクトル

（3）ＳＫダムの解析モデルと想定地震動 
コンクリート重力式ダムの事例として，ＳＫダムの三

次元解析モデルと地震動部会提供波４）を図-11に示す．
 

図-11 ＳKダムの三次元モデルと地震動部会提供波４）

 
（4）ＹＮダムの解析モデルと想定地震動 
ロックフィルダムの事例として，YN ダムの三次元解析

モデルと地震動部会提供波４）を図-12に示す．

図-12 ＹＮダムの三次元モデルと地震動部会提供波４）

東南海＋南海の想定断層波　奈良県5135_0758メッシュ代表波形鉛直方向

-300
-200

-100
0

100
200

300

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240 260 280 300
時間（s)

加
速
度
（g

al
)

東南海＋南海の想定断層波　奈良県5135_0758メッシュ代表波形南北方向

-300
-200

-100
0

100
200

300

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240 260 280 300
時間（s)

加
速
度
（g

al)

東南海＋南海の想定断層波　奈良県5135_0758メッシュ代表波形東西方向

-300
-200

-100
0

100
200

300

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240 260 280 300
時間（s)

加
速
度
（g

al
)

Amax:111.3gal

Amax:284.0gal

Amax:265.8gal

（１）中央防災会議 東南海・想定波 奈良県51350758メッシュ 南北方向

（２）中央防災会議 東南海・想定波 奈良県51350758メッシュ 東西方向

（３）中央防災会議 東南海・想定波 奈良県51350758メッシュ 鉛直方向
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９．事例解析の結果の一例 
 
（1）ＳＴダムの解析結果例 
事例解析の中から，アーチダムの解析結果の一例を紹

介する．東海地震を想定した場合のＳＴダムの最大引張

応力分布の例を図-13 に示す．動的物性値は，実地震時
挙動の三次元再現解析により同定した値として，ダムの

動的せん断剛性 10,500N/mm2，減衰定数 5%，基礎の動的
せん断剛性 9,600N/mm2，減衰定数 5%を用いた．この解析
結果では，最大引張応力は，中央防災会議から公開され

ている地震動を用いた方が，地震動部会提供波を用いた

場合よりも大きく，水平接線方向で 6.4N/mm2，鉛直方向
で 4.4N/mm2であった．中央防災会議地震動の方が大きな
応力が算出された理由としては，中央防災会議地震動に

ついては，工学的基盤の地震動を基礎岩盤の S波速度に
応じて低減させることなく，そのまま使用していること，

また，地震動部会提供波は水平 2成分同時入力としてい
るのに対して，中央防災会議地震動では 3成分同時入力
としていることにあるものと思われる．

図-13 東海地震時の堤体の最大引張応力分布に関する
  地震動部会提供波と中央防災会議公開波の比較例

 
図-14 東南海・南海地震時の最大引張応力分布に関する
    地震動部会提供波と中央防災会議公開波の比較例

（2）ＩＫダムの解析結果 
東南海・南海地震を想定した場合のＩＫダムの最大引

張応力分布の例を図-14 に示す．動的物性値は，実地震
時挙動の三次元再現解析により同定した値として，ダム

の動的せん断剛性 13,500N/mm2，減衰定数 2%，基礎の動
的せん断剛性 11,700N/mm2，減衰定数 3%を用いた．この
事例の場合も，中央防災会議地震動の方が，地震動部会

提供波よりも地震時応力は大きくなった．長周期地震動

の影響が事例解析での着目点の 1つであったが，ＳＴダ
ムとＩＫダムの基礎岩盤が堅硬(Vs≒2000m/s)であるた
め，顕著な影響が現れなかったように思われる． 

10．あとがき 
 
 ダムは，基本的に高い耐震性を有していると考えられ，
地震時に軽微な損傷を受けることはあっても，重大な損

傷を受けることは極めて稀であると考えられる．しかし，

過去の世界の地震被害事例を見ると，重大な被害を受け

た事例が報告されており，万が一のことがないように，

平素からダムの地震時安全性を照査し，地震時には迅速

かつ適切な安全確認ができるようにしておくことが大切

である．これまで，ダムの耐震的配慮は，基本的に設計

段階において考慮されてきたが，明治，大正，昭和，平

成と，それぞれの時代によって耐震基準類が異なってい

る．したがって，様々な時代に建設された既設ダムに関

しては，地震工学，防災工学の進展発展に合せて，最新

の技術レベルで耐震診断を行うことが必要である． 
都市化の進展，都市域の拡大に伴い，近年では，ダム

地点が都市域に隣接するようになるケースも見られるよ

うになってきている．都市域に隣接するダム地点に関し

ては，地震によってダムが構造的損傷を受けた場合でも，

人的被害や二次災害が派生しないように，平素から地震

防災性能を向上させることが大切であると考えられる． 
 
 参考文献 
1)国土交通省河川局:大規模地震に対するダム耐震性能照査指
針(案),2005.3 
2)International Congress on Large Dams：Historic performance of 

dams during earthquakes, Design features of dams to resist seismic 

ground motion (Guidelines and case studies), ICOLD Bulletin 120, 

2001

3)有賀義明，曹増延，渡邉啓行：強震時のジョイントの非連続
的挙動を考慮したアーチダムの三次元動的解析に関する研究，

土木学会論文集No.759/Ⅰ-67, pp.53-67,2004.4 
4)野津厚：ダム地点における強震動評価,土木学会巨大地震災害
への対応検討特別委員会地震動部会報告書案，2005.8 
5)中央防災会議:東海地震に関する専門調査会，東南海・南海地
震等に関する専門調査会

（２）ＳＴダム 最大引張応力分布(中央防災会議公開波）

（１）ＳＴダム 最大引張応力分布(地震動部会提供波）
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土木学会・日本建築学会巨大地震災害対応共同研究連絡会・地震動部会 議事録 
 
 

（１）第８回   （2005.3.12 土木学会 出席者 14名） 
    
（２）第９回   （2005.4.21 土木学会 出席者 14名） 
    
（３）第１０回  （2005.5.10 土木学会 出席者 13名） 
    
（４）第１１回  （2005.6.23 土木学会 出席者 16名） 
    
（５）第１２回  （2005.7.26 スクワール麹町 出席者 11名） 
    
（６）第１３回  （2005.11.9 土木学会 出席者 15名） 
    
（７）第１４回  （2005.12.16 土木学会 出席者 12名） 
    
（８）第１５回  （2006.1.20 土木学会 出席者 15名） 
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巨大地震災害対応共同研究連絡会・地震動部会 

2005 年 3 月 12 日（土）10 時 00 分～12 時 00 分 

土木学会 

第８回議事録 

出席者： 

入倉孝次郎（京大），杉戸真太（岐阜大），川瀬博（九大），青井 真（防災科研），市村 強(東北大)，香川

敬生(地盤研)，片岡正次郎（国総研），久野通也（中部電力），佐藤俊明（清水建設），年縄巧（明星大），野

津厚（港湾空港技研），畑山 健（消防研），翠川三郎（東工大），岩田知孝（京大防災研） 

 

資料： 

8- 1 第７回議事録（案） 

8- 2 平成 16 年度長周期地震動対策の必要性に係る調査報告書 抜粋 

回覧資料 調査業務報告書本体  

シンポジウム参加者リスト 

 

・入倉主査・市村委員から研究連絡委員会の報告が行われた 

  研究連絡委員会は年度内に中間報告書をとりまとめる．地震動部会は報告書によって代える． 

  部会長・幹事（濱田・入倉・西村・小長井・市村）の打合せ 

連携強化，付帯条件適用範囲などを含めて説明，4月末に拡大委員会で説明をする． 

 

・委員会がアンケートの中のチームからいくつか選ぶ 

ケースとして，東海地震の関東，東南海地震の中部，南海地震の大阪を考える 

 

暫定波（資料 8－2 の 11 ページに掲載） 

第 2 暫定波としては追加計算をサポートする． 

設計用地震動レベルについて議論をおこなった． 

3 月 23 日（建築学会）地震動WG＋構造WG合同会議 

4 月 13 日（建築学会）拡大委員会 

 

第 1 暫定波について 参考文献によってレビューする．4月 10 日を目処とし、筆者にフィードバック、筆者

のメモをつけてもらう． 

概説文 テンプレート作成：幹事団 

担当 

① 翠川・青井   ②野津・畑山  ③佐藤俊明・片岡 ④香川・年縄 

波形比較図 香川 

予測チームの選択 震源・サイトに従って 5月末を目途に選択された波形を集める 

5 月はじめ 第 1 暫定波の概要と特徴 第 2 暫定波等の行程説明 

波形：川瀬 資料：岩田 

次 回  第 1 候補 4 月 21 日（木）17: 30 第 2 候補 16 日（土）10: 00 

（文責 岩田知孝） 
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巨大地震災害対応共同研究連絡会・地震動部会 

2005 年 4 月 21 日（木）17 時 30 分～２０時２０分 

土木学会 

第 9 回議事録 

出席者： 

入倉孝次郎（京大），川瀬 博（九大），香川敬生(地盤研)，片岡正次郎（国総研），久野通也（中部電力），纐

纈一起（東大地震研），佐藤俊明（清水建設），関口春子（産総研），武村雅之（鹿島建設），野津 厚（港湾空

港技研），畑山 健（消防研），増田 徹（応用地質），翠川三郎（東工大），岩田知孝（京大防災研） 

 

資料： 

9- 1 第８回議事録（案） 

9- 2 第１暫定波概説文 

9- 3 第１暫定波資料 

9- 4 波形プロット（香川委員による） 

9- 5 地震動部会活動案・企画案 

 

議 事 

１）概説文の説明 

・ 翠川委員 1923 年再現波である（佐藤）。最新の知見についてのコメントを入れる。 

・ 野津委員 久田波：予測地点は下盤側。概説担当者（野津・畑山）によるサイト地盤震動特性評価・2003

年十勝沖地震との比較を行った参考資料が加わる。 

・ 佐藤俊明委員 釜江波： 

・ 香川委員 三の丸波：７．の表現 ２．の表現など加筆 

・ 波形について 10 秒で長周期成分をフィルターした（ローカットフィルター）波形と、いくつかの減衰

値で図化する。なお配布されている波形でヒゲが出ているのは、図化時の問題で注意してほしい。これ

も改善する（香川委員）． 

・ 全体へのコメント 

概説文の加筆について、議論された各コメントの他に、(1)概説文献の他に参考文献をつける、

(2)予測位置について緯度経度等を示す。 

不明点は概説作成者が波形作成者に問い合わせて、概説文に加筆する。この際、項目として著者

にお願いして「著者の自由コメント」を入れる。 

タイトル(予測？評価？再現？)を統一的にする。 

 

２）合同会議について 

５月１０日（火）１３時から，地震動部会・建築構造委員会・土木構造部会の合同会議が行われる。地震動

部会から構造側へ提供している第 1 暫定波の概説と質疑等を行う。入倉部会長から各委員へ出席してほしい

旨が伝えられた。 

内容（今後幹事団で詳細を詰める） 

全体位置づけ      入倉 

第 1 暫定波各説明    各担当者。都合がつかないなら幹事が報告。 
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議 論 

３）今年度の活動について 

地震動部会の今年度の活動計画の報告があった． 

業務計画の地震動部会部分のたたき台の提案をした．今年度の業務計画は地震動と両構造物部会で行う． 

 

アンケートの中から、第 2暫定波グループを選択 概説文をつけて 7月中に提案（建築WG ） 

東海地震    関東  2 チーム 

東南海（東海） 名古屋 3 チーム 

南海      大阪  3 チーム 

幹事団によりアンケート中から決める。次回の部会で諮る。 

 

 

次回 5 月 10 日（火）15 時 30 分から地震動部会を予定（土木学会） 

 

 

（文責 岩田知孝） 
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巨大地震災害対応共同研究連絡会・地震動部会 

2005 年 5 月 10 日（火）15 時 30 分～17 時 30 分 

於：土木学会 

第１０回議事録 

出席者： 

入倉孝次郎（京大），川瀬 博（九大），市村 強（東工大），香川敬生(地盤研)，片岡正次郎（国総研），久野

通也（中部電力），佐藤俊明（清水建設），関口春子（産総研），武村雅之（鹿島建設），野津 厚（港湾空港技

研），畑山 健（消防研），増田 徹（応用地質），岩田知孝（京大防災研） 

 

資料： 

10- 1 第９回議事録（案） 

10- 2 第２次暫定波選定について（案） 

 

議 事 

１） 第 2 次暫定波選定 以下のものを選択 

地震 地域 広帯域 長周期 

東海地震 関東平野  土方・他(2005)  19 地点 

山中(2005)  面的評価 

東南海地震 濃尾平野 Suzuki  et  al . ( 2005)  K-NET,  Ki K- net  

南海地震 大阪平野 関口・他(2004)  500mメッシュ 90x85km2

鶴来・他(2005)  大阪府 7000 点 

Kamae et  al . ( 2004)  面的評価

東南海，東南海＋南海 の大阪平野 (鶴来・他，2005)  

東海地震 震源域 （野津，2005）１２地点 

東南海・南海同時発生の四国・近畿ダムサイト，東海地震 中部ダムサイト 

 

第 2 次暫定波概説文の集約 

6 月５日該当ディジタルデータの集約 波形等を香川さんが紙プロット レビュー終了 ６月 30 日(目標)  

担当 

土方・他(2005)  武村 畑山 山中(2005)  市村 纐纈 

Suzuki  et  al . ( 2005)  野津 翠川 関口・他(2004)  香川 年縄 

鶴来・他(2005)  関口 青井 Kamae et  al . ( 2004)  佐藤 片岡 

野津(2005)    久野 増田 

 

２） Phase I I I  について 

バラツキについてアンケートをとり，各チームへ作業のお願いをする． 

３）内閣府研究計画 岩田がアンカー役をする 

次回６月２４日（木）１７時から地震動部会を予定．各レビュー（著者コメントなし）を報告する． 

 

 

（文責 岩田知孝） 
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巨大地震災害対応共同研究連絡会・地震動部会 

2005 年 6 月 23 日（木）17 時 00 分～20 時 00 分 

於：土木学会 

第１1回議事録 

 

出席者： 

入倉孝次郎（京大），杉戸真太（岐阜大），青井 真（防災科研），香川敬生(地盤研)，片岡正次郎（国総研），

久野通也・立花篤史（中部電力），纐纈一起（東大地震研），佐藤俊明（清水建設），関口春子（産総研），武

村雅之（鹿島建設），野津 厚（港湾空港技研），畑山 健（消防研），増田 徹（応用地質），翠川三郎（東工

大），岩田知孝（京大防災研） 

 

資料： 

11- 1 第１０回議事録（案）  11- 2 第２次暫定波概説文リスト 

11- 3 土方・他に対する概説文  11- 4 Suzuki  et  al に対する概説文 

11- 5 鶴来・他に対する概説文  11- 6 Kamae et  al に対する概説文 

11- 7 野津に対する概説文  11- 7- 2  比較資料 

11- 7- 3  補足資料   11- 8 野津（ダムサイト評価）に関するレポート 

 

議 事 

１）造物部会との打ち合わせ 名古屋地区，東京・湾岸観測点が少ない． 

これを踏まえて個別に計算をお願いする、構造物部会との共同でのシンポを行う 

２）千島・日本海溝での地震について防災会議は長周期地震動の評価はしない．本部会での成果を利用する 

 

概説文についての議論 

３） 土方・他に対する概説文（武村・畑山） 

５地点の他にレポートに記載されている地点も出してほしい 

レポートの図面を改善できるでしょうか 

 

４） Suzuki  et  al に対する概説文 

短周期で過大評価していることについて明記 

要素波の観測時間を明記する 

 

５） 鶴来・他に対する概説文 

長周期部分の妥当性の検証がされていないことを明記すべき 

サブ断層サイズの影響についてコメント 

 

６） Kamae et  al に対する概説文 

有効周期範囲 

卓越周期の検証が可能か 
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７） 野津に対する概説文 

内閣府の結果との差について（増田・久野・入倉・野津） 

 

８）野津（ダムサイト評価）に関するレポート 

概説文担当者は畑山・岩田 

 

・東京(新宿・横浜)  関東地震  纐纈チームに依頼 2 秒 

・名古屋駅前    東南海地震 釜江チームに依頼 

 

複数ケースを行う． 

暫定波説明会のようなことを続けて行う 

予測地震動結果についての精度やバラツキについての検討方法をひきつづき議論する 

 

次回７月２６日（火）１７時３０分から地震動部会を予定．  

 

（文責 岩田知孝） 
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巨大地震災害対応共同研究連絡会・地震動部会 

2005 年 7 月 26 日（火）18 時 00 分～20 時 20 分 

於：スクワール麹町 

第１２回議事録 

 

出席者： 

入倉孝次郎（京大），香川敬生(地盤研)，久野通也（中部電力），纐纈一起（東大地震研），佐藤俊明（清水建

設），関口春子（産総研），年縄巧（明星大），野津 厚（港湾空港技研），畑山 健（消防研），源栄正人（東

北大）、岩田知孝（京大防災研），事務局 

 

 

資料： 

12- 0 第 12 回地震動部会次第 

12- 1 第 11 回議事録（案） 

12- 2- 1 関口・他（2005）南海地震の大阪平野概説文（香川・年縄） 

12- 2- 2 関口・他（2005）南海地震の大阪平野計算報告（関口・他） 

12- 2- 2- 2 上記波形プロット 

12- 3- 1 野津ダム波の概説文（畑山・岩田） 

12- 3- 2 野津ダム波報告（野津） 

12- 3- 3 コメントへの対応（野津） 

12- 4 平成 17 年度企画書 

12- 5 大大特１フェーズ２（地震研究所）の当面の目標 

 大大特シンポジウム案内（10 月 25 日～27 日） 

追加資料 平成 17 年度企画書（改訂版），内閣府とのメール（事務局） 

 

議 事 

１）第 2次暫定波 

1- 1）関口・他(2005)南海地震の大阪平野の概説文 

 評価地点の周期４秒程度の落ち込みは構造起因？震源モデル起因？ 

 

1- 2）野津(2005)ダム波 

 コメント等を参照して，本文を改訂する． 

 1- 1，1- 2 とも書き下ろし的になっているので，それを明記する． 

 

1- 3）野津(2005)に対する概説文内閣府の結果との差について（増田・久野・入倉・野津） 

    野津さんの地震基盤波形スペクトルと中防の工学的基盤を地盤モデルではいだ地震基盤のスペクト

ルを比較 

    内閣府の方は平均的サイト特性，K-NET サイトは当該サイト特性そのもの，の違いによると考えら

れる． 

    0. 3- 10Hz のフィルター波形を提供する 
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2)企画書に関して 

    ７月１日の打合せ後，今年度，構造物応答も含めた企画書に書き換える（→改訂版） 

 その後，今年度限り から 来年度「長大地中構造物」の被害についての展開を企画書として

立てる（今週中を目途）平成 17 年度（改訂版）を分ける． 

    （内閣府との打合せでは）仙台・秋田はできないのか（内閣府） 情報が不足しているので簡単で

はない（入倉）との情報． 

 

3)大大特での海溝型地震シミュレーション  今年度は 1923 年関東地震をターゲットとする 

 

4)予測波について 

地震・地点等を決め，幹事団から計算を具体的にお願いする．（だたし，上記のように，今年度の予算割り当

てについては，全体像が正確に決まっていないので，未定） 

 

・ 第２次暫定波の各グループで，予測地点を依頼してもできるチームに頼む（幹事団） 

・ 古村（東海・東南海連動での関東）さんに第２次暫定波チームと同様の書き下ろしレポートに匹敵するも

のをお願いし，概説文を作る（担当者未定） 

 

 

次回 ９月下旬地震動部会を予定．  

 

（文責 岩田知孝） 
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巨大地震災害対応共同研究連絡会・地震動部会 

2005 年 11 月 9 日（火）10 時 00 分～12 時 00 分 

於：土木学会 

第１３回議事録 

出席者： 

入倉孝次郎（京大），杉戸真太（岐阜大），川瀬博(九大)，市村強（東工大），大川出（建築研），片岡正次郎

（国総研），久野通也（中部電力），纐纈一起（東大地震研），佐藤俊明（清水建設），関口春子（産総研），武

村雅之（鹿島建設），野津 厚（港湾空港技研），増田徹（応用地質），山中浩明（東工大），岩田知孝（京大防

災研） 

 

資料： 

13- 0 第 13 回地震動部会次第 

13- 1 第 12 回議事録（案） 

13- 2 予測波について 

13- 2- 2 建築学会地震波に関するメモ 

13- 3 今年度仕様書案 

13- 4 シンポジウム案 

 

議 事 

１）予測波作成について 

・ 13- 2,  13- 2- 2 に従って川瀬幹事が説明． 

   各チームに予測波の面的ばらつきの評価，震源パラメータ設定によるばらつきの評価を行う． 

   延べ６チームが計算を行う 

   研究費について事務局に問い合わせる． 

・第１次暫定波，第２次暫定波という呼称はこれから第 1次提供波，第 2次提供波に変更する． 

・建築住宅センターは第 2次提供波取り扱いとして概説文を作成する．担当：関口・岩田 

・土木構造物部会の地震波の取り扱い状況について市村・野津委員から次回報告をお願いする． 

 

２)野津さん作成波（東海の震源域波形）の概説文 

増田・久野さんから概説文の説明があり，議論がなされた．第 2次提供波として提供する． 

 

３）シンポジウムについて 

１３－４に従って岩田が説明 2 月 18 日（金）土木学会で開催できるよう仮置き 

内容は，地震動部会（建築学会地震動小委員会），建築学会構造物小委員会，土木学会構造物部会の今年度の

報告を行う．構造物グループの連絡と了解をとる． 

起案：岩田  建築学会：川瀬 土木学会・共同研究連絡会：市村 

 

次回１２月１６日（金）１８時から土木学会で予定．  

 

（文責 岩田知孝） 
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巨大地震災害対応共同研究連絡会・地震動部会 

2005 年 12 月 16 日（金）18 時 00 分～20 時 00 分 

於：土木学会 

第１４回議事録 

出席者： 

入倉孝次郎（京大），川瀬博(九大)，市村強（東工大），片岡正次郎（国総研），久野通也（中部電力），佐藤

俊明（清水建設），関口春子（産総研），野津 厚（港湾空港技研），畑山健（消防研），増田徹（応用地質），

翠川三郎（東工大），岩田知孝（京大防災研） 

 

資料： 

14- 0 第 14 回地震動部会次第 

14- 1 第 13 回議事録（案） 

14- 2 提供波チームへのパラスタ資料と回答 

14- 3 シンポジウム案 

14- 4 「平成 17 年度長周期地震動対策に関する調査」契約書 

14- 5 巨大地震対応共同研究連絡会メモ（11 月 14 日） 

14- 6 長周期地震動の距離減衰式と増幅率の地域性（片岡委員提出） 

14- 7 想定新東海地震による強震動予測（佐藤委員提出） 

 

議事： 

１） 提供波チームへのパラメトリック計算の状況 

２） 想定新東海地震による強震動予測 

３） 2 月 18 日のシンポジウムについて 

４） 12 月 9 日巨大地震災害への対応検討特別委員会第 12 回議事録 

５） 内閣府との契約と執行について 

６） その他 

 

討 議 

【１】提供波チームのアンケート情報 

提供波チームへのパラスタ条件と対応について報告された（資料 14- 1）．1 月末を目途に波形作成する． 

 

【２】提供波の概説文等についての進捗状況 

・ 佐藤委員から想定新東海地震の資料が配布された．次回資料紹介と概説文（関口・岩田担当）を予定 

・ 広帯域化に関する資料については土方・他で作成中で，出来次第，佐藤委員から武村・畑山委員に送付し

概説文作成する． 

 

【３】内閣府との契約 

今年度２１００万円の契約が行われた（14- 4）．地震動部会の予算は７５０万円．部会費を部会運営費と考え

ると，シンポ関係費（シンポ資料印刷，原稿料印刷，開催費等）を別にみてもらいたい（入倉部会長→事務
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局）． 

研究費 パラスタチームを主として，産総研，（株）東京電力，地盤研，大学（釜江、纐纈、岩田）に配布。

受け入れ方式等について各チームと岩田と事務局で対応．また事務局に対して再委託契約の必要性を確認し、

必要な場合には早急に内閣府に対して手続きを進めるよう依頼 

 

【４】片岡委員提出資料の説明 

長周期地震動の距離減衰式と増幅率の地域性について報告があった 

 

【５】２月１８日シンポジウムについて 

・ 地震動部会主催で行う 

・時間割を変更する（以下） 

・建築構造（6部会） 全体概要 西川 超高層・免震 で６０分 （川瀬幹事担当） 

・ 土木構造 ６０分 野津委員担当 

【プログラム（案）12. 16】 

１０時～１２時（２コマ），１３時～１７時（４コマ）と分けて，前から地震動部会３コマ，建築構造物，土

木構造物各１コマ，議論１コマとする． 

地震動部会の内容としては 

活動報告 

提供波（前回行っていないチームを中心に）とパラスタ結果，関連調査研究紹介 

観測長周期地震動 関東、濃尾、札幌、仙台、大阪 

個別研究 

を入れる． 

 

【６】土木学会親委員会の報告等 

市村委員より１２月９日の土木学会親委員会の報告が行われた．12 月 20 日に土木学会構造物各部会と地震

動部会（杉戸，市村，野津，岩田が出席予定）と打合せを行う． 

 

【７】建築学会構造物委員会の報告等 

川瀬幹事から建築学会親委員会の報告が行われた．土木・建築２学会の共同研究連絡会の議事録によると、

（１）土木学会のみ、（２）建築学会のみ、（３）土木・建築合同の報告書（地震動部会分を含む）を出す予

定．建築学会地震動小委員会では（２）の地震動に関する部分についての執筆依頼を行った（３月１日締め

切り）．（３）についてはその後抜粋版として編集する予定． 

 

次回２００６年１月２０日（金）１８時から土木学会で予定． 

 

（文責 岩田知孝） 
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巨大地震災害対応共同研究連絡会・地震動部会 

2006年 1月 20日（金）18時 00分～20時 00分 

於：土木学会 

 

第 15回議事録（案） 

 

出席者： 

入倉孝次郎（京大），川瀬博(九大)，香川敬生（地盤研），久野通也（中部電力），纐纈一起（東大地震研），

佐藤俊明（清水建設），関口春子（産総研），武村雅之（鹿島），年縄巧（明星大），野津 厚（港湾空港技研），

畑山健（消防研），増田徹（応用地質），源栄正人（東北大），早川崇（清水建設），岩田知孝（京大防災研）， 

 

 

資料： 

１５－０ 次第 

１５－１ 第１４回議事録案 

１５－２ シンポジウムプログラム 

１５－３ 平１８計画 

１５－４ 東海地震・関東広帯域波資料（土方・他），概説文（武村・畑山） 

１５－５ 東南海地震・愛知県広帯域波資料（佐藤・他），概説文（関口・岩田） 

 

 

討議内容 

（１）２月１８日シンポジウムについて 

（２）バラツキ計算の進捗状況について 

（３）今年度の報告書等について 

（４）来年度の地震動部会の計画について 

（５）提供波作成状況と概説文について 

・東海地震の関東広帯域波 

・東南海地震の愛知県広帯域波 

（６）波形提供について 

・土木構造物部会港湾の地震波作成 

（７）その他 

 

討 議 

(1)2 月 18 日のシンポジウムの内容について岩田から報告があった．構造物部会とのリンクを考えてプログ

ラムスケジュールを調整して再提案する．10時より 17時 30分まで行う． 

(2)パラメータのバラツキ計算については，現在進行中．シンポジウムでの報告を行っていただく． 

(3)シンポジウム報告をとりまとめる． 

(4-1)資料 15-3-1 で今年度の研究費について確認．今年度地震動部会の研究費はシンポジウム開催を含めて

800万円 
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(4-2)資料 15-3-2,3-3をもとに平成 18年度の研究計画について自由討論を行った． 

・サイトスペシフィックにおける予測のための波形ガイドライン作り．標準長周期地震動も必要． 

地震動部会・両構造物部会合同のＷＧ 

土木学会：広帯域（短周期）の部分は土木学会第３次提言の改訂という形で反映するべき 

・地震動部会はシナリオ地震の地震動予測方法をまとめ，震源パラメータ等によるバラツキの影響を評価す

る 

 →次回も継続して審議することとなった 

 

(5)佐藤委員（早川氏）から東海地震の関東平野の広帯域波波形計算について説明があり，畑山・武村委員か

ら概説文の説明があった．概説文コメントに対して，著者コメントを附して説明文，概説文，波形を提供す

る． 

 

次回，シンポジウム（２月１８日）以降に行う．後日日程調整．来年度の地震動部会の研究計画についての

討議，今回行えなかった佐藤委員の提供波について，野津委員の波形作成について，を行う．  

 

（文責 岩田知孝） 
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